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本要求水準書には、下記の【別表】及び【資料１～２２】が付属しているので注意してください。 

 

【別表】各室（エリア）の要求水準 

 

【資料 １ 】事業計画地案内図 

【資料 ２ 】事業計画地位置図・周辺現況図 

【資料 ３ 】本郷キャンパス外構計画図（入札公告時までに開示予定） 

【資料 ４ 】本郷キャンパス都市ガス配管位置図 

【資料 ５ 】本郷キャンパス都水道水・井水配管位置図 

【資料 ６ 】本郷キャンパス排水管位置図 

【資料 ７ 】本郷キャンパスボーリング調査位置図 

【資料 ８ 】ボーリング柱状図Ｎｏ.１～１４ 

【資料 ９ 】本郷キャンパスネットワーク構成図 

【資料１０】本郷キャンパス既設電気室位置図及び高圧系統図 

【資料１１】本郷キャンパス既設電話交換機位置図及びＬＡＮ－ＨＡＢ室位置図 

【資料１２】本郷キャンパス既設電話交換設備系統図 

【資料１３】機械設備資料（衛生器具仕様）（入札公告時までに開示予定） 

【資料１４】工事区分表（入札公告時までに開示予定） 

【資料１５】参考仮設計画図（入札公告時までに開示予定） 

【資料１６】解体対象建物資料（臨床講堂、南研究棟、内科研究棟等） 

【資料１７－１】参考平面図（Ａ棟） 

【資料１７－２】参考平面図（Ｂ棟） 

【資料１８】参考立面図・断面図（入札公告時までに開示予定） 

【資料１９】Ａ棟、Ｂ棟周辺測量図 ※（入札公告時までに開示予定） 

【資料２０】参考緑化計画図 ※（入札公告時までに開示予定） 

【資料２１】本郷キャンパス共同溝位置図 ※（入札公告時までに開示予定） 

【資料２２】解体工事範囲図 ※（入札公告時までに開示予定） 

 

【参考資料】大学が期待するサービスの主な例 

 

※印の資料については、入札参加者に電子データ（ＣＤ-Ｒ）により配布する。なお、当

該配布資料も入札説明書等と一体のものとして取り扱うので、入札参加者は必ず配布を受

けること。配布は、平成［ ］年［ ］月［ ］日より行うものとし、事前に担当部局ま

で電話で申し入れてから来学のこと。 

 

注）［ ］内の数字は入札公告時までに示す。以下同じ。 
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本要求水準書の位置付け 
 

この要求水準書は、東京大学（本郷）クリニカルリサーチセンター施設整備事業（以下「本事業」と

いう）に関して、施設の空間機能要件、設備の機能要件、維持管理・運営に関する要件について、国立

大学法人東京大学（以下「大学」という。）が要求する一定の水準を示すものである。 

 

 

第１章 総則 
 

１ 東京大学（本郷）クリニカルリサーチセンター施設の概要 
本事業に供される東京大学（本郷）クリニカルリサーチセンター（以下「本施設」という）の概要

は次のとおりである。 

 

(１) 東京大学（本郷）クリニカルリサーチセンター施設の設置目的 
東京大学医学部附属病院（以下「附属病院」という。）は、診療・教育と共に研究を使命として

いる。この附属病院の研究の使命は、我が国の未来の臨床医学の基盤を構築する上で、極めて重要

である。この点を鑑みれば、附属病院における研究は、疾患の発症機構を解明する疾患研究、新し

い診断法や治療法を開発し検証する臨床・疫学研究、疾患研究、臨床・疫学研究を結ぶ橋渡し研究

（トランスレーショナルリサーチ：ＴＲ）を統合的に行うものでなければならない。 

大学では、これらの使命を担う施設として、老朽化が著しい既存の研究施設に代わり、クリニカ

ルリサーチセンターを整備することとした。 

クリニカルリサーチセンターは、医学系研究科の施設のほか、大学全体で利用する全学共同利用

施設として、全学横断的な研究スペースやプロジェクト対応ラボ等の研究施設のほか、学生のコミ

ュニケーションスペースを設置する。また、附属病院の研修医や大学関係者等を対象とした宿泊施

設等を設置する。 

本事業は、ＰＦＩの導入により、財政負担の縮減並びに民間資金、経営能力及び技術的能力の活

用を図るため、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年

７月３０日法律第１１７号、その後の改正を含む。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、効率的

かつ効果的に本施設の設計・建設・維持管理・運営を行い、東京大学クリニカルリサーチセンター

構想の効率的かつ効果的な実現に資することを目的として実施するものである。 

 

(２) 本郷キャンパスの構成と本施設の位置付け 
本郷地区キャンパスは、教養学部を除く全学部及び研究所群、附属病院を擁する重要拠点であり、

３極構造構想の重心をなす。本施設は、大学本郷地区キャンパス内の一角に整備されるものであり、

計画に当たっては、本郷地区キャンパスマスタープランを十分考慮したものとすることが重要であ

る。キャンパスマスタープランについて、下記項目を参照のこと。 

１) 本郷地区キャンパス計画要綱（平成２２年９月３０日改正） 

２) 本郷地区キャンパス 第３次整備計画概要（平成１７年７月２６日改正） 



２ 

 

 

大学のホームページ（http://www.u-tokyo.ac.jp/fac03/b07_02_j.html）で公表 

 

２ 本事業の内容 
本要求水準書に示された要求事項に沿って本施設の設計、建設、及びその他の下記関連業務（以下

「本業務」という）を行う。 

 

(１) 施設整備業務 

１) 本施設の施設整備に係る事前調査業務（地質調査、埋蔵文化財調査を含む）及びその関連業

務 

２) 本施設の施設整備に係る設計業務及びその関連業務 

３) 本施設の施設整備に係る建設工事（既存建物の解体撤去を含む）及びその関連業務 

４) 本施設の施設整備に係る備品調達・設置業務 

５) 本施設の施設整備に係る工事監理業務 

６) 本施設の施設整備に係る周辺家屋影響調査業務及びその対策業務 

７) 本施設の施設整備に係る電波障害調査業務及びその対策業務 

８) 本施設の施設整備に係る各種申請等の業務 

 

(２) 維持管理業務 

１) 本施設の建物保守管理業務（点検・保守・修繕・更新・その他の一切の保守管理業務を含む） 

２） 本施設の建築設備保守管理業務（設備運転・監視・点検・保守・修繕・更新その他の一切の

保守管理業務を含む） 

３) 本施設の外構施設保守管理業務（点検・保守・修繕・更新その他一切の保守管理業務を含む） 

 

(３) 運営業務 

１）統括マネジメント業務 

２）本施設の管理支援業務 

３）研究環境の整備支援業務 

４）レンタルラボ部分の運営関連業務 

５）宿泊施設部分の運営関連業務 

６）山上会館（本館、龍岡門別館）の宿泊室等の運営業務 

７）トランクルームの管理業務 

 

※ レンタルラボ部分の運営関連業務のうちレンタルラボＣの運営業務及び附帯事業のうち福利

厚生（物販系・軽食系・飲食系）部分を除き、維持管理業務と運営業務にかかる光熱水費は大学

が負担する。また、本施設の大規模修繕（本事業における大規模修繕とは、大学が自らの事由に

より別途発注する大規模な修繕をいう。）については、本事業の事業期間中の実施は予定してい

ない。ただし、本書に示す機能を維持するために行う修繕・更新は、その規模にかかわらずすべ



３ 

 

て本事業において選定事業者が行う事業の範囲とする。 

 

(４) 附帯事業 

１) 福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）部分の運営 

２) サービス施設部分の運営 

 

３ 遵守すべき法規制等 
「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年７月３０日法律

第１１７号、その後の改正を含む。以下「ＰＦＩ法」という。）及び「民間資金等の活用による公共

施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針」（平成１２年３月１３日総理府告示第１１

号、以下「基本方針」という。）の他、下記に掲げる関連の各種法令等による。 

(１) 国立大学法人法 

(２) 都市計画法 

(３) 建築基準法 

(４) 消防法 

(５) 労働安全衛生法 

(６) その他関係法令等 

※ 上記に関するすべての関連施行令・規則等についても含むものとし、また本事業を行うに当たり

必要とされるその他の関連法令及び条例等についても遵守すること。 

 

４ 参考図を提示する趣旨 
別に示す【資料１７－１】と【資料１７－２】は、大学が本施設の利用方法等について検討を重ね

たうえで作成したものであり、基本的には本施設において教育研究を行う大学教員、学生及び大学関

係者（以下「利用者」という。）の要望を満足した形となっている。 

なお、当然のことながら、参考図以外の可能性を排除するものではない（特に、共用部分の平面計

画については、入札参加者の提案を期待している）。 

しかし、あえて参考図を付すのは、入札参加者からの提案が多岐にわたる計画項目に対応して拡散

する事態を懸念し、むしろ大学が本施設において重視している計画項目について、入札参加者が集中

的に検討し時代を画するような熟度の高い提案をされることを期待するからである。 

なお、【資料１７－１】と【資料１７－２】の取り扱いの詳細は、第２章６（３）２）①と②に示

す。 
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第２章 施設整備に関する要求水準 
 

１ 事業者の業務範囲 
本要求水準書に示された要求事項に沿って本施設の設計、建設、及びその関連業務（以下「施設整

備業務」という）を行う。 

(１) 本施設の施設整備に係る事前調査業務（地質調査、埋蔵文化財調査を含む）及びその関連業務 

(２) 本施設の施設整備に係る設計業務及びその関連業務 

(３) 本施設の施設整備に係る建設工事（既存建物の解体撤去を含む）及びその関連業務 

(４) 本施設の施設整備に係る備品調達・設置業務 

(５) 本施設の施設整備に係る工事監理業務 

(６) 本施設の施設整備に係る周辺家屋影響調査業務及びその対策業務 

(７) 本施設の施設整備に係る電波障害調査業務及びその対策業務 

(８) 本施設の施設整備に係る各種申請等の業務 

 

２ 適用基準等 
本業務の実施に当たっては、下記基準類の最新版を適用すること。また、下記に関するすべての関

連施行令・規則等についても含むものとし、本事業を行うに当たり必要とされるその他の関連法令及

び条例等についても遵守すること。 

(１) 共通 

１) 官庁施設の総合耐震計画基準（統一基準） 

(２) 土木 

１) 文部科学省土木工事標準仕様書 

２) 国土交通省制定土木構造物標準設計(1)(2) 

(３) 建築 

１) 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

２) 文部科学省建築工事標準仕様書（特記基準） 

３) 建築構造設計指針 

４) 公共工事建築改修工事標準仕様書（統一基準）（建築工事編） 

５) 文部科学省建築改修工事標準仕様書（特記基準） 

(４) 設備 

１) 公共建築工事標準仕様書（統一基準）（電気設備工事編） 

２) 文部科学省電気設備工事標準仕様書（特記基準） 

３) 公共建築設備工事標準図（統一基準）（電気設備工事編） 

４) 文部科学省電気設備工事設計資料 

５) 建築設備耐震設計・施工指針（国土交通省住宅局建築指導課監修） 

６) 公共建築工事標準仕様書（統一基準）（機械設備工事編） 

７) 文部科学省機械設備工事標準仕様書（特記基準） 

８) 公共建築設備工事標準図（統一基準）（機械設備工事編） 



５ 

 

９) 文部科学省機械設備工事標準図（特記基準） 

１０) 文部科学省機械設備工事設計資料 

１１) 公共建築改修工事標準仕様書（統一基準）（電気設備工事編） 

１２) 文部科学省電気設備工事標準図（特記基準） 

１３) 公共建築改修工事標準仕様書（統一基準）（機械設備工事編） 

(５) 保全 

１) 建築保全業務共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

２) 文教施設保全業務標準仕様書 

(６) その他 

１) 東京大学本郷地区自家用電気工作物保安規定 

２) 東京大学環境安全指針 

３) 東京都環境確保条例の改正の概要 

 

３ 事業計画地（敷地）条件 
本施設が立地する事業計画地（敷地）の主な前提条件は次の通り。 

(１) 位 置 ： 東京都文京区本郷（東京大学本郷キャンパス内）（【資料１】、【資料２】を

参照） 

(２) 敷地面積等 ： 本郷キャンパス全体 ４０２,６８２.１８㎡ 

許可・認定等 

（建築基準法第５６条の２第１項ただし書きの規定による許可） 

（建築基準法第８６条の２第１項による認定） 

緑化率 

（東京における自然保護と回復に関する条例及び東京都文京区みどりの

保護条例に定める緑地率を満たすこと。なお屋上緑化等も積極的に行う。） 

(３) 敷地隣接道路 ： 幅員１８.０ｍ（西側道路・南側道路） 

（敷地と接している部分の長さ約１，１３０ｍ） 

幅員９.０ｍ（東側道路） 

（敷地と接している部分の長さ約３００ｍ） 

(４) 区 域 ： 第１種中高層住居専用地域/準防火地域 

(５) 建 ぺ い 率 ：  ６０％ 

(６) 容 積 率 ： ３００％ 

(７) 日 影 規 制 ： 日影規制（二） 

(８)その他規制等 ： 第３種高度地区、第１種文教地区 

(９) インフラ整備状況 

１) Ａ棟 

① 冷温水・蒸気 ： なし（ただし、本施設の整備に支障となるものは切り回す。） 

② 電 気 ： 既設中央変電所Ａ系より既設設備管理棟病院切替所まで６．６ｋｖ Ｅ 

Ｍ-ＣＥＴ５００、２回線を引き込み、以降高圧分岐し、６．６ｋｖ Ｅ
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Ｍ-２００、１回線を引き込む。（【資料１０】を参照） 

③ 都 市 ガ ス ： 低圧１００φが既存施設まで敷設済み。また、共同構に中圧ガス管３０

０φが敷設されている。（【資料４】を参照） 

④ 都水・上水 ： 既存施設まで直結管５０～１００φが敷設済み（【資料５】を参照）。

また、本施設下を縦断している他建物への配管のうち、本施設の整備に

支障となるものは切り回す。 

⑤ 中 水 ： なし（雨水処理装置を本施設に設置して利用する。） 

⑥ 井 水 ： なし 

⑦ 排 水 ： 汚水･雨水合流管３００～６００φが敷地周囲に敷設（【資料６】を参照）

また、施設下を縦断している排水管のうち、本施設の整備に支障となる

ものは切り回す。 

⑧ 実 験 排 水 ： なし（実験排水は本工事設置の処理槽、ｐｈモニター槽にて処理・確認

後一般排水系統へ放流する。ｐｈ異常時の緊急遮断弁を設置すること。

動物系排水、遺伝子組換系排水、ＲＩ系排水についても、適切に処理・

測定後に一般排水系統へ放流すること。） 

⑨ 情報通信回線 ： 既設管理研究棟光ＩＤＦより引き込む。（【資料９】を参照） 

⑩ 電話通信回線 ： 既設管理研究棟ＭＤＦより引き込む。（【資料１１】を参照） 

 

２) Ｂ棟 

① 冷温水・蒸気 ： なし（ただし、既設設備管理棟の熱源用煙突については本棟に設置するた

め、煙道の切回しについても本工事とする。） 

② 電 気 ： 大学が本事業とは別に整備予定の病院切替所（詳細は６（５）３）③アｂ

参照）からの高圧分岐し、６ｋｖ ＥＭ-ＣＥＴ２００、１回線を引き込む。

（【資料１０】を参照） 

③ 都 市 ガ ス ： 隣接の共同溝より低圧及びに必要であれば中圧ガス管を引き込む（【資料

４】を参照）。また、施設下を縦断している山上会館龍岡門別館等への

配管のうち、本施設の整備に支障となるものは切り回す。 

④ 都水・上水 ： 隣接の共同溝より給水管を引き込む（【資料５】を参照）また、既設給水

棟への配管は撤去する。（Ｂ棟地下に既設給水設備棟（病院インフラ用）

の設備を取り込むこと） 

⑤ 中 水 ： なし（雨水処理装置を本施設に設置して利用する。） 

⑥ 井 水 ： Ｂ棟利用分はなし。既設給水設備棟（病院インフラ用）移設分は、隣接の

共同溝より引き込む。（【資料５】を参照）また、既設給水棟への配管

は撤去する。 

⑦ 排 水 ： 汚水･雨水合流管１００～６００φが敷地周囲に敷設（【資料６】を参照）

また、施設下を縦断している排水幹線のうち、本施設の整備に支障とな

るものは切り回す。（福利厚生（飲食系）等の厨房排水についてはグリ

ーストラップ及び生物処理をした後に一般排水系統に放流する。） 
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⑧ 実 験 排 水 ： なし（実験排水は本工事設置の処理槽、ｐｈモニター槽にて処理・確認後

一般排水系統へ放流する。ｐｈ異常時の緊急遮断弁装置を設置する） 

⑨ 情報通信回線 ： 既設管理研究棟光ＩＤＦより引き込む。（【資料９】を参照） 

⑩ 電話通信回線 ： 既設管理研究棟ＭＤＦより引き込む。（【資料１１】を参照） 

 

(１０) 地盤状況 

参考として事業計画地周辺の地盤調査資料【資料７】、【資料８】を添付する。 

 

４ 施設概要 
(１) 施設の規模・構造等 

１) 延べ床面積  ： 約７３，８３０㎡（建築基準法による） 

※ なお、入札参加者の提案による延べ面積は、Ａ棟Ⅰ期、Ａ棟Ⅱ期及びＢ棟のそれぞれで±

０％～＋２％の範囲内とする。 

 

区 分 主な用途 階 数 延べ床面積 

Ａ棟Ⅰ期 
教育研究施設（研究室、実験室、会

議室等） 
地上９階地下２階 約１８，９１０㎡ 

Ａ棟Ⅱ期 
教育研究施設（研究室、実験室、会

議室等） 
地上６階地下１階 約１５，７２０㎡ 

Ｂ 棟 

教育研究施設（研究室、実験室、会

議室、講堂等）、レンタルラボ、宿

泊施設、福利厚生（物販系・軽食系・

飲食系）、サービス施設 

地上１３階地下２階 約３９，２００㎡ 

 

２) 階 数 ： （Ａ棟Ⅰ期）地上９階、地下２階 

              （Ａ棟Ⅱ期）地上６階、地下１階 

              （Ｂ棟）  地上１３階、地下２階 

３) 構 造 ： 入札参加者の提案とする。 

 

(２) 機能・構成のあり方 

１) 機能と構成 

本施設は、主に医学系研究科の研究者が利用する教育、研究施設を整備するＡ棟と、医学系研

究科の研究者及び大学の研究者等が利用する教育・研究施設・福利厚生施設のほか、主に大学関

係者等が利用する宿泊施設を整備するＢ棟に区分される。 

 

①  Ａ棟 

Ａ棟は附属病院臨床研究部門建物の老朽化、狭隘化、研究実験室の分散などによる非効率
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な状況を解消するため整備するものであるが、敷地条件から数期にわたる整備となる。 

ア 臨床講堂等の解体撤去後の内科研究棟前面空地にＡ棟Ⅰ期を建設する。Ａ棟Ⅰ期は、既

存南研究棟と内科研究棟の移転先とする。 

イ Ａ棟Ⅰ期への内科研究棟の移転後、内科研究棟を解体撤去し、内科研究棟跡地にＡ棟Ⅱ

期を整備する。 

 

②  Ｂ棟 

教育研究施設のほか、宿泊施設や福利厚生施設等の機能が含まれるため、本棟、低層棟１

及び低層棟２の３つの形態に分けて整備する。 

Ｂ棟は、Ａ棟Ⅰ期への南研究棟の移転後、南研究棟及び医学部４号館等を解体撤去し、南

研究棟跡地に整備する。給水設備棟の解体撤去は、Ｂ棟地下階に給水設備棟の機能を移設完了

した後でなければならない。 

 

(３) 各階主要室と想定床面積等 

想定している主要室と想定床面積は、下表の通りとなる（参考図より算定）。 

 

１) Ａ棟Ⅰ期 

階  数 主要室 面  積   

屋  階 － １００㎡ 

９  階 研究室、実験室 １，８６０㎡ 

８  階 研究室、実験室 １，８６０㎡ 

７  階 研究室、実験室 １，８６０㎡ 

６  階 研究室、実験室 １，８６５㎡ 

５  階 研究室、実験室 １，８６５㎡ 

４  階 研究室、実験室 １，８６５㎡ 

３  階 研究室、実験室 １，８４０㎡ 

２  階 研究室、実験室 １，８４０㎡ 

１  階 研究室、実験室、管理事務室 １，９３５㎡ 

地下１階 
疾患モデルセンター、ＲＩ実験室、

設備室 
１，９３５㎡ 

地下２階 ＲＩ排水処理室 ８５㎡ 

合  計 － １８，９１０㎡ 

 

２) Ａ棟Ⅱ期 

階  数 主要室 面  積   
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屋  階 － ３０㎡ 

６  階 研究室、実験室 ２，２３０㎡ 

５  階 研究室、実験室 ２，２３０㎡ 

４  階 研究室、実験室 ２，２３０㎡ 

３  階 研究室、実験室 ２，２０５㎡ 

２  階 研究室、実験室 ２，２０５㎡ 

１  階 
疾患モデルセンター、バイオリソー

スセンター、大型・精密機器センタ

ー 

２，３４０㎡ 

地下１階 疾患モデルセンター、設備室、控室 ２，２５０㎡ 

合  計 － １５，７２０㎡ 

 

３) Ｂ棟 

① 本棟 

階  数 主要室 面  積  

屋  階 － ２６０㎡ 

１３  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ ２，１０５㎡ 

１２  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ ２，１０５㎡ 

１１  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ ２，１０５㎡ 

１０  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ ２，１０５㎡ 

９  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ ２，１０５㎡ 

８  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ ２，１０５㎡ 

７  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ ２，１０５㎡ 

６  階 レンタルラボＢ又はレンタルラボＣ １，９９５㎡ 

５  階 
研究室、実験室、レンタルラボＡ、

レンタルラボＢ 
１，９６０㎡ 

４  階 研究室、実験室、レンタルラボＡ ２，６７０㎡ 

３  階 研究室、実験室、レンタルラボＡ ２，７７０㎡ 

２  階 
研究室、実験室、教室（ＰＢＬ）、多

目的スペース 
２，５２５㎡ 

１  階 
研究室、実験室、講堂、多目的スペ

ース、福利厚生（物販・飲食系）、設

備室 

３，２３０㎡ 

地下１階 
レンタル倉庫、レンタルラボＢ、設

備室 
３，４３０㎡ 

地下 2階 設備室 ７９５㎡ 
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合  計 － ３４，３７０㎡ 

 

② 低層棟１ 

階  数 主要室 面  積  

６  階 研修医等用宿泊施設 ３６５㎡ 

５  階 研修医等用宿泊施設 ３６５㎡ 

４  階 研修医等用宿泊施設 ４６５㎡ 

３  階 研修医等用宿泊施設 ４６５㎡ 

２  階 研修医等用宿泊施設 ４６５㎡ 

１  階 研修医等用宿泊施設 ４８５㎡ 

合  計 － ２，６１０㎡ 

 

③ 低層棟２ 

階  数 主要室 面  積  

５  階 大学関係者用宿泊施設 ４１０㎡ 

４  階 大学関係者用宿泊施設 ４１０㎡ 

３  階 大学関係者用宿泊施設 ４１０㎡ 

２  階 大学関係者用宿泊施設 ４１０㎡ 

１  階 ロビー、事務室 １００㎡ 

地下１階 福利厚生（飲食系） ４８０㎡ 

合  計 － ２，２２０㎡ 

 

５ 事業スケジュール（案） 

日  程 内  容 

平成２４年 ５月 選定事業者との事業契約締結 

平成２４年 ６月 臨床講堂、駐輪場及び共同溝の解体 

平成２４年 ６月～平成２５年 ４月 Ａ棟Ⅰ期：施設整備業務（設計・申請等） 

平成２４年 ７月～平成２５年 ４月 Ａ棟Ⅰ期：建設予定地埋蔵文化財調査 

平成２５年 ５月～平成２６年 ７月 Ａ棟Ⅰ期：施設整備業務（本体工事等） 

平成２５年 ６月～平成２７年 １月 Ａ棟Ⅱ期／Ｂ棟：施設整備業務（設計・申請等） 

平成２６年 ７月 Ａ棟Ⅰ期：本施設の引渡し 
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平成２６年 ８月～平成２６年 ９月 
Ａ棟Ⅰ期：本施設への大学の移転、設備備品の設置・

試運転・調整 

平成２６年 ９月～平成２６年１１月 内科研究棟、南研究棟、医学部４号館の解体 

平成２６年１０月 Ａ棟Ⅰ期：本施設の供用開始 

平成２６年１０月～平成４４年 ３月 Ａ棟Ⅰ期：維持管理・運営業務の期間 

平成２６年１１月～平成２７年 １月 Ａ棟Ⅱ期：建設予定地埋蔵文化財調査 

平成２６年１１月～平成２７年 ９月 Ｂ棟：建設予定地埋蔵文化財調査 

平成２７年 ２月～平成２８年 ３月 Ａ棟Ⅱ期：施設整備業務（本体工事等） 

平成２７年１０月～平成３０年 ３月 
Ｂ棟：施設整備業務（本体工事等）、給水設備棟と受

水槽の解体 

平成２８年 ３月 Ａ棟Ⅱ期：本施設の引渡し 

平成２８年 ４月～平成２８年 ５月 
Ａ棟Ⅱ期：本施設への大学の移転、設備備品の設置・

試運転・調整 

平成２８年 ６月 Ａ棟Ⅱ期：本施設の供用開始 

平成２８年 ６月～平成４４年 ３月 Ａ棟Ⅱ期：維持管理・運営業務の期間 

平成３０年 ３月 Ｂ棟：本施設の引渡し 

平成３０年 ４月～平成３０年 ５月 
Ｂ棟：本施設への大学の移転、設備備品の設置・試運

転・調整 

平成３０年 ６月 Ｂ棟：本施設の供用開始 

平成３０年 ６月～平成４５年 ３月 
Ｂ棟：維持管理・運営業務の期間 

平成４５年 ３月 事業契約の完了 

 

６ 設計要求水準 
(１) 基本コンセプト 

本施設は、国内最先端の臨床医学研究を支える施設であることはもとより、世界に誇れる研究

施設を目指して整備するものである。 

その実現に向け、以下の８つの基本的な考え方に基づき、施設計画を行う。 

 

１) 本施設の基本要件 

① Ａ棟 
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Ａ棟は医学系研究科部門が入り、現在は既存各建物に分散している各専攻研究グループを

まとめ研究環境の効率化を図ることを目的としている。 

臨床研究を支える各専攻科の研究室・実験室に加え、下階には各科所有の疾患モデル、Ｒ

Ｉ、バイオリソース、大型精密機器などを共用施設として一元管理運営させ品質確保と研究

実験の効率化を図り、また各階にはフロア共通諸室を設けるなど共通機器と機能を可能な限

り集約化させ、スペースや研究環境、運営管理面の効率化を目指す。 

また、メディカルラウンジや各階ラウンジ、談話室は研究者間のコミュニティ形成を促す

場として設け、１階には研究成果の展示等を行う場を設けるなど、最先端研究を支える施設

に相応しい場として建物を計画する。 

 

② Ｂ棟 

Ｂ棟は、医学系研究科の研究・実験・教育施設と全学共同利用施設等で構成された複合施

設として整備される。本棟では、狭義の医学研究の枠を越え工学、農学、薬学など様々な分

野とメディカルタウン構想に沿った世界水準の学際的研究や大学のプロジェクト研究等が

この施設でおこなわれる。 

本棟には医学系研究科の研究・実験スペースのほか、講堂やＰＢＬ等の教育施設を配置す

る。また、大学共通施設として研究・実験スペースのほか、福利厚生や研究サポート、学生

スペースや研究関連展示スペース等が配置されるなど、多様な機能・施設利用者を想定した

建物計画が求められる。 

従って、多様な利用者の動線を的確に管理区分しながら、一方で異分野間の積極的なコミ

ュニティ形成を促す場となるよう施設を計画する。 

地下部分には、本棟で必要とされる設備室のほか、解体される給水設備棟関連の取り込み

を行う。また、将来構想として計画されている附属病院南側通用門（通称：鉄門）付近の環

境整備に伴う現設備管理棟の地上部解体の計画等を踏まえ、地下実験室やレンタル倉庫、設

備予備室の部分には将来医療ガス関係、中央監視、配電盤、自家発電等を設置し展開できる

ように建物や共同溝等を整備する。なお、電力については、大学が本事業とは別に病院地区

の既存入院棟Ａ地下３階の設備予備スペース（現予備倉庫）に整備する特高変電所から供給

を受ける。 

さらに、低層棟１には研修医等用宿泊施設、低層棟２は大学関係者用宿泊施設等を整備し、

学内外の関係者の研究環境を整備する。 

 

２) 用途機能との整合性と変化への対応可能な施設計画 

① 専攻ごと（診療科ごと）の研究室編成を考慮し、まとまりを確保しつつ、医学の将来的な

研究活動に対応して、絶えず最先端の研究環境を提供できる施設を目指して、研究活動の流

動化･多様化・変化に対応可能な柔軟性をもった空間計画、構造計画、設備計画とすること。 

② 建物は教育、研究、実験、疾患モデル、ＲＩ、バイオリソース、講堂など多様な用途の諸

室で構成されるため、各機能に対応できる空間フレームとすること。 

③ 医学系実験動物の品質と安全性に配慮した最適な飼育環境を提供する施設とすること。 
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３) 歴史的キャンパス景観に配慮した外観デザイン 

① 建物は東京大学キャンパス計画要綱に沿った計画とする。Ａ棟は「保存建物２種」に挟ま

れた場所で、Ｂ棟は「歴史的空間２種」に指定される龍岡門からのバス通りに面することか

ら、Ａ棟、Ｂ棟ともに、外観はキャンパス内既存建物の歴史的なキャンパス景観との関係に

十分配慮した計画とすること。また、既存建物の壁面等の一部を保存、活用する等、既存建

物の記憶をとどめるよう配慮すること。 

② 低層部の外壁材は、隣接する歴史的な建物と調和を図ったものとし、低層部の外壁側には、

ベントキャップ、設備配管・配線や実験用ダクトを露出させないようにするなど、細部まで

十分に配慮した計画とすること。 

③ 上層部のデザインは、低層部のイメージとの統一感を十分に意識しつつ壁面を適度に分節

させたデザインとし、大きなボリューム感を極力低減させるように壁面を計画すること。材

料選択の際には低層部壁面との調和、隣接建物や周囲環境との調和をとる計画とすること。 

④ 外壁側に実験室を配置する場合、外部に設備用スペースを設けることは可能とする。ただ

し、外部設備用スペースは、機器のメンテナンスや更新がしやすいものとし、景観に配慮し

つつ、延べ面積に算入されない範囲で、最大限隠蔽すること。 

 

４) サステイナブルキャンパスを実現する施設計画 

本事業はＴＳＣＰ（Ｔｏｄａｉ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｃａｍｐｕｓ Ｐｒｏｊｅｃｔ）

のモデル事業として、以下に示す４つの基本的考え方に基づき、計画当初から運用段階にも配慮

した施設計画を行うものとする。また、標準的な予算の範囲内で、ＬＣＣ（ライフサイクルコス

ト）とＬＣＣＯ２（ライフサイクルＣＯ２）との双方の縮減に関して、最大の効果が得られるこ

とを目指すこと。 

① 本施設は高い省エネ性能を有するものとし、外皮の省エネ性能指標（ＰＡＬ）、及び、設備

の省エネ指標（ＣＥＣ）は、ともに、省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）

において定められた当該の基準より、－２５％以上を目指すこと。 

② 多様な使用形態、多様な入居者という本施設の特性を考慮して、利用者のいる場所で機器

のコントロールができることを原則とし、利用者の環境意識及びコスト意識が誘導されるよ

う計量システムを各室に備えること。さらに運用段階のエネルギー管理にも配慮した適切な

モニタリングシステムを備えること。 

③ 選択する材料、機器については、メンテナンス等維持管理費に配慮し、長期間使用可能か

つメンテナンスのしやすい仕様を選択するとともに、修繕・更新サイクルの長い仕様とする

ことで、施設全体の長寿命化を目指すこと。 

④ ＣＯ２は、建設以降の排出だけでなく、解体・廃棄時に発生するものについても削減を目

指すこと。 

 

５) 領域横断型の学融合の促進と連携に配慮した居住性の高い施設 

① 融合・交流の「機会」が、自然に生まれるよう人と人の出会いの場を積極的に創り出す空
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間構成とすること。 

ア 各階には、利用者が誰でも自由に利用できるインフォーマルな集いの場や談話ができる

場を設けること。さらに、できるだけ上下階の交流を促進させるため吹抜空間を持つ開放

的なしつらえとすること。 

イ 活発な研究教育活動の気配が感じられるような空間とすること。そのためには廊下と研

究室、実験室の間は、室内外の人の気配や研究活動の様子が相互に伝わるよう工夫するこ

と。 

ウ エントランスホールなどには、交流空間として利用できる空間を設けること。Ｂ棟はさ

らに研究情報発信の場として学生、研究者はもとより地域に開かれた場としても利用でき

るスペースとすること。 

エ 分野融合型教育･研究の展開をささえるフレキシビリティの高い空間づくりをおこなう

こと。 

② 利用者の長時間にわたる研究生活に快適性をもたらす施設とすること。 

ア 研究者は診療部分の病院や隣接研究棟を行き来しているため、研究者の移動にストレス

が少ない施設とする。特に研究棟の効率化を踏まえた縦動線に配慮すること。またＡ棟に

ついてはⅠ期Ⅱ期間の移動にストレスを感じさせないよう、接続廊下の計画に配慮するこ

と。 

イ 居室における廊下や隣室からの防音性（遮音性）に配慮すること。 

ウ 居室には、設備にだけに頼らないで快適性が得られるよう、外部に開口部を設け、自然

採光と自然換気を確保すること。 

③ 学内外の強力な連携・ネットワークを可能にする情報基盤を整備すること。 

ア 学内ＬＡＮ（全学用、病院用）及び一般ＬＡＮについて、セキュリティに配慮しつつ施

設利用者がストレス無くＬＡＮ環境を活用できるように情報基盤整備を行うこと。 

 

６) 管理運営しやすい施設計画 

① 誰でも操作がしやすい機器とすること。 

ア 入居者が通常行う機器操作方法については、外国人利用者でも操作可能なものとし、操

作説明書などの充実も併せて考慮すること。 

② あらゆる入居者が安全確保に参加できる設備を備えること。 

ア 夜間や休日など、管理が手薄な時間帯の災害に迅速かつ有効に入居者が対応できるよう

に、従来の常識にとらわれることなく、警報表示装置の発報方式等を工夫すること。 

イ 警報表示装置の発報を入居者が確認した後、適切な行動がとれるように、日本語だけで

なく英語をはじめとする外国語による行動の指示を充実させること。 

ウ 大学の特性として２４時間使用する場合があるが、利用者数は不定であることから、誰

でも、安全性が確保できる分かりやすい防災計画とすること。 

③ 耐候性やメンテナンス性、更新性に優れた素材の選定、建物構成、設備システムとするこ

と。 

 



１５ 

 

７) 安全・安心で快適な施設計画 

① 大学の特性として２４時間使用する場合があるが、このような環境が居住者心理に与える

影響を考慮するとともに、防犯、セキュリティに配慮した計画とすること。特にＢ棟は研究

者と学生だけでなく、患者や病院従事者、学外の来訪者など本郷キャンパスの中でも利用者

の種類・人数共に極めて多いエリアであることから、安全や防犯に十分考慮した計画とする

こと。 

② 本施設には、医学系研究科のほか、あらゆる分野の研究者及び学生が利用し、研究室と実

験室の使用が不定期であるだけでなく、利用者の密度がきわめて低い部分も存在する。加え

て、教員不在時の学生だけの在室、夜間の施設使用や施設内での仮眠、日本語を理解できな

い外国人研究者・学生の居住、所外の共同利用研究者の滞在等が日常的である。安全確保や

施設管理の面で、居住者や来訪者のこのような非定常的な使用状況を考慮した設計とするこ

と。 

③ 火災や自然災害に対し、十分な安全性が確保できる構造と設備を採用すること。 

④ 化学薬品、病理検体、高圧容器、放射性各種など、取り扱いに危険を伴う物品を扱う施設

として、安全に配慮した設計とすること。 

 

８) 本郷キャンパスと周辺環境に考慮した施設計画 

① キャンパス周辺が住宅の密集地であることから、日照への配慮や圧迫感の軽減等、法規制

の枠内にとどまらず建物周囲の環境に最大限配慮すること。 

② 周辺に対して圧迫感を与えないよう配慮した計画とすること。また、龍岡門からの外来診

療棟の玄関への外来患者メイン動線を極力遮ることのないよう配慮すること。特にＢ棟は患者

が行き交う環境にあるため、当該患者が通院する際の快適性等に配慮した計画とすること。 

③ 豊かな緑地帯の形成に努めること。Ａ棟については南北に緑地帯の整備、Ｂ棟では龍岡門

から続く緑地帯の拡張や隣地側接道部分の緑地帯整備など、積極的にまとまった緑地帯の形成

を行うこと。 

 

(２) 配置計画 

【資料１】、【資料２】の建物の配置は、大学が検討を重ねたうえで作成したものである。本施設

の利用者の要望も満足した形となっていることから、原則として、【資料１】、【資料２】に準拠す

ること。 

ただし、関連法令と次に掲げる事項を遵守し、かつ、【資料１】、【資料２】と比較して大学の利

点を明確化できる場合に限り、他の提案も可能とする。 

 

１) Ａ棟 

① 計画建物は、いずれの面においても、周辺と調和を図る。 

② 平面形状は、各部屋に可能な限り自然採光と自然換気が得られる計画とする。 

③ 臨床講堂部分の整備をⅠ期工事とし、内科研究棟部分の整備をⅡ期工事として計画する。 

④ Ａ棟東西方向の建設範囲については居室の採光換気の確保や施工時の工事用地等を踏まえ、
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隣接する第一研究棟・東研究棟より適切な距離を保つように計画する。 

⑤ Ａ棟南側の壁面位置（柱面位置）については、構内の圧迫感低減と将来用地の確保を踏ま

え、前面の構内通路より約８ｍセットバックさせるように計画する。なお、構内通路部分の

範囲は第一研究棟南側の歩道部分と道路との境界を基準とする。 

⑥ Ａ棟北面の壁面位置（柱面位置）については、隣接する第一研究棟・東研究棟の外壁に合

わせるように計画する。 

⑦ Ａ棟Ⅰ期の建設範囲はⅡ期建設に伴い解体される内科研究棟との工事用地を踏まえ、内科

研究棟と適切な距離を確保するよう計画する。なお、内科研究棟の正面車寄せのポーチにつ

いてはⅠ期建設前に解体できるものとする。 

⑧ 日影規制に加え、北側隣地部分に極力日影を生じさせないように配慮する。 

 

２) Ｂ棟 

① 計画建物は、いずれの面においても、周辺と調和を図る。 

② 平面形状は、各部屋に可能な限り自然採光と自然換気が得られる計画とする。 

③ Ｂ棟本棟西側・低層棟２について、龍岡門から続く病院へのメインアクセスルート（バス

通り）に圧迫感を与えないよう、また患者等の来訪者が安全に病院へアクセスできるように十

分配慮した配置計画とする。 

ア Ｂ棟は上層部分をバス通りよりセットバックさせた計画とする。 

イ 低層部の西側の壁面線は少なくとも計画地の南側に存する山上会館龍岡門別館の上階

部壁面線を越えないものとし、また低層部分の高さは外来棟高さ等に合わせるように２０

ｍ程度の低層（４〜５階程度）に抑える計画とする。 

ウ ２０ｍ程度以上の高さ（４～５階程度以上）となる部分は外来棟の西壁面より出さない

よう十分にセットバックさせた計画とする。また、Ｂ棟北西角のコーナーは外来診療棟へ

のアクセス時の見通し確保等に配慮した計画とする。 

④ Ｂ棟本棟南側・低層棟１南側の壁面線について、近隣への配慮及び鉄門周辺の環境整備へ

の配慮を踏まえ道路境界線より周囲環境の充実を図ることが出来るように適切な距離をセッ

トバックすること。高さは建物全体の調和が取れるよう本棟の南側低層部と低層棟１の高さ

は前述の西側高さに揃える計画とする。また本棟の２０ｍ程度以上の高さ（４～５階程度以

上）については周囲への圧迫感を低減させるように低層部よりさらにセットバックさせる。

なお、道路斜線制限については基本的にセットバック緩和等を考慮せず、本事業に影響ない

範囲で可能な限りセットバックさせることが望まれる。 

⑤ 本棟北側の壁面線については外来診療棟エントランス部分への圧迫感低減や自然採光の確

保を踏まえ現南研究棟の北壁面線を越えない計画とする。 

⑥ 本棟東側の壁面線については設備管理棟との関係を踏まえ適切に距離を保つ計画とする。 

⑦ 低層棟１の東・西・北面、低層棟２の東・南・北については、各種関連法規や周囲景観、

工事用地等を踏まえ適切に各道路境界線や隣接建物から適切に距離を保つ計画とする。 

 

(３) 建物基本計画 
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１) 基本要件 

  本事業で整備する次の諸室は、本施設の引渡後、利用者が【別表】に規定した要求部屋面積と

要求部屋数の範囲内で、任意に間取りをして使用することが可能となるよう設計、建設を行うこ

と。 

なお、本事業の開始後に選定事業者が実施した実施設計の結果、大学の要求等に基づき、【別

表】に示す要求部屋面積と要求部屋数に変更が生じた場合、当該変更に対応した間取りで建設を

行うこと。 

その場合、間仕切りが減少した場合は大学が選定事業者に支払う施設整備に係る対価を減額

清算とし、間仕切りの追加や特殊設備機器の追加等が出た場合は増額清算する。 

 

棟区分 対象室 

Ａ棟 研究室、実験室、ゼミ会議室、談話室、低温室、共通機器室 

Ｂ棟 研究室、実験室、レンタルラボ、会議室 

 

間仕切りの変更例として、【資料１７－１】と【資料１７－２】に示す参考平面図に対し、各

部屋間の間仕切りを無くし中〜大部屋化することが想定されている。例として６０㎡研究室２

つを１２０㎡の１部屋に変更する、小割りの研究室の間仕切りを無くし１００㎡程度の１部屋

にする、等が想定されているが、原則として研究室仕様（一般居室仕様）の部屋を実験室仕様

（ウェットラボ仕様）にすることは想定しない（実験室を一般研究室として利用することは可

能とする）。 

 

２) 本施設に関する基本プラン（ゾーニング・フロア構成・諸室構成）の要件 

本施設の参考平面図を【資料１７－１】と【資料１７－２】に示す。 

【資料１７－１】と【資料１７－２】は、大学が検討を重ねたうえで作成したものであり、

本施設の利用者の要望も満足した形となっていることから、本施設のゾーニング・フロア構成・

諸室構成は、以下の事項を遵守すること。 

① Ａ棟 

ゾーニング・フロア構成・諸室構成は、原則として、【資料１７－１】のとおりとすること。 

ただし、関連法令と次に掲げる事項を遵守し、かつ、【資料１７－１】と比較して大学の利

点を明確化できる場合に限り、他の基本プランとすることも可とする。 

ア 各階に配置する室は、【資料１７－１】と同じとすること。 

イ 各諸室の室数、及び面積は、【別表】と同じとすること。（ただし、各室の面積につい

ては若干の増減は可能とする。） 

ウ 建物高さは、日影規制・高度斜線規制に加え、Ａ棟北側の近隣エリアに極力日影を落と

さないように十分配慮すること。 

エ 階高は、各諸室の天井高さ（基準天井高さは２.７ｍ以上確保すること）を確保するこ

とを前提に、設備更新等のフレキシビリティを十分確保できる範囲で設定すること。 
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オ 各諸室や廊下や階段、ＥＶホール等も極力外気に接し自然採光・換気を行えるように適

所に中庭やメカニカルシャフト、吹抜を計画とすること。 

カ 一般居室系諸室（研究室・ゼミ会議室等）と実験系諸室のゾーンをまとめ、効率的な部

屋配置とすること。また一般居室系は室環境の充実や景観上のポイントである南北のファ

サード構築を踏まえ極力南北の環境の良いエリアに配置すること。 

キ 室環境や運営面、防災面や更新性等を踏まえ、奥行きの深い実験室等は極力避ける計画

とすること。 

ク 各階にコミュニティ形成の場となる諸室（ラウンジや談話室）等を主要動線や吹抜、中

庭等と絡め適所に設けること。 

ケ 縦動線はＥＶの稼働効率を踏まえ極力集約化すること。またⅠ期Ⅱ期間の移動に支障が

ないように連結すること。低層部において第一研究棟と東研究棟へアクセスできる開放型

廊下を設けること。将来を踏まえ、上階においても将来第一研究棟・東研究棟側へアクセ

スできるよう計画すること。 

コ メカニカルシャフト等を活用し、日除け等の環境負荷低減に努めること。 

サ 地下１階と１階の疾患モデルセンターは、専用のエレベータにて、互いにアクセスでき

るようにすること。 

シ 可変性や更新性に優れたフレキシビリティの高い構造計画、設備計画とすること。 

ス 内科研究棟・南研究棟内にある各専攻科の動物飼育施設とＲＩ施設については解体され

る前にＡ棟Ⅰ期に取り込む必要があるため、参考プランＡ棟Ⅰ期の地下 1階に示す疾患モ

デルセンターの各諸室、及びＲＩ実験室をＡ棟Ⅰ期に配置すること。 

 

② Ｂ棟 

ゾーニング・フロア構成・諸室構成は、関連法令と次に掲げる事項を遵守して提案するこ

と。なお、【資料１７－２】は、大学が想定するゾーニング・フロア構成・必要諸室構成の一

例を示したものであり、準拠することを前提とするものではない。 

ア 本棟用の給水、消火インフラ及び設備予備室は、本棟の地下階に配置すること。 

イ 講堂と多目的スペース（展示兼会議室）は、本棟の１階に配置すること。 

ウ ＰＢＬと多目的スペース（学習ラウンジ、自習スペース）は、本棟の２階に配置するこ

と。 

エ 本棟のフロア構成は、医学系研究科が主に使用する諸室は低層階に配置すること。 

オ 宿泊施設については、研修医等用宿泊施設を低層棟１として、大学関係者用宿泊施設を

低層棟２として整備すること。低層棟１は本棟と独立した別棟として、低層棟２は低層階

のみ本棟と接続できるようにすること。 

カ 各諸室の室数、及び面積は、【別表】と同じとすること。（各室の面積については若干

の増減は可能とする）ただし、福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）とサービス施設の面

積は事業者提案による。 

キ 建物高さは、建物平均地盤面から６０ｍを超えないこと。また、バス通りや外来診療棟

からの圧迫感低減、近隣への配慮を踏まえつつ極力低く抑える計画とすること。 
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ク 階高は、各必要諸室の天井高さ（基準天井高さは２.７ｍ以上確保すること）を確保す

ることを前提に、設備更新等のフレキシビリティを十分確保できる範囲で設定すること。 

ケ 各諸室や廊下や階段、ＥＶホール等も極力外気に接し自然採光・換気を行えるように適

所に中庭やメカニカルシャフト、吹抜を計画とすること。 

コ エントランス空間等の低層部分についてはアカデミックな雰囲気がもたらされるよう

にファサードを含め配慮すること。また２階以降は研究教育拠点としての落ち着いた雰囲

気のある計画とすること。屋上庭園や中庭について、高密度で地上部に広場的なスペース

が少ない病院地区にとって貴重な屋外空間となるため、施設利用者にとってコミュニティ

形成をもたらす憩いの場となるよう計画すること。 

サ エントランスホールに絡めて吹抜のある空間を計画すること。吹抜空間に絡めて学生用

ラウンジや講堂用ホワイエ、軽食系福利厚生等を下階の適所に設けること。 

シ 各階にコミュニティ形成の場となる諸室（ラウンジや談話室）等を主要動線や吹抜、中

庭等と絡め適所に設けること。 

ス Ｂ棟低層棟１の整備に伴い解体される給水棟関係の給水設備を地下階に設けること。 

セ 現在の設備管理棟地上部の移設（電気関係諸室、発電気関係、医療ガス関係等）を行う

ためのスペースとして、地下部分に将来用設備展開スペースを計画すること。また、将来

の設備展開を踏まえ、共同溝を新設し既設共同溝と接続すること。 

ソ メカニカルシャフト等を活用し、日除け等の環境負荷低減に努めること。 

タ Ｂ棟のエリアを①医学系研究科の研究者が主に利用するエリア（研究室、実験室等）、

②学生が主に利用するエリア（講堂、ＰＢＬ等）、③大学の研究者や民間企業等が主に利

用するエリア（レンタルラボＢ、レンタルラボＣ等）、④その他不特定多数の者が利用す

るエリア（エントランス、福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）部分等）の４つに区分し、

１階部分や縦動線のセキュリティコントロールにて各エリアの利用者の動線を適切に分

離可能な計画とすること。なお、複合的施設であることを踏まえ各フロア単位でのセキュ

リティを確保できるように、各階へのアクセスルートとなるＥＶホールや階段は各階でＩ

Ｃカード錠等によるセキュリティを設けることを前提とする。管理扉の設置によるセキュ

リティ分離等の方法については民間事業者の提案による。 

チ 本棟のパンデミック時対応について、主に医学系研究科エリアを利用し病院との行き来

の多くなる医療関係者と、レンタルラボＢ・Ｃ利用者・学生の動線が混在しないよう動線

計画に配慮すること。また、ＥＶや階段での施設入退者の混在が起きにくい動線計画とな

るよう配慮すること。建物出入口については入口と出口を明確に分離し、１階出入口への

通路についても可能な限り分離すること。なお、パンデミック時については風除室等の本

棟出入り口部分でセキュリティを設け一般利用者の施設出入りはさせない計画とし、また、

感染の強さ等によっては利用者を医学系研究科研究者のみに限定するなど、病院や大学側

と協議のうえ柔軟に対応できるようにすること。 

ツ 可変性や更新性に優れたフレキシビリティの高い構造計画、設備計画とすること。 

 

３) 諸室別建築・設備の要件 
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各エリアの用途や補足事項等を以下に示す。また、主要な各エリアの面積・室数等の一般事

項及び内装や設備等の事項については、【別表】に一覧表形式で示す。 

 

① 各棟共通 

ア 廊下 

ａ 廊下と居室との間の扉を防火戸としないように防火区画を計画する。欄間、扉、袖等

にガラス等を使い、内外の視覚的関係を保つ。 

ｂ 極力外気と接するように廊下と中庭、吹抜等を計画する。当該部分には開口部を設け、

通風、採光を確保する。 

ｃ 居室内の声が、廊下に漏れないよう遮音に配慮する。 

ｄ 消火器は、壁面隠蔽型の専用箱に収納する。 

ｅ 研究成果の展示等ができるようにピクチャーレールや壁面ホワイトボードをラウン

ジ等適切な場所に配置する。 

ｆ 設備更新時等に容易に対応できる天井材・天井計画とする。 

ｇ 消火器収納用の壁埋め込み型ボックスを適宜設ける。 

 

イ 便所（男子、女子、車椅子対応） 

ａ 多目的便所（車椅子利用者用便所）を適宜設ける。 

ｂ 便所は臭いが滞留せず、また掃除しやすい工夫を行う等、利用者の快適性の向上に配

慮する。 

ｃ 女子便所は、覗き見等の犯罪行為が発生しにくく、対処しやすい構造とする。 

ⅰ ドア部以外は、ブースの下端、上端ともそれぞれ、床または天井仕上げ材との間に

隙間を作らない。 

ⅱ 非常警報設備を設ける。 

ⅲ 極端に奥に配置しない。 

ⅳ 手洗い洗面とは別にパウダー用カウンター・鏡等を設ける。 

 

ウ 避難階段 

ａ 避難階段は、可能な限り自然採光が得られる部分に配置するとともに、出入口を常時

開放型とすることで、自然採光・換気を廊下に取り入れる。 

ｂ 避難階段は、使用上・防災上適切な場所に配置し、かつ視認性を高める。 

 

エ 電気室等 

ａ 日常点検のため、建物出入口とは別に直接電気室又は発電機室に至る経路を設ける。 

ｂ 機器の更新時のため、機器の搬入経路を設ける。 

ｃ ＥＰＳは廊下から点検できる箇所に設けるものとし、施錠を行う。 

ｄ エネルギー削減のため、ＯＡサーバー室の統合化について考慮する。 
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オ ゴミ置き場 

ａ 各階に２箇所以上、扉付きのゴミ集積スペース（各階ゴミ集積スペース）を設置する。

各階ゴミ集積スペースは一般廃棄物と感染系廃棄物で区分けし、内部仕切りを設ける。

感染系廃棄物のスペースにはスチール棚を設ける。 

ｂ Ａ棟、Ｂ棟それぞれに、各階ゴミ集積スペースに集積したゴミを回収し、集積するゴ

ミ集積所（各棟ゴミ集積場）を設ける。 

 

カ 安全対策 

ａ 実験室には、避難に配慮し、廊下や外部バルコニーに面した２箇所以上の出入口を設

ける。外部にバルコニーを設置し、避難に供する場合は、避難に適切な有効幅を確保す

る。室の間口が狭く、２箇所以上の出入口が設置困難な場合は、２箇所のうち１箇所の

出入口のみを隣室に設けることは可能とする。 

ｂ 実験室の出入口の建具は、有効開口幅１.２ｍ以上の開き戸とする。 

ｃ 少量危険物設置箇所となる場合は、特定防火設備認定のものとする。 

ｄ すべての居室には、家具の転倒防止を目的として、開口部以外すべての壁面に、適切

な高さに１箇所、家具の転倒防止用金具を取り付けるための長押を長手２辺に巡らすも

のとする。 

ｅ 緊急シャワーはアルコーブ状の部分に配し、実験室数に応じて適所に配置する。 

ｆ セキュリティ強化に伴うＥＶホールや階段室等で閉じ込めトラブル等がないように

セキュリティを計画する。 

 

キ 中庭及び吹抜部、屋上 

ａ 中庭は、自然採光及び換気を取り入れる場として、本施設の居住性を高めるために必

要不可欠な空間である。ただし、中庭は、単なる通過動線や、光庭程度の機能だけの空

間ではなく、人と人との出会いを創り出す機能を併せ持つことから、人が集う場所とし

てふさわしい快適な空間とする。 

ｂ 下層部まで自然採光を導き入れるよう十分に配慮する。 

ｃ 中庭側に実験室を配置する場合は、中庭吹抜部に外部設備用スペースを設けることは

可能とする。ただし、設備用スペースは、機器のメンテナンスや更新に支障のない範囲

で隠蔽するが、そのデザインには十分配慮する。 

ｄ 屋上部分や中庭等、植物が育成可能な範囲を最大限緑化し、そのための自動潅水設備

を備える。また屋上等には植栽とともにデッキスペースやベンチ等を設ける。 

 

ク 駐車場と駐輪場 

ａ Ａ棟Ⅰ期及びＢ棟のエントランス付近に関連法令を遵守しつつ、身体障害者用の駐車

場を各２台設置すること。 

ｂ Ａ棟周囲に１８０台分の平置き型駐輪設備を設置すること。 

ｃ Ｂ棟の低層棟１付近に、低層棟１を利用する研修医等専用の駐輪場として、７５台分
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の平置き型駐輪設備を設置すること。駐輪設備は、低層棟１を利用する研修医等以外

のものが利用できないようにすること。また、７５台の１割以上は自動二輪車が置け

る寸法を確保すること。 

d Ｂ棟周囲に７０台分の平置き型駐輪設備を設置すること。 

 

ケ その他 

ａ 各諸室や建物出入り口等の施錠については、ＩＣカード錠（ＦｅｌｉＣａ等、大学側

が指定したシステムを用いること）によるセキュリティを前提とし、扉の横に、各種機

能がシステム化されたパネルを設けること。廊下側には室名札、ＩＣカード錠、掲示板

等、室内側には電源盤、計量システム、スイッチパネル等の機能を持たせる。また同上

の仕組みについては将来の室内空調や照明制御システムの変更に容易に対応できる計

画とすること。 

ｂ 各諸室の窓（廊下側にガラススクリーン等も含む）にはブラインド、又はロールスク

リーン等が設置可能なブラインドＢＯＸを設置すること。（Ｂ棟低層棟の宿泊施設につ

いてはカーテンの設置が可能なカーテンＢＯＸ、カーテンレールを設置する） 

ｃ 各室間及び廊下との界壁は遮音性と防火性に配慮した仕様とすること。廊下側の扉は、

原則開き戸とし、ガラス入り扉や廊下側ガラス窓を採用するなど室内と廊下の視認性を

十分確保する。 

 

② Ａ棟Ⅰ期、Ａ棟Ⅱ期 

ア エントランス 

ａ 出入口はバリアフリーを考慮した仕様とし、スロープ、自動ドアを設けること。 

ｂ 機能的かつ洗練された外観と内観を備えること。 

ｃ  風除室を設けること。風除室にはセキュリティを設けること。 

ｄ  傘立てや泥落とし床マット等、建物内に雨水・泥等が入ることを防ぐための設備を、

機能性とデザイン面に配慮し設置すること。 

ｅ  エントランスを重要な学融合の実践の場として活用する。通常は、各部門等に関連す

る催し物のポスターや標本等の掲示・展示をする。学会のポスターセッションなどにも

利用可能とする。１階ラウンジと一帯となった展示スペースとして機能するような仕様

とする。 

ⅰ ラウンジスペースとのスペース配分を踏まえ適宜展示用スペースを確保すること。 

ⅱ 多様な展示形式に対応できるように配置が換えられる掲示パネル（可動間仕切り、

展示壁面）を設置し、効果的な照明を与えること。 

ⅲ 掲示・展示スペースが外部から見えるようにすること。 

 

イ 管理事務室 

a 自動火災報知設備、非常用放送設備等防災関係の各盤や操作盤等防災センター設置に

必要な機器の管理、操作が容易にでき、かつ監視者が業務に支障をきたさないスペース
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を確保すること。 

ｂ 疾患モデルセンターの資材受入れ等の共用研究実験諸室の事務スペースとして運営

できるようにスペースを確保すること。 

 

ウ １階メディカルラウンジ 

ａ 休憩や、コミュニケーションの場としてだけではなく、インフォーマルな学習・研究

スペースとして利用できるよう設計し、エントランスとも一体的な空間となるように計

画する。 

ｂ 居住者の打合せ場所として利用する。 

ｃ 各階に吹抜を介して繋がっていること。 

 

エ ラウンジ 

ａ 休憩や、コミュニケーションの場としてだけではなく、インフォーマルな学習・研究

スペースとしても利用できるよう設計する。 

ｂ 独立した部屋という雰囲気ではなく、ホール的な立ち寄りしやすい雰囲気とし、ＥＶ

ホールに隣接するなど配置に配慮すること。 

ｃ ラウンジは各フロアを繋ぐコミュニティスペースとして計画し、吹抜等を介して上下

階との連続間が得られるよう配置に配慮すること。 

ｄ ローカウンター式のメールＢＯＸを設置すること。 

 

オ 談話室 

ａ 談話室は各フロアのコミュニティスペースとして、談話や懇談の場として、或いは会

議やゼミの場として多様な使われ方を想定している。開放的でコミュニティの核となる

部屋となるように計画すること。 

ｂ 廊下に自然採光をもたらす重要なスペースとなるように廊下との境壁はガラス壁＋

ガラス扉として計画すること。ただし、暗転できること。 

 

カ ロッカー室 

ａ 研究者の着替え用として計画する。原則は男女用を設けるが、フロアごとに男女比率

が異なるため場合によっては女性用のみとなる場合にも対応できるように配慮した計

画とすること。 

ｂ 各室に洗面設備を設けること。 

 

キ ゼミ会議室 

ａ 本所内で実施するゼミや小規模の講演、講義、研究運営のための委員会、ミーティン

グを行うためのスペースである。 

ｂ ゼミ会議室と廊下の間には、ガラス窓等を適度に設ける。ただし、暗転できること。 

 



２４ 

 

ク 研究室 

ａ 研究室は、施設引渡後、利用者が任意に間取りをして使用することを想定しているた

め、以下の点に配慮すること。 

ⅰ 電気、情報、空調換気、照明を間取りの変更後も供給できるようにし、かつ防災、

セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備する。 

ⅱ 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

 

ケ 実験室 

ａ 実験室は、施設引渡後、利用者が任意に間取りを変更して使用することを想定してい

るため、以下の点に配慮すること。 

ⅰ 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給できる

ようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備する。 

ⅱ 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

ｂ 各実験室の排気装置の制御方法は排気量と同じ量の外気を自動的に給気するシステ

ムにより各室内の静圧を常に一定に保つこと。また、実験用排気装置の排気相当分の外

気導入については指定がある部屋は温湿度の調整を行うこと。詳細は別表による。 

ｃ 精密な計測や実験を行うため、他の実験装置や空調機等の振動に影響されない床の性

能を保つこと。 

ｄ 水漏れ、騒音、振動、臭気、粉塵、その他安全・衛生面に十分配慮すること。 

ｅ 各実験室に１台のドラフトチャンバー設置を見込んだ計画とすること。 

 

コ 疾患モデルセンター 

ａ マウスの実験、飼育を実施する施設を「実験動物施設の建築及び設備」（日本建築学

会編）を基準とするほか、「動物の保護及び管理に関する法律」等関連法規、基準等に

適合するよう整備する。 

ｂ 前室、後室を設け、感染等に対してより安全な設計とする。また、臭気が他エリアに

広がらないように扉や気密、空調換気設定、動線などに十分配慮した計画とすること。 

ｃ 後室のドアは同時に開閉できない構造（インターロック機能）とする。 

ｄ 床・壁・天井の仕上げについては、容易に清掃及び薬液洗浄することが出来る仕様で

あること。 

ｅ 内装の仕上げ材は殺菌灯での材質変化、薬品による消毒に耐える材料を用いること。 

ｆ 動物飼育・実験エリアは、各室の気密状態が維持される構造であること。 

ｇ  動物飼育・実験エリアには、適切にセキュリティを設け、承認されたもの以外は、エ

リア内への進入を制限できる構造とすること。 

ｈ 室圧は、クリーン廊下を最も陽圧とし、クリーン廊下、飼育室、後室、ダーティ廊下

の順となるようにすること。 

ｉ ドアの開放時にも陽圧側に気流が逆流しない対策を講じること。 

ｊ 飼育室の照明は、昼夜切り替えを任意の時間に行えるようにすること。 
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ｋ 動物飼育・実験エリアの廊下、ストックスペースはタイマー設定が可能な殺菌灯を設

置すること。 

ｌ 維持管理の効率化を図れるよう、部屋のバリエーションを可能な限り統一すること。 

ｍ 地下１階に配置する飼育室は、前後２列にケージを配列できる奥行き（９０㎝程度）

のタイプの動物用気流ラックを設置すること。 

ｎ Ａ棟Ⅰ期において、約１，６００ケージを収納すること。 

ｏ Ａ棟Ⅰ期、Ⅱ期の収納ケージ総数は、地下１階部分で約１３，３００ケージ、地上１

階部分で約８００ケージ、合わせて約１４，０００ケージを収納可能とすること。 

ｐ 廊下側の扉は利用者の使い勝手に十分配慮した開き勝手や施錠方式とすること。また、

適所にエアシャワーを設けること。 

ｑ Ａ棟Ⅰ期に整備する実験室には、マウス用放射線照射装置（日立メディコ製のｍｄｒ

－１５０５ｒ２と同等品を想定）を１台配置できるように配慮すること。 

 

サ ＲＩ実験室 

ａ 管理倉庫、汚染検査室、暗室、貯蔵室及び廃棄物保管室を設置すること。 

ｂ 放射線障害防止法等の関連法令に従うこと。 

ｃ ＲＩ実験室の外側における放射線の線量が、法律に定める線量以下になるように遮蔽

壁を設けること。 

ｄ ＲＩ実験室内の常時人が立ち入る場所における放射線の線量が、法律に定める線量以

下になるように遮蔽壁を設けること。 

ｅ 汚染検査室に洗浄設備と更衣設備を設けること。 

ｆ 大雨や洪水等でも浸水しない構造とすること。 

ｇ 貯蔵室と廃棄物保管室は耐火構造とし、その他の部屋の主要構造部は耐火構造とする

か不燃材料で作ること。 

ｈ 壁と床には耐水、耐化学薬品、不燃性の仕上げ材料を用い、汚染にしくく除去しやす

い作りにし、目地等の隙間及び突起物やくぼみがなく、機械的強度が強く、液体や気体

が浸透しにくく腐敗しにくい構造とすること。 

ｉ 貯蔵室と廃棄物保管室の扉は特定防火設備の条件を満たし、施錠できるものとするこ

と。 

ｊ  貯蔵室と廃棄物保管室の給排気ダクトの室内から室外への境界部分に、ダンパーを設

置すること。 

ｋ ＲＩを用いたマウスの実験、飼育を実施する動物飼育室を整備すること。動物飼育室

は臭気が他エリアに広がらないように扉や気密、空調換気設定、動線などに十分配慮し

た計画とすること。 

ｌ 廊下側の扉は利用者の使い勝手に十分配慮した開き勝手や施錠方式とすること。 

ｍ ＰＥＴ室には２台の装置設置を想定し、各装置間と観察調整エリアとをＲＣ壁等で区

切り、研究者の線量に配慮した計画とすること。なお、ＰＥＴの調達、設置は大学が実

施する。 



２６ 

 

 

シ バイオリソースセンター 

ａ バイオリソースセンターは、①共用利用となる大型液体窒素保存容器の設置、②共用

保存されたサンプル管理とデータベース化、③各研究科所有となるディープフリーザー

等の設置、④各研究科で利用する液体窒素の安全供給等を主な目的としている。また、

当面はディープフリーザーの設置場所となる冷凍保管室についても、将来的には大型液

体窒素保存容器を増設し、種々のバイオリソースを中央で一元的にかつ統合的に管理・

運用できるようなバイオバンクとしての展開もある。従って、将来を見越し、バイオバ

ンクとしての機能拡張性を踏まえ、次の事項に配慮すること。 

ⅰ 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給できる

ようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備する。 

ⅱ 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

ｂ 大型液体窒素保存容器へ液体窒素を自動供給できるよう、東研究棟南側の既設タンク

エリア脇に液体窒素タンクを設置し、保存容器までの配管をすること。配管は将来延長

等が可能なように配慮すること。 

ｃ 建物ピロティ部のサービスヤードに、各研究科で利用する液体窒素を供給する設備と

スペースを確保すること。所定の量を自動供給できる設備とするとともに、供給に際し、

供給量の検針が可能な設備を設けること。 

ｄ 大型液体窒素保存容器の管理や液体窒素供給の管理等に従事する管理者用の事務ス

ペース、及び備品庫を設けること。 

ｅ 各種設備に必要な電源，空調，床強度を確保すること。 

ｆ  バイオリソースセンターは各諸室に十分なセキュリティを確保すること。将来的にＩ

Ｄカード等の利用によるバイオリソースセンターエリアの管理区画が可能な計画とす

ること。 

 

ス 大型・精密機器センター 

ａ 多くの教室の利用が見込まれる、最新の大型・精密機器を配置し、適切な管理のもと、

効率的な共同利用を行うことを目的としたセンターとして計画すること。また、各機器

室は施設引渡後、利用者が設置する機材の特性に応じて任意に間取りをして使用するこ

とを想定しているため、以下の点に配慮すること。また、疾患モデルセンターの将来に

おける運営拡大時には１階の疾患モデルセンターの付帯実験室として活用される可能

性も踏まえ配置等の計画を行うこと。 

ⅰ 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給できる

ようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備する。 

ⅱ 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

ｂ 電子顕微鏡の設置される部屋については暗室仕様のブラインド等を想定し計画する

こと。 

ｃ 参考として下記に示す機器に必要な電源，空調，床強度を確保すること。 
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ｄ 現在、大学では以下の機器の設置を想定している。大学が想定する内容にしたがって、

計画すること。 

ⅰ Ｉｎ ｃｅｌｌ ａｎａｌｙｚｅｒ（２㎡） 

ⅱ フローサイトメトリー（３㎡） 

ⅲ 共焦点顕微鏡（２㎡） 

ⅳ 超遠心機（５㎡） 

ⅴ クライオスタット（３㎡） 

ⅵ Ｉｎ ｖｉｖｏ イメージングシステム（６㎡） 

ⅶ ＬＣＭＳ－ＩＴ－ＴＯＦ シングルセル発現解析装置（３㎡） 

ⅷ 小動物用ＣＴ、ＭＲＩ 

ⅸ 上記機器の附帯実験機器、新型器機デモスペース 

 

セ 低温室、共通機器室 

ａ 低温室は各研究科が所持している４℃冷蔵庫等を各フロア内で集約して入れ込む部

屋としての利用、及びプレハブ冷蔵庫（０～１０℃対応）の設置を想定している。共通

機器室は各研究科が所持している機器等を各フロア内で集約して入れ込む部屋として

の利用を想定している。 

ｂ 低温室・共通機器室は、施設引渡後、利用者が任意に間取りを変更して使用すること

を想定しているため、以下の点に配慮すること。 

ⅰ 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給できる

ようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備する。 

ⅱ 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

ｃ 精密な計測や実験を行うため、他の実験装置や空調機等の振動に影響されない床の性

能を保つこと。 

ｄ 水漏れ、騒音、振動、臭気、粉塵、その他安全・衛生面に十分配慮すること。 

ｅ 通年冷房での利用を見込んだ計画とすること。 

 

③ Ｂ棟 

ア 本棟（地下階） 

ａ 附属病院関連等の給水、消火インフラ（既設給水棟の機能取込み） 

ⅰ 低層棟Ⅰ建設予定地にある既設給水棟にある同機能の受水槽を２６０トン×３基、

雑用水槽を５００トン（２槽以上に分割）、消火水槽、各種ポンプ（揚水ポンプ、消

火栓用ポンプ、スプリンクラーポンプ）を整備すること。 

ⅱ 上水槽はタンク式、雑用水（井水）、消火水槽は地下ピットを利用して計画するこ

と。 

 

ｂ 地下実験室、レンタル倉庫、設備予備室部分の将来対応 

ⅰ 将来の既存設備管理棟（エネルギーセンター）の解体（地上部）に備えて、地下実
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験室、レンタル倉庫、設備予備室部分については、以下に示す設備関係を収納する予

備室を、地下１階及び地下２階に整備すること。 

一 医療ガス設備（笑気ボンベ、窒素ボンベ、吸引ポンプ、圧縮空気コンプ） 

二 中央監視室（中央監視盤、防災盤、ＥＶ監視盤、電力監視盤、自動搬送盤） 

配電盤室(７，５００ｋｗ),自家発電室(１，５００ｋｖＡ×２基) 

三 監視室、宿直室、給湯室、倉庫、ロッカールーム等 

 

ｃ 地下実験室 

ⅰ 地下実験室は、施設引渡後、利用者が任意に間取りを変更して使用することを想定

しているため、以下の点に配慮すること。 

一 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給でき

るようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備す

る。 

二 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

ⅱ 各実験室の排気装置の制御方法は排気量と同じ量の外気を自動的に給気するシス

テムにより各室内の静圧を常に一定に保つこと。また、実験用排気装置の排気相当分

の外気導入については指定がある部屋は温湿度の調整を行うこと。詳細は別表による。 

ⅲ 精密な計測や実験を行うため、他の実験装置や空調機等の振動に影響されない床の

性能を保つこと。 

ⅳ 水漏れ、騒音、振動、臭気、粉塵、その他安全・衛生面に十分配慮すること。 

 

ｄ レンタル倉庫 

ⅰ トランクルームは、施設引渡後、利用者が任意に間取りを変更して使用することを

想定しているため、以下の点に配慮すること。 

一 電気、情報、空調換気、照明を間取りの変更後も供給できるようにし、かつ防災、

セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備する。 

二 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

 

ｅ 設備予備室 

ⅰ 地下実験室は、施設引渡後、利用者が任意に間取りを変更して使用することを想定

しているため、以下の点に配慮すること。 

一 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給でき

るようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備す

る。 

二 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

ⅱ 各実験室の排気装置の制御方法は排気量と同じ量の外気を自動的に給気するシス

テムにより各室内の静圧を常に一定に保つこと。また、実験用排気装置の排気相当分

の外気導入については指定がある部屋は温湿度の調整を行うこと。詳細は別表による。 
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ⅲ 精密な計測や実験を行うため、他の実験装置や空調機等の振動に影響されない床の

性能を保つこと。 

ⅳ 水漏れ、騒音、振動、臭気、粉塵、その他安全・衛生面に十分配慮すること。 

 

イ 本棟（地上階） 

ａ エントランスホール 

ⅰ 出入口はバリアフリーを考慮した仕様とし、スロープ、自動ドアを設けること。 

ⅱ 機能的かつ洗練された外観と内観を備えること。 

ⅲ 風除室を設けること。 

ⅳ 傘立てや泥落とし床マット等、建物内に雨水・泥等が入ることを防ぐための設備を、

機能性とデザイン面に配慮し設置すること。 

ⅴ エントランスホールを重要な学融合の実践の場として活用する。通常は、各部門等

に関連する催し物のポスターや標本等の掲示・展示をする。学会のポスターセッショ

ンなどにも利用可能とする。１階ラウンジと一帯となった展示スペースとして機能す

るような仕様とする。 

ⅵ ラウンジスペースとのスペース配分を踏まえ適宜展示用スペースを確保すること。 

ⅶ 多様な展示形式に対応できるように配置が換えられる掲示パネル（可動間仕切り、

展示壁面）を設置し、効果的な照明を与えること。 

ⅷ 掲示・展示スペースが外部から見えるようにすること。 

 

ｂ 管理事務室設備防災監視室 

ⅰ 自動火災報知設備、非常用放送設備等防災関係の各盤や操作盤等防災センター設置

に必要な機器の管理、操作が容易にでき、かつ監視者が業務に支障をきたさないスペ

ースを確保すること。 

 

ｃ 受付案内等 

ⅰ 利用者が分かりやすいよう、エントランスホールに面して設置すること。 

 

ｄ サービス施設 

ⅰ 附帯事業として、ビジネスサポートや研究サポートを実施する施設を整備すること。 

ⅱ 設置位置、面積、施設内容等は、事業者にて提案すること。 

 

ｅ 全学共同利用（福利厚生（物販系・軽食系）） 

ⅰ テナントスペースとして、附帯事業に規定する福利厚生（物販系・軽食系）施設が

入居することを想定する。エントランスやラウンジ等の共用空間との位置に配慮して

計画すること。 

  

ｆ 多目的スペース・展示兼会議室 
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ⅰ 多目的スペース・展示兼会議室を重要な学融合の実践の場として活用する。通常は、

各部門等に関連する催し物のポスターや標本等の掲示・展示をする。学会のポスター

セッションなどにも利用可能とする。また学会開催時等は会議室としても利用出来る

ように計画すること。 

ⅱ 展示用兼会議室として対応できるように適切なスペースを確保すること。 

ⅲ 多様な展示形式に対応できるように配置が換えられる掲示パネル（可動間仕切り、

展示壁面）を設置し、効果的な照明を与えること。 

ⅳ 掲示・展示スペースが外部から見えるようにすること。 

ⅴ 移動間仕切りにて会議室に可変できるように計画すること。仕様等は提案による。 

ⅵ 会議室使用時にも対応できる照明計画とすること。 

 

ｇ 多目的スペース（学生ラウンジ、自習スペース等） 

ⅰ 休憩や、コミュニケーションの場としてだけではなく、インフォーマルな学習・研

究スペースとしても利用できるよう設計する。 

ⅱ 独立した部屋という雰囲気ではなく、ホール的な立ち寄りしやすい雰囲気とする。 

 

ｈ 学生スペース（学生ラウンジ、自習スペース等） 

ⅰ 休憩や、コミュニケーションの場としてだけではなく、インフォーマルな学習・研

究スペースとしても利用できるよう計画すること。全学用スペースであることから、

１階エントランスに隣接させるなど、利用者がアクセスしやすい位置に配置すること。 

ⅱ 独立した部屋という雰囲気ではなく、ホール的な立ち寄りしやすい雰囲気とするこ

と。 

 

ｉ ミーティングラウンジ 

ⅰ 休憩や、コミュニケーションの場としてだけではなく、インフォーマルな学習・研

究スペースとしても利用できるよう設計する。 

ⅱ 独立した部屋という雰囲気ではなく、ホール的な立ち寄りしやすい雰囲気とする。 

 

ｊ 講堂 

ⅰ エントランスホールからホワイエを介して直接アクセスできるようにすること。 

ⅱ ホワイエ、講堂倉庫を隣接して設け、利用しやすくすること。 

ⅲ 講堂の固定椅子と固定机を設置する床部分は、階段床部分と平土間部分で構成し、

通路部分は階段とスロープの両方で構成すること。 

ⅳ 固定机と固定椅子とで構成した座席を２５０席から２７０席設置すること。１席あ

たりの寸法は幅５５０㎜以上、前後間隔１，０５０㎜以上とする。また、通路スペー

スにも臨時席として可動椅子を３０席以上配置できるよう工夫すること。固定机には

コンセント、ＬＡＮ、手元灯を設けること。 

ⅴ 車椅子用の聴講スペースを設けること。 
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ⅵ 舞台は、シンポジウム、パネルディスカッション等に対応できる広さと耐荷重を確

保すること。 

ⅶ 自然採光、自然換気ができること。ただし、暗転（電動）できること。 

ⅷ 専用のＡＶ（映像、音響、照明）設備、舞台昇降（昇降バトン）設備、舞台幕（電

動カーテン）設備を設置すること。 

ⅸ 可動椅子の収納、ＡＶ機器装置、舞台袖を兼ねた機器室を設けること。 

ⅹ 音響特性は講義に最も適した講堂となるように壁、天井の計画をすること。 

ⅹⅰ 電動式上下スライド、収納が可能なホワイトボードを適宜設けること。ホワイト

ボードはプロジェクター投影も可能な素材とすること。 

 

ｋ ホワイエ 

ⅰ 講堂に隣接し、講堂の利用者が休憩時間等に歓談できるスペースを確保すること。 

ⅱ エントランスやラウンジ等の共用空間と一体的な空間となるように計画すること。 

 

ｌ ＰＢＬ 

ⅰ 医学部学生用の教室として、又は自習スペースとして利用する。 

ⅱ ＰＢＬと廊下の間には、ガラス窓等を適度に設ける。ただし、暗転できること。 

 

ｍ 会議室 

ⅰ 本所内で実施するゼミや小規模の講演、講義、研究運営のための委員会、ミーティ

ングを行うためのスペースである。 

ⅱ ゼミ会議室と廊下の間には、ガラス窓等を適度に設ける。ただし、暗転できること。 

 

ｎ 研究室 

ⅰ 研究室は、施設引渡後、利用者が任意に間取りを変更して使用することを想定して

いるため、以下の点に配慮すること。 

一 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給で

きるようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう

整備する。 

二 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 

 

ｏ 実験室 

ⅰ 実験室は、施設引渡後、利用者が任意に間取りを変更して使用することを想定して

いるため、以下の点に配慮すること。 

一 給排水、電気、情報、ガス、給湯、空調換気、照明を間取りの変更後も供給でき

るようにし、かつ防災、セキュリティも間取り変更後容易に調整できるよう整備す

る。 

二 上下階に影響を及ぼすことなく設備や間仕切りの改修ができる構造とする。 
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ⅱ 各実験室の排気装置の制御方法は排気量と同じ量の外気を自動的に給気するシス

テムにより各室内の静圧を常に一定に保つこと。また、実験用排気装置の排気相当分

の外気導入については指定がある部屋は温湿度の調整を行うこと。詳細は別表による。 

ⅲ 精密な計測や実験を行うため、他の実験装置や空調機等の振動に影響されない床の

性能を保つこと。 

ⅳ 水漏れ、騒音、振動、臭気、粉塵、その他安全・衛生面に十分配慮すること。 

ⅴ 各実験室に１台のドラフトチャンバー設置を見込んだ計画とすること。 

 

ウ 低層棟１ 

ａ 研修医等用宿泊室 

ⅰ ２４〜３０㎡程度のワンルームタイプの宿泊室を、７５室整備すること。 

ⅱ 各室にキッチン、浴室、便所、洗面、洗濯パン、個別空調、収納及びバルコニーを

設置すること。 

ⅲ 浴室と便所は別室とすること。  

 

ｂ エントランス 

ⅰ 出入口はバリアフリーを考慮した仕様とし、スロープ、自動ドア、オートロックを

設けること。 

ⅱ 機能的かつ洗練された外観と内観を備えること。 

ⅲ 風除室を設けること。 

ⅳ 郵便ポスト、宅配ボックス、掲示板等、必要な備品を設置すること。 

 

ｃ ラウンジ 

ⅰ 入居者のコミュニケーションの場として、１階にラウンジを設置すること。 

ⅱ 独立した部屋という雰囲気ではなく、ホール的な立ち寄りしやすい雰囲気とするこ

と。 

ⅲ 机、椅子等の家具を設置すること。 

 

エ 低層棟２ 

ａ 大学関係者用宿泊室 

ⅰ ２階以上の階に２０㎡程度の宿泊室を、５２室程度整備すること。 

ⅱ 各室に浴室、便所、洗面を設置すること。 

ⅲ 収納、机、椅子等の必要な家具を設置すること。 

 

ｂ 受付 

ⅰ 利用者が分かりやすい位置に受付を行うスペースを設けること。 

 

ｃ ロビー 
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ⅰ 利用者のコミュニケーションの場としてのロビーを設置すること。 

ⅱ ロビーには自動販売機を設置すること。 

ⅲ 机、椅子等の家具を設置すること。 

 

ｄ 福利厚生（飲食系） 

ⅰ 講堂等を利用した学会等のレセプションにも対応できる飲食系の福利厚生施設を

設置すること。 

ⅱ 当該施設を本棟に整備することも可能とする。 

 

４) 外装 

① 窓 

ア 原則自然換気ができる構造とし、原則ＦＩＸ窓は用いないものとする。 

イ 断熱・気密等に配慮する。日除け等の環境負荷低減も積極的に行う。 

ウ 低層部は、周囲の既存建物との関係に十分配慮したデザインとし、材質は提案による。 

エ 各諸室の外部に面する窓には網戸を設ける。外壁面は、将来、配管・ダクト等を容易に

貫通できる断熱性のあるパネル、又は景観を配慮した空調ダクト接続用ガラリとすること。 

 

② 外壁 

ア 低層部のタイルは、周囲建物に合わせたスクラッチタイル等の仕上げを基本とする。 

イ 既存建物は、撤去解体するため、既存外壁保存の必要性はないが、例えば内装のモニュ

メントなど、部分的に再利用することは、この限りではない。 

ウ 上層部の外壁材は、周囲の既存建物との調和、近隣からの眺望等に配慮するものとする。 

エ スクラッチタイル 

ａ タイル形状は、小口タイルとし、可能な限り周囲の歴史的建物との調和が取れるよう

に、色合わせについては、忠実に行い色別杯土を造る。 

ｂ スクラッチのワラビについても、創建時の表現に配慮すること。 

ｃ 可能な限り色むらを造る。 

ｄ 吸水率は、５％以内のせっき質タイルとし、裏面には蟻足を設ける。 

 

５) 屋上 

① 屋上は、景観的、環境的な観点から積極的に緑化を行う。また、自動潅水設備を備える。

なお、屋上緑化についてはメンテナンスがしやすい計画とする。 

 

６) サイン 

① サインは、外部案内板、館名板、総合案内板、各階案内板、共用部室名、専用部室名、各

種誘導（注意）板、ガラス面衝突防止サイン、掲示板、その他を設け、利用者に分かりやす

い施設とする。機能面に加え、建物の質を向上させる重要な要素としてサイン計画を捉え、

デザイン的にも優れたサイン計画とすること。なお、表記は日本語及び英語とする。 
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７) 外構、既存建物改修計画 

① 植栽計画 

ア 工事に伴う既存樹木撤去、及び樹木新設による緑地計画については文京区並びに東京都

環境局それぞれの緑化に関する基準を満たすものとし、またキャンパス計画要項を踏まえ、

キャンパス内並びにキャンパス外周部に豊かな緑地帯を形成するように計画を行う。 

イ 既存樹木を再利用する場合、工事期間中の仮移植先は、大学構外とする。 

 

② 既存施設との関係 

ア 東研究棟から内科研究棟、臨床講堂棟を経由して病棟へアクセスする渡り廊下は、Ａ棟

Ⅰ期、Ⅱ期の工事完了までは可能な限り現状の機能を有することが可能となるよう対応す

る。Ａ棟Ⅰ期、Ⅱ期の工事完了後は、建築基準法上、東研究棟等の既存施設の増築となら

ない工法により本事業にて渡り廊下を新設する。なお、渡り廊下の新設により東研究棟等

の既存施設に法的な既存遡及が生じた場合は、本事業にて対応する。 

イ Ａ棟Ⅱ期建設に伴い撤去される東研究棟・第一研究棟と内科研究棟との接続部分の切断

面は建築基準法等の関連法規を踏まえ、漏水等の問題が生じないように開口塞ぎ等の改修

を本事業にて行う。また、Ａ棟建設に伴い東研究棟・第一研究棟の隣接部に発生する延焼

の恐れのある部分については、窓及び設備開口を建築基準法等の関連法規を踏まえ本事業

にて改修を行う。 

ウ Ａ棟Ⅱ期建設に伴い撤去される東研究棟と内科研究棟の外階段に替えて、鉄骨造の屋外

階段を本事業にて新設する。新設屋外階段はＡ棟Ⅱ期とも開放廊下方式にて連絡させ、新

設屋外階段を通じて東研究棟と内科研究棟と連絡できるように計画を行う。建築基準法上、

東研究棟等の既存施設の増築とならない工法を前提とする。なお、渡り廊下の新設により

東研究棟等の既存施設に法的な既存遡及が生じた場合は、本事業にて対応する。 

エ 外来診療棟からＢ棟へのアクセス動線については、緊急車両・サービス車両・工事車両

が通過可能な高さを確保した幅の広い庇を、建築基準法上外来診療棟の増築とならない工

法により本事業にて新設する。庇新設に伴い、現状の南研究棟と外来棟間の道路レベルを

極力平滑に再整備し、庇下を抜けて外来棟玄関からＢ棟へアクセスできるように計画を行

う。道路レベルの調整に際し、タクシーは新設庇手前で回転できるように車両通行計画の

調整を行う。なお、庇の新設により外来診療棟に法的な既存遡及が生じた場合は、本事業

にて対応する。 

オ Ｂ棟建設に伴い設備管理棟に発生する延焼の恐れのある部分については、窓及び設備開

口を建築基準法等の関連法規を踏まえ本事業にて改修を行う。 

カ 設備管理棟の熱源関係用煙突について、新設するＢ棟煙突に接続させる煙突改修・一部

煙突撤去を本事業にて行う。 

キ 共同溝新設に伴う既存共同溝との接続を本事業にて行う。 

 

③ 既存インフラの配慮 
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ア 既存のインフラ設備が、施設計画により、撤去が必要な場合は、本事業の範囲において

切り回し、もしくは位置の変更にともなう更新を行う。 

 

(４) 構造計画 

１) 基本的要件 

① 建物は、地震等に対する保有耐力を十分に見込み、大地震動後も構造体の大きな補修を行

うことなく建物を使用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保を図るもの

とする。 

② 建物に必要な保有水平耐力の算定に当たっては、学校建物の安全性及び機能性を考慮し、

建築基準法施行令によるＣ０の値を１.２５倍することを標準とする。 

③ 耐震安全性の分類は、人命及び物品の安全性確保が特に必要な施設でかつ多数の者が利用

する施設とし、構造体をⅡ類、建築非構造部材をＢ類、建築設備を乙類とする。 

④ 建物の基礎については、敷地や地盤の状況を十分に把握したうえで、安全かつ経済性に配

慮した計画を行う。 

⑤ 建築非構造部材をＢ類としているが、地震時の天井材や内装材等の損傷・落下等が生じな

いよう、構造体のみならず各種二次部材の安全性にも十分配慮した計画を行う。 

 

(５) 設備仕様 

１) 一般共通事項 

① 多様な実験・実習施設に対して、適切な室内環境を整えるとともに将来的な変化や発展性

などを考慮し、各階に搬入口を設ける等、更新性・メンテナンス性を考慮したものとする。 

② 各種機器の寿命や騒音、景観への配慮から、機器は原則として屋内設置とする（ただし、

ドラフトチャンバー用排気ファン、スクラバーはこの限りではない）。なお、やむを得ず機器

を屋外（屋上含む）設置とする場合には、必要な騒音対策措置を行う。 

③ 風水害・落雷・停電・大火等の災害を考慮して計画する。 

④ 各種設備の集中管理パネルを中央管理室に設け、その室を業務従事者（事業者）の管理室

とする。 

⑤ 主要な機器の納まる電気室、通信機械室等については、直上階に便所等の水廻りスペース

がないよう、平面配置に留意する。計画上直上階での水使用がやむを得ない場合は、二重床や

防水を施すなど、漏水による事故防止に十分に配慮する。 

⑥ 各種機器や配管・ダクト類については、地震時の転倒防止、防振等に配慮し、適切な耐震

措置を施する。 

⑦ 身体障害者に対して配慮した設備計画とする。 

 

２) 建物管理方式 

① 設備の管理 

ア 本建物内のＡ棟１階管理事務室、Ｂ棟１階管理事務室設備防災監視室において、本施設

内の機器類の運転・監視等を行う。 
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イ 計量データを可視化し、運用改善に資するエネルギー管理を行う。 

ウ 警報の種類を重警報と一般警報に分け、重警報一括信号及び火災信号を既設入院棟Ａ防

災センターへ移報する。 

② 技術者 

ア 原則として有資格者の常駐を要しないものとする。 

 

３) 電気設備 

① 電灯設備 

各室・共用部等に設ける照明器具、コンセント等の設置及び配線工事、幹線配線工事を行う。 

ア 照度条件：【別表】に記載の照度を原則として確保する。これに記載がない部分につい

ては、ＪＩＳ-Ｚ-９１１０-１９７９による。 

イ 照明器具：原則として照明器具管球はＨＦ３２Ｗ・ＨＦ１６Ｗとし、ダウンライトを使

用する場合はＬＥＤを主体として使用する。埋め込み型を原則とし、部屋の機能に応じグ

レアカットルーバー等を付加する。保守が行いやすい場所に設置することを原則とし、や

むを得ず高所に設置するものについては、省電力・長寿命のＬＥＤを採用、もしくは点検

用歩路等により保守が行いやすい方式とする。 

ウ 調光：【別表】に特記する部屋は調光装置を設置する。調光は連続調光とし、その室の

基本となる器具を調光することを原則とする。蛍光灯を調光する場合は５～１００％調光

とする。 

エ 非常照明：電源別置型を原則とし、地下階、及び廊下、階段，講堂に設置する。また、

これによらず法的に設置を求められた場合は設置を行う。 

オ 誘導灯：ＬＥＤ誘導灯（バッテリー内蔵型）を原則とし、関連法規に基づき設置する。 

カ 分電盤：共用部にＥＰＳを設置することを原則とする。なお、各実験室の実験機器用電

源及びＯＡフロア採用室の情報機器用電源は原則として各室内に専用分電盤を各々設け

給電する。盤内主幹部分に避雷器を設置する。各室の電気容量は部屋の用途を考慮すると

ともに【別表】に記載する要求水準等や機器・備品等から選定する。 

キ 実験用電源：上記に定める分電盤より、【別表】に記載する機器・備品等に電源を供給

する。取り付け個数は【別表】の内容に沿い設置する。二次側配線用のケーブルラック（Ｗ

＝３００ｍｍセパレータ付）を実験室天井下２００ｍｍに実験盤側及び両壁側に敷設する。 

ク コンセント：実験用に供するコンセント以外に清掃等に使用する―般用のコンセントも

適宜設置する。コンセントはすべて接地極付とする。実験用電源はコンセント、開閉器盤

までを本事業の範囲とし、これら以降は別途工事とする。 

ケ 照明制御方式 

ａ 点滅方式：【別表】にて特記なきは、居室については現場点滅とし、共用部は明るさ

＋人感センサーによる点滅方式を原則とし、効果的に照明エネルギーの省エネルギーを

図る方式とする。 

ｂ 【別表】に記載する室の照明については、初期照度に対する照度補正を行う方式とす

る。 
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コ 外灯：既存建物周辺道路の器具を更新する。点滅は自動点滅器及びタイマーによる点滅

が可能な方式とする。また器具は原則ＬＥＤを採用する。 

サ 計量区分：計量区分については、実験室：個別、研究室：ゾーン別、階別、自動販売機

単位に計測・按分を行えるものとする。また、空調用、照明用、コンセント用、衛生用、

実験用など用途別に分けて計量する。さらに、検針装置は自動制御設備と一体としてもよ

い。 

シ 照明制御をすべて採用しないケース及び技術的に可能な限り採用したケースを含めた

数種類のケースにおいて、ＪＩＬ技術資料１３０により、総合省エネルギー効果の算出及

び比較を行う。 

 

② 動力設備 

各空調機、ポンプ類等動力機器の制御盤の製作・配管配線・幹線配線等を行う。 

ア 動力制御盤：原則として機械室内に設置する。各実験室の実験機器用電源の供給に当た

っては、その室内に動力盤を各々設け、機器に給電する。各室の電気容量は部屋用途・備

品内容等から選定する。 

イ 実験用電源：上記に定める動力盤より、【別表】に定める機器・備品等に電源を供給す

る。コンセントはすべて接地極付とする。実験用電源はコンセント、開閉器盤までを本事

業の範囲とし、これら以降は別途工事とする。 

ウ 計量区分：上記①電灯設備のサと同様とする。 

エ 力率改善：１.５kw を越える動力装置については、動力盤内に低圧力率改善用コンデン

サーを設ける。 

 

③ 受変電設備 

ア 供給系統 

ａ  Ａ棟:既設変電所Ａ系から既設設備管理棟病院切替所まで６．６ｋｖ２回線を引き込

み、以降高圧分岐し、６．６ｋｖ１回線の供給を受ける。これにともない設備管理棟中

央集じん室に饋電盤の増設改修、電力監視設備のグラフィックパネル及び監視点数の増

設、コンピュータ監視画面の更新等の改修を行う。高圧電気室は、本施設内の送電に適

する場所に設け、室内には将来の変圧器、遮断器等の増設スペースを確保する。饋電盤

以降の配線及びケーブルラック・配管等は本事業の範囲とする。 

ｂ  Ｂ棟:既設設備管理棟病院切替所から高圧分岐し、６．６ｋｖ１回線の供給を受ける。

これに伴い必要となる設備管理棟中央集じん室に饋電盤の増設改修、電力監視設備のグ

ラフィックパネル及び監視点数の増設、コンピュータ監視画面の更新等の改修も行う。

高圧電気室は、本施設内の送電に適する場所に設け、室内には将来の変圧器、遮断器等

の増設スペースを確保する。饋電盤以降の配線及びケーブルラック・配管等は本事業の

範囲とする。 

イ 受電方式 

６.６ｋｖ５０Ｈｚ１回線受電 
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ウ 主要機器は以下による 

ａ 高圧配電盤形式：閉鎖型 

ｂ 低圧配電盤形式：閉鎖型 

ｃ 遮断器：真空遮断器（電動バネ操作） 

ｄ トップランナー変圧器：モールド型 

エ 制御監視：既存中央変電所電力監視システムに接続し状態の監視、遠方制御が可能な方

式とする。これにともなう既存電力監視システムの改修を行う。既存電力監視システムに

は以下の内容の制御表示を行う。 

ａ すべての遮断器について以下の制御監視を行う。 

ⅰ 遠隔制御 

ⅱ 過電流警報表示 

ⅲ 地絡警報表示 

ｂ その他警報信号を種別ごとに一括にて表示する。 

ⅰ 温度上昇 

ⅱ ＰＦ断 

ⅲ ＭＣＣＢトリップ 

ⅳ 漏電 

 

④ 静止形電源設備 

受変電設備の制御用電源及び非常照明用として直流電源装置を設ける。 

ア 蓄電池：ＭＳＥ形（長寿命型）とする。 

イ 停電補償時間：１０分間とし、自家発電設備併用とする。 

ウ 直流電源設備容量：関連法規によるとともに、受変電設備の制御を行える容量とする。 

 

⑤ 自家発電設備 

各関連法令に基づく予備電源装置として設けるとともに、本施設内の重要負荷への停電時

送電用として設備する。発電機出力としては６００ＫＷを想定する。 

ア 形式：屋内設置型とする。 

イ 原動機：エンジン方式は設置場所・運転時間等を考慮し選定する。運転時間は長時間型

とする。 

ウ 燃料備蓄量： 

ａ  Ａ棟:４８時間以上連続して運転が可能な燃料を本施設内に専用タンクとして、地中

埋設にて設ける。燃料については、中圧ガス・特Ａ重油併用とする。 

ｂ  Ｂ棟:４時間以上連続して運転が可能な燃料を確保できるようにする。燃料について

は、中圧ガス・特Ａ重油併用とする。 

エ 騒音：煙道出口１ｍにおいて６５ｄＢ以下とし、その他関連法規を満たす方式とする。 

オ 重要負荷： 
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ａ  Ａ棟飼育エリアで空調システムの１系統以上は停電時にも、４８時間空調運転可能と

し飼育動物に影響が無いようにすること。 

ｂ  Ａ棟大型・精密機器センターの一部機器に対して、停電時にも４８時間運転可能とし

実験に影響が無いようにすること。 

ｃ 耐浸水性に関わる排水ポンプ、実験用冷凍冷蔵庫電源、サーバー電源等とする。 

 

⑥ 避雷設備 

建築基準法に基づき新ＪＩＳ基準にて設備する。 

 

⑦ 構内交換設備 

既設管理研究棟ＭＤＦより本事業に関連する配管配線等を行う。また構内専用ＰＨＳも設

備する。 

ア 交換機：既設管理研究棟既存電話交換機を利用する。有線、ＰＨＳについては、本施設

に必要な回線分のパッケージを増設するとともに、ＣＳの設置も行う。本事業にともなう

すべての交換機のデータ設定も行う。また内線電話器からエントランス出入口電気錠の解

錠が可能なシステムとする。 

イ 中継方式：ダイヤルイン方式とする。 

ウ 電話器設置箇所：【別表】による。また構内ＰＨＳ用ＣＳを設置し、本施設内全域を包

含する。 

エ ２次側配線：配管及びモジュラージャック取付ボックス設置を原則とする。配線、モジ

ュラージャック取付は別途工事とする。 

オ 端子盤：ＥＰＳ内設置を原則とする。多くの電話器を設置する場所に関しては室内に端

子盤を設置する。端子盤は、盤内にセパレータを設け、他の通信設備と共用することがで

きる。 

カ 外部からの各出入口には、内部との連絡用に内線電話機器を取り付けられるように機器

収納箱及び配管等を設置する。 

 

⑧ 構内情報配管設備 

ア 既設管理研究棟光ＩＤＦよりＥＭ－ＯＦＣ３２Ｃを既設共同溝及び配管路を経由し引

き込み、本施設内に光成端箱を設ける。 

イ 専攻科用のサーバー室を計画する。サーバー室要件は【別表】による。 

ウ 各階のＥＰＳにＨＵＢ設置スペースを設ける。各階ＨＵＢ間の光ファイバーケーブル敷

設するためのケーブルラックを整備する。ケーブルラックの寸法については将来の増設を

踏まえた寸法とする。 

エ 各階ＨＵＢ設置スペースより【別表】に記載する場所へ２次側配線経路を確保する。配

線はＵＴＰケーブルを原則とするが、配管については光ファイバーケーブルが配線可能な

サイズを選定する。 

オ 情報コンセントの設置種別及び取り付け個数は【別表】による。情報コンセントはエン
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ハンスドカテゴリー６以上とする。無線ＬＡＮの導入も可能とする。 

 

⑨ 拡声設備 

消防法に定める非常放送及び業務放送兼用設備とし、中央管理室にアンプを設置する。 

ア アンプ設置場所 

ａ Ａ棟：１階管理事務室に設置する。 

ｂ Ｂ棟：１階管理事務室設備防災監視室に設置する。 

イ アンプ仕様：関係法規に定める内容を原則とする。 

ウ 回線数：非常放送は関係法規による。業務放送機能は原則各階別とし室内とそれ以外を

分けることを原則とする。 

エ スピーカ―等：天井埋め込み型を原則とし、部屋単位に壁付音量調整器を設ける。また、

専用の映像音響設備を設置する部屋には非常放送カットリレーを設置する。 

オ Ｂ棟研修医等用宿泊施設及び大学関係者用宿泊施設からのリモート操作を可能とする。 

カ 病院地区の防災センター（既設入院棟Ａ）から一斉放送を可能とする。 

 

⑩ 警報設備 

ア 女子便所、シャワー室警報設備 

女子便所、シャワー室に警報用押しボタンを、その周囲に現場表示灯・ブザー・復旧ボ

タンを設置する。 

 ａ  表示盤設置場所 

ⅰ  Ａ棟：１階管理事務室に設置する。 

ⅱ  Ｂ棟 :１階管理事務室設備防災監視室に設置する。 

イ 多目的便所警報設備 

多目的便所に警報用押しボタンを、その周囲に現場表示灯・ブザー・復旧ボタンを設置

する。表示盤は、上記アの表示盤と共用する。 

 

⑪ テレビ共同受信設備 

各種テレビ・ラジオアンテナを設置できる構造とし、本施設内の直列ユニット設置箇所へ

の配線経路を確保する。 

ア 設置アンテナ種別：地上波デジタル・ＢＳ・ＣＳの各アンテナを設置できる構造とする。 

イ 直列ユニット設置場所：【別表】による。 

ウ 機器：双方向型とする。（別途工事） 

 

⑫ 火災報知設備 

関係法規に基づくとともに下記内容により設置する。また受信機の内容を既設旧中央診療

棟第２防災センターに表示する。更に既設安田講堂監視室に別途表示する。これに伴い、既

設防災監視システム（富士電機製）の改修を行う。 

ア 受信機：ＧＲ型受信機（自動診断機能付）とする。 
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  ａ  受信機設置場所 

ⅰ  Ａ棟：１階管理事務室に設置する。 

ⅱ  Ｂ棟 :１階管理事務室設備防災監視室に設置する。 

イ 感知器：保守が行いやすい場所に設置する。 

ウ 都市ガス漏れ感知器：都市ガス使用場所に設置し、管理事務室にて監視できる方式とす

る。 

エ エントランスホールに副表示器を設置する。表示内容は、各階設備種別ごとの一括発報

の警報とする。 

 

⑬ テレビ電波障害防除設備 

本施設の建設にともなうテレビ電波障害の対策を行う。 

ア 対策範囲の確認：基本設計完了時までに障害発生範囲の想定を行い確認する。 

イ 対策データ：着工前及び本施設の完成時に各種データを計測する。 

 

⑭ 監視カメラ設備 

監視カメラ装置を次のとおり設置する。 

ア カメラ設置場所 

ａ Ａ棟とＢ棟共通 

全ての出入口、各階エレベーターホール、エレベーターかご内、各階階段室近辺 

ｂ Ａ棟 

疾患モデルセンター、ＲＩ実験室、バイオリソースセンター 

イ モニター設置場所 

ａ Ａ棟:１階管理事務室にモニター装置・カメラ制御装置を設置する。 

ｂ Ｂ棟:１階管理事務室設備防災監視室にモニター装置・カメラ制御装置を設置する。 

 

⑮ 防犯設備 

ア ＩＣカードロック装置 

ａ 次の箇所にＩＣカードロック装置（ＦｅｌｉＣａを内蔵した既存の職員証を用いる）

を設置し、配管・配線及び電気錠の対応を行う（カードロック装置・配線も含む）。 

ⅰ Ａ棟とＢ棟本棟の外部との出入口 

ⅱ Ａ棟とＢ棟本棟の実験室、研究室、会議室等の諸室（詳細は【別表】による。） 

ｂ ＩＣカードロック装置は、施設利用者のアクセス制限を容易に登録、削除できるもの

とする。アクセス制限は、Ａ棟、Ｂ棟の棟毎、階毎、エリア毎、部屋毎に設定できるも

のとする。 

ｃ ＩＣカードロックシステムは、大学の既存システムと整合させること。 

ｄ Ａ棟とＢ棟本館の防犯を確保したうえで、Ａ棟とＢ棟本館の利用者がストレスを感じ

ることなく、円滑に入退館や入退出ができるように配慮すること。 

ｅ カードロック装置の故障表示及び操作 
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ⅰ Ａ棟:１階管理事務室 

ⅱ Ｂ棟:１階管理事務室設備防災監視室 

 

イ その他 

ａ Ｂ棟の低層棟１ 

ⅰ Ｂ棟低層棟１出入口とＢ棟低層棟１の宿泊室は同一の鍵で開閉できるようにする。

鍵は、ＩＣカードロック（ＦｅｌｉＣａを内蔵した既存の職員証を用いる）以外のも

のを利用する。低層棟１の入居者以外のものは原則として入退館できないようにする。 

ⅱ 宿泊室からの操作により、Ｂ棟低層棟１出入口の開閉錠は出来ないようにする。低

層棟１の利用者の入退去に伴い必要となる鍵の作成、交換等は選定事業者の負担とす

る。 

ⅲ Ａ棟とＢ棟本館の防犯を確保したうえで、Ａ棟とＢ棟本館の利用者がストレスを感

じることなく、円滑に入退館や入退出ができるように配慮すること。 

 

ｂ Ｂ棟の低層棟２ 

Ｂ棟低層棟２の防犯のための設備を整備すること。詳細は民間事業者の提案とするが、

Ｂ棟低層棟２の利用者がストレスを感じることなく、円滑に入退館や入退出ができるよ

うに配慮すること。 

 

⑯ 構内配電線路設備 

既設共同溝及び配管路を用いて本施設への電力引き込みを行う。 

ア 引き込み方法 

既設設備管理棟病院切替所から６．６ｋｖ ＥＭ―ＣＥＴ２００ １回線を敷設する。 

 

⑰ 構内通信線路設備 

既設共同溝及び配管路を用いて本施設への通信線引き込みを行う。 

ア 引き込み方法 

既存の電話交換機を改修し、分岐する。既設管理研究棟電話交換機室内より本施設までは、

既設共同溝を使用する。既設共同溝内は既設ケーブルラック上配線とする。ＬＡＮについ

ても同様に引き込みを行う。 

 

⑱ 音響設備 

講堂としての機能を満足する音響映像システムを構築すること。 

ア 有線マイクロフォン・ワイヤレスマイクロフォン・アンプ・ビデオプロジェクター等を

使用した設備を設置する。 

 

⑲ エレベーター設備 

エレベーターは、以下の仕様の機器を本事業において設置する。 
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（身障者仕様）車椅子対応乗り場ボタン、横型操作盤、電光表示盤、音声誘導、点字表示

板かご内鏡、手すり、ドアセンサー、ドア開放延長、防犯カメラ 

 

ア 設置台数及び仕様 

ａ Ａ棟Ⅰ期 

ⅰ 一般用：１７人乗り、１１５０ｋｇ、１５０ｍ/分以上、１０箇所停止２台 

ⅱ 非常用：１７人乗り、１１５０ｋｇ、１５０ｍ/分以上、１０箇所停止１台 

（重量物搬送対応）床補強 

ⅲ 非常用：２６人乗り、１７００ｋｇ、１５０ｍ/分以上、１０箇所停止１台 

（重量物搬送対応）床補強 

ｂ Ａ棟Ⅱ期 

ⅰ 一般用：１７人乗り、１１５０ｋｇ、１５０ｍ/分以上、７箇所停止２台 

ⅱ 一般用：１７人乗り、１０００ｋｇ、９０ｍ/分以上、２箇所停止１台 

ｃ Ｂ棟：本棟 

ⅰ 一般用：１７人乗り、１１５０ｋｇ、１８０ｍ/分以上、１４箇所停止３台 

ⅱ 非常用：１７人乗り、１１５０ｋｇ、１８０ｍ/分以上、１４箇所停止１台 

（重量物搬送対応）床補強 

ⅲ 非常用：２６人乗り、１７００ｋｇ、１５０ｍ/分以上、１６箇所停止１台 

（重量物搬送対応）床補強 

ｄ Ｂ棟：低層棟１ 

ⅰ 一般用：９人乗り、６００ｋｇ、９０ｍ/分以上、６箇所停止１台 

ｅ Ｂ棟：低層棟２ 

ⅰ 一般用：９人乗り、６００ｋｇ、９０ｍ/分以上、６箇所停止１台 

 

イ 管制・制御仕様 

ａ 群管理、停電・地震・火災の各管制制御を行う。 

ｂ 管制盤設置 

ⅰ Ａ棟：１階管理事務室 

ⅱ Ｂ棟：１階管理事務室設備防災監視室 

ｃ リモートメンテナンス機能を設ける。接続先は事業者の提案による。 

 

４) 機械設備 

① 一般事項 

ア 研究・実験等を行う各室を有効に確保する。 

イ 各室の設計条件は、【別表】による。 

ウ 省エネルギー措置 

ａ 可能な限り自然換気を行えるよう計画する。その際、強風・防虫に対して留意し、快

適な室内空間になるようにする。 
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② 空調設備 

ア 対象室は、【別表】による。 

イ 設計温湿度：外気条件・室内条件は、文部科学省機械設備工事設計資料または「建築物

における衛生的環境の確保に関する法律」（以降ビル管法）を満たすものとし、特殊条件

については【別表】による。 

ウ 空調方式の計画に当たっては、本施設の基本理念や諸条件に則り、各室単位で任意に温

度等の設定ができるものとし、実験室、研修医等用宿泊室、大学関係者用宿泊室について

は、部屋ごとの冷暖房切替えも自由に可能な方式を選定する。 

エ 研究・実験装置等の機器発熱、及び換気にともなう外気導入量を十分考慮し、使用量変

化と最大負荷に留意して空調機能力・仕様を決定する。また環境性へ配慮した選定に関し

ては、提案によるものとする。 

オ 空調熱源の選定に当たっては、イニシャルコスト及びランニングコストでの比較した結

果をもって決定すること。熱源は、電気あるいは都市ガス（１３Ａ低圧）、または併用を

採用すること。 

カ カセット形室内機は２部屋以上での共用はせず、１部屋においても３０～４０㎡に１台

以上を基準として分割すること。 

キ ドラフトチャンバー使用時の外気負荷は見込まないものとする。（ただし、外調機の設

置要望が有った場合には対応出来るよう、スペース等の確保をしておくこと。） 

ク 実験室の冷房負荷については、２３０ｗ／㎡以上を基準とするが、発熱機器の増設を想

定して、各階実験室面積の３０％が３００ｗ/㎡の冷房能力に対応できるよう室外機を選

定し、対応すること。 

ケ 店舗，管理系統等の区分が分かれている場合（Ｂ棟１階など）は、それぞれ系統を分け

ること。 

コ 低温室など年間冷房室については、他と系統を分けること。 

 

③ 換気設備 

ア 対象室は【別表】による。 

イ 換気方式 

ａ 「ビル管法」を満たすこと。 

ｂ 研究室や各居室については、全熱交換器付換気設備（普通換気付） とすること。 

ｃ 実験室の換気（換気回数５回/ｈ以上）は廊下へフィルター（比色法６５％以上）を

通過させた外気を給気し、天井設置のダクトにて各室に取り込む方式とし、天井扇（ス

トレートシロッコファン）にて屋外へ排気すること。 

ｄ 実験室の１スパンに１台のドラフトチャンバーの設置を想定し、屋上まで単独の２５

０φ（想定風量：１１４０ＣＭＨ／台）の耐食性を考慮したダクト及び制御線を用意し、

給気についてはダクト、モーターダンパー、制気口をドラフトチャンバー設置予定位置

に用意すること。（Ｂ棟地階のレンタルラボはドラフトチャンバー設置を見込まない。） 
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ｅ ドラフトチャンバーとスクラバーは１対１とし、屋上にスクラバー設置場所を１０

０％にて想定すること。 

 

④ 排煙設備 

ア 建築基準法による。なるべく自然排煙とすること。 

 

⑤ 自動制御設備、監視設備 

ア 管理事務室（Ａ棟）、管理事務室設備防災監視室（Ｂ棟）に監視盤の警報を一括表示す

る盤を設置し、 空調（監視盤別一括）、衛生（各水槽満減水警報、ｐｈ異常警報及び監

視盤別一括）、その他主要設備ごとの一括警報を表示すること。集中管理パネルに、各設

備方式に応じた適切な監視盤を設置する。 

イ 各棟の管理室に適切な監視設備を設け、適宜監視盤を設置して各機器の監視を行なうこ

と。 

ウ 各室において、各室ごとの電力・給水・都市ガスの使用量を計量する集中検針システム

（計量システム）を設置する。集中検針は、中央管理室の集中管理パネルで行うものとす

る。 

エ 各室空調機は、中央管理室の集中管理装置により強制停止やスケジュール制御、熱量（生

産・消費）監視を行えるようにすること。また、室内側空調機スイッチで、強制停止制御

を解除し再起動できるものとすること。 

オ 時刻別の計量データを別媒体等に保存可能で、エネルギー管理ができるＢＥＭＳ等の機

能を有すること。 

カ 中央監視モニターの大きさや、監視盤の意匠は電気設備と統一性を計ること。 

キ 一括警報を防災センター、安田講堂へ出すこと。 

ク Ｂ棟既設給水棟設備については、既存設備管理棟に状態、警報の監視盤を設置し、給水

棟設備の消火設備については防災センター、安田講堂に警報も出すこと。 

 

⑥ 衛生器具設備 

ア 衛生器具の形式 

ａ 衛生器具は、公共施設を配慮した仕様（形式、色）を選定する。 

ｂ 室の使用状況、内装の程度によって適宜仕様を選定する。 

ｃ 清掃等維持管理に配慮して器具を選定する。 

ｄ 大便器については、洋風とし、小便器も含め壁掛けを検討する。 

ｅ 省エネルギーに配慮した自動水栓、自動洗浄弁を検討する。 

ｆ 大便器については、温水洗浄便座を設置する。 

ｇ 実験室の出入口から歩行４０ｍ以内の廊下部分に、洗眼器付緊急シャワーを設置する。 

ｈ 女子便所の各ブースには擬音装置を設置する。 

ｉ 共通機器室等に各階２箇所程度、自動製氷機（５５ｋｇ／日程度）を設置すること。 
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⑦ 給水設備 

ア 給水負荷 

ａ 研究・実験等を行う各室の規模を考慮し、使用量変化と最大負荷に留意して仕様を決

定する。 

イ 給水方式 

ａ 供給系統は、上水（都水）･雑用水（雨水利用水）の２系統とする。雑用水の用途は

便器洗浄水とする。 

ｂ 加湿給水は上水系統より独立して分岐するものとする。 

ｃ 上水・雑用水系統ともに受水槽を設け、加圧給水装置にて必要箇所に供給する。加圧

給水装置については停電時に自動で自家発電回路の電力供給を受けられる設備構成と

する。 

ｄ 屋外、中庭、各屋上に、上水を設置する。 

ｅ 給水設備のある室には、室ごとに計量メーター（私設・遠隔検針用）を設ける。 

ウ 実験室は１スパン（約６０㎡程度）に２箇所を天井下バルブ止めにて用意する。 

 

⑧ 排水設備 

ア 屋外排水幹線の切り回し工事 

ａ 屋内排水は、以下のように系統を分離し、本施設直近の屋外排水管（もしくは桝）に

接続する（【資料６】を参照）。 

ｂ 排水の種類は、汚水、雑排水、実験室排水、空調ドレン、雨水排水の５系統とし、そ

れぞれ屋内分流とする。各室からの排水は、系統ごとに廊下側パイプシャフトに設置す

る各種排水縦管へ接続する。また、将来の排水用途変更に対応できる接続口を各階に設

ける。 

ｃ 実験室排水はすべて処理槽で処理し、モニター排水槽にてｐｈ確認後、ポンプアップ

にて屋外に排水する。モニター排水槽にはｐｈ検知装置を設ける。ｐｈ異常時には中

央管理室に警報を出すとともに通常の放流を中止し、緊急貯留槽（建物実験排水量の

２時間分程度の容量）へポンプアップ移送する。緊急貯留槽には中和設備を設置し、

中和後の緊急貯留槽からのポンプアップ排水は、手動スイッチで起動、自動で停止す

るものとする。ｐｈ検知装置は緊急貯留槽にも設けるものとする。また、緊急貯留槽

排水ポンプは故障防止のため、平時の実験室排水で１回/日の強制運転を行うものとす

る。ｐｈ異常時には下水道への排水を停止できる緊急遮断弁装置を設置する。 

ｄ 厨房排水については、グリーストラップにて受けた後に、厨房除外施設を設置し、排

水基準以下にしてから放流する。 

ｅ 遺伝子組換系排水については、原則実験室内で実験者が滅菌してから放流する。 

ｆ 屋外排水においては、汚水・雑排水合流方式とし、【資料６】に示す屋外排水管に接

続し、公共下水道へ放流する。 

ｇ 雨水流出抑制を行う。対策量は６００ｍ3/ｈａ以上とする（文京区基準）。また、屋

根降雨水を集水し、雑用水への雨水利用を行う。 
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イ 実験室の排水は全て実験排水系統とし、１スパン（約６０㎡程度）に５箇所の予備排水

口（参考：ＳＢＲＤ（伊藤鉄工））を用意する。 

 

⑨ 給湯設備 

ア 給湯負荷：実験等施設の規模を考慮し、使用量変化と最大負荷に留意して仕様を決定す

る。 

イ 供給箇所：【別表】の他、給湯室とする。 

ウ 給湯方式：Ｂ棟低層棟２を除き、個別給湯方式とする。 

エ 熱源：電気（エコキュートも含む）又は都市ガスとする。ただし、実験用途以外の一般

給湯は電気式とする。選定に当たっては、各室の利用形態等に応じて適切に行う。ガス給

湯器の設置は屋外設備スペースとする。 

オ  実験室は設備バルコニーにガス給湯器が設置可能なスペース、スリーブを用意し、本工

事では設置しない。 

 

⑩ 消火設備 

ア 消防法等関係法規に基づき本施設単独で消火設備を設置する。なお、各室の使用状況を

考慮した自主的な設置も可能とする。 

 

⑪ 都市ガス設備 

ア 都市ガスの種類：都市ガス（１３Ａ 発熱量 ４５ＭＪ/Ｎｍ3 低圧） 

イ 供給箇所：【別表】による。 

ウ その他：建物導入部の緊急遮断弁、ガス漏れ警報器等の設置を行い、安全性を高めると

ともに、管理事務室（Ａ棟）、管理事務室設備防災監視室（Ｂ棟）の集中管理パネルにお

いて管理ができるようにする。ガス漏れ検出器の位置は、維持管理しやすい場所とする。 

エ 研究室、実験室には室ごとに計量メーター（私設・遠隔検針用）を設ける。 

オ 実験室は将来供給可能なように、各室廊下側にてコック止めとし、ガスメーター設置位

置を想定しておく。  

 

⑫ 特殊ガス設備（高圧ガス設備） 

ア 供給：実験用ガスの供給は、ボンベ対応とし、搬入口・設置場所を検討する。 

イ Ａ棟の液化窒素については中央式とし、詳細は、５）、①、ウ、バイオリソースセンタ

ーの項目を参照すること。 

ウ 緊急排気等の安全対策を講じる。 

エ 特殊ガスを使用する各室において各種ガス検知器を設置し、異常時には警報を出すもの

とする。管理事務室（Ａ棟）、管理事務室設備防災監視室（Ｂ棟）の集中管理パネルにお

いて管理ができるようにする。 
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⑬ 雨水利用設備 

ア 屋根降雨水を貯留し、ろ過・滅菌後、雑用水受水槽へ供給する設備とする。 

イ 雨水枯渇時には、井水が自動的に雑用水受水槽へ補給するシステムとする。 

ウ 下水道料金算定用の計量メーター（私設・遠隔検針用）を設ける。 

エ 雨水流出抑制の対策量は６００ｍ3/ｈａ以上（文京区基準）で実施する。 

 

⑭ その他 

ア 研究室、実験室において、各室ごとの電力・給水・都市ガスの使用量を計量する集中検

針システム（計量システム）を設置する。 

  

５) その他の設備に係る特記事項 

① Ａ棟 

ア 疾患モデルセンター 

ａ 「実験動物施設の建築及び設備」（日本建築学会編）を基準とするほか、「動物の保護

及び管理に関する法律」等関連法規、基準等に適合するようにすること 

ｂ 飼育室及び関連実験室等の室内環境は２４℃、５０％、清浄度クラス１０,０００（物

が無い状態）を基準とする。 

ｃ 空調はエリア全体を２系統以上に分けること。 

ｄ 空調システム機器は１系統につきバックアップのため２組設置し、交互運転にておこ

なう。 

ｅ フィルターはＨＥＰＡとし、クリーン（バイオ）エリアに立入ることなく点検、交換

を可能とすること。また、エリア外に臭気が漏れないよう対策をとること。 

ｆ 熱源については、電気・ガス式、中央・マルチ式を検討の上決定すること。 

ｇ 換気回数は１５回／時を基準とするが、飼育ラックの性能、方式等を考慮の上決定す

ること。 

ｈ 空調システムの１系統以上は、非常時の停電にも発電機にて２４時間空調運転可能と

し、飼育動物に影響が無いようにすること。 

ｉ 他建物・系統から電源を引込む等の用意をするなど、点検等の計画停電時には切替で

電源を確保出来るようにし、計画停電時にも動物の飼育環境に影響が無いよう対策をと

ること。 

ｊ 排煙設備は、関連法規に基づいて設置する。 

ｋ 管理室において設備機器の運転操作及び機器の運転、飼育室等の室内温湿度・室圧、

利用者の入退室などの監視、計測、記録ができる設備とする。 

ｌ 使用電力量、給水量、ガス使用量、蒸気使用量、冷水使用量、主要設備機器運転時間

の計量を行う。 

ｍ 実験排水は処理槽にて処理後、モニター桝にてｐｈ測定後、正常値な場合は構内一般

排水に放流する。 

ｎ 消火設備は関連法規に基づいて計画する。 
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ｏ ガス設備は関連法規により供給を行う。 

ｐ クリーンエリアと他エリアの人間の出入口にはエアーシャワーを設置する。 

ｑ 本研究室への入退室のセンター管理が可能なようにする。方式については建物に準ず

る。 

ｒ 飼育動物への自動給水を想定して、各飼育室に天井バルブ止め給水管を用意する。 

ｓ 洗浄室は水蒸気、熱を適切に排出し、空調についてもスポット式なども考慮し、作業

環境整備に努めること。 

ｔ 疾患モデルセンターで使用するケージ等の洗浄・滅菌を行うためのケージワッシャー、

洗浄水槽、オートクレーブ等の機器、器具を設置すること。詳細は事業者の提案とする。 

ｕ 実験室にはマウス用放射線照射装置（日立メディコ製のｍｄｒ－１５０５ｒ２と同等

品を想定）を１台配置できるように配慮すること。 

 

イ ＲＩ実験室 

ａ 放射線障害防止法等の関連法規制に基づいた、排水、排気処理、廃棄物保管設備の整

備を行うこと。 

ｂ 入室者（実験者，作業員）用にポケット線量計を用意すること。 

ｃ ＲＩ実験室の出入口、非常口、貯蔵庫には監視カメラを設置し、Ａ棟１階の管理事務

室及びＡ棟地下１階ＲＩ実験室エリアの事務室で監視出来るようにすること。 

ｄ ＲＩ実験室の室内及び廃棄物保管上問題が有った場合には、Ａ棟１階の管理事務室及

びＡ棟地下１階ＲＩ実験室エリアの事務室に警報を出すこと。 

ｅ 本研究室への入退室をセンター管理する。方式については建物に準ずる。 

ｆ 共通機器・測定室に実験衣用の洗濯及び乾燥機（又は一体型）を設置する。能力につ

いて洗濯１０ｋｇ，乾燥６ｋｇ程度とする。 

ｇ 空調については諸室内条件ごとに５系統以上に分割する。 

ｈ 動物飼育室系統の条件・環境は疾患モデル動物研究室に準じる。 

ｉ 動物用気流ラック（２台）用の排気システムを設置すること。なお、動物用気流ラッ

クは大学が用意する。 

ｊ ＰＥＴの室内条件は、機器発熱量を見込んだ上で、通年２２℃（±４℃）、５０％（±
２０％）とする。 

ｋ 動物飼育室系統は、非常時の停電にも発電機にて２４時間空調運転可能とし、飼育動

物に影響が無いようにすること。また、エリア外に臭気が漏れないよう対策をとること。 

ｌ ＲＩ排水については、貯留槽１０トン×２及び希釈槽２０トンを設置し、水モニター

による計測をした後に、許容数値以下の場合には放流できる。 

ｍ ＲＩ排気については、プレフィルターとＨＥＰＡフィルターを設置するとともに、Ｒ

Ｉ投与動物とヨウ素の使用にも対応できるよう、これに加えてチャコールフィルターを

設置すること。（ＲＩ投与動物とヨウ素を用いた実験は、ドラフトチャンバーで実施す

ることを予定している。）。 

 



５０ 

 

ウ バイオリソースセンター 

ａ 室内条件は、温度は機器の発熱量を十分に考慮したうえで、通年２６℃以下を目標と

し、外気取込みは全熱交換器及びプレフィルターにて処理した空気を取り入れること。 

ｂ 非常時の停電にも一部機器については、発電機による２４時間非常用運転が可能な様

にすること。 

ｃ 他建物・系統から電源を引込む等の用意をするなど、点検等の計画停電時に切替にて

電源を確保出来るようにし、部屋の機能に影響が無いよう対策を講じること。 

ｄ 液化窒素やその他薬品が漏れた事を検知するセンサーを設置し、事故が有った場合に

は、Ａ棟１階の管理事務室及びＡ棟１階の冷凍保管事務室に警報を出すること。 

ｅ 液化窒素設備を次のとおり整備すること。 

ⅰ 「一般高圧ガス製造保安距離」等の関連法規を遵守すること。 

ⅱ 屋外にＣＥ式液化窒素屋外タンク（５㎥程度）を補給用タンクローリーの接近出来

る位置に設置すること。屋外タンク設置位置は、現在東研究棟南側にある液化タンク

エリアの東側とする。 

ⅲ 共用冷凍保管室内にサンプル数約２２万本を収納できる生物試料保存用大型液体

窒素容器を設置すること。液体窒素容器のサイズは５００Ｌから６００Ｌ程度とし、

約２２万本のサンプルを収納できる台数を共用冷凍保管室に設置すること。なお、生

物試料保存用大型液体窒素容器は、今後段階的に増設する予定である。 

ⅳ 液化窒素は、共用冷凍保管室内に設置した生物試料保存用大型液体窒素容器への補

給及び、サービスヤードでの小分け容器への補給の２系統を設置すること。 

ⅴ 共用冷凍保管室内に設置した生物試料保存用大型液体窒素容器の補給は、自動供給

コントロールシステムとし、センサーによる自動補給、計量及び非常警報装置を設置

すること。 

ⅵ 小分け容器への補給は、バーコード等により容器ごとの補給量管理による溢れ防止

などの安全対策及び、補給量の計量管理を行うこと。 

ⅶ ＧＭＰ（Ｇｏｏｄ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ Ｐｒａｃｔｉｃｅ）を満たすこ

と。 

ⅷ 設置室の換気は上部給気、下部排気とすること。 

ⅸ 配管については真空断熱配管とすること。 

ⅹ 監視装置、安全装置、計量装置等の液体窒素凍結保存システムについては、大陽日

酸（ＴＮＣＢＳ－ＧＭＰ）同等品以上とすること。 

ⅹⅰ 他冷凍保管室へ将来液化窒素を供給出来るように、配管用スリーブを用意するこ

と。 

 

エ 大型・精密機器センター 

ａ 室内条件は、温度は機器の発熱量を十分に考慮したうえで、通年２６℃以下を目標と

し、外気取込みは全熱交換器及びプレフィルターにて処理した空気を取り入れること。 

ｂ 非常時の停電にも５部屋の各部屋１系統以上については、発電機により２４時間非常
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用運転が可能な様にすること。 

ｃ 他建物・系統から電源を引込む等の用意をするなど、点検等の計画停電時に切替にて

電源を確保出来るようにし、部屋の機能に影響が無いよう対策を講じること。 

 

オ 低温室、共通機器室 

ａ 通年冷房とし、機器発熱を見込んだ空調機器を設置すること。 

ｂ 共通機器室のクリーン度はクラス１０，０００とする。 

ｃ 低温室、共通機器室に１室１５Ａの２４時間運転可能な非常用電源を４箇所以上用意

すること。 

ｄ 非常時の停電にも換気機器は、発電機による２４時間非常用運転が可能な様にするこ

と。 

ｅ 他建物・系統から電源を引込む等の用意をするなど、点検等の計画停電時に切替にて

電源を確保出来るようにし、部屋の機能に影響が無いよう対策を講じること。 

ｆ Ａ棟Ⅰ期の低温室には、２０㎡以上のプレハブ冷蔵庫（０～１０℃対応）を各階１箇

所、次のとおり整備すること。 

ⅰ 水栓（３箇所程度）及び排水が設置出来る様にすること。 

ⅱ 遠隔警報装置、二酸化炭素濃度警報装置、リリーフ弁を設置すること。 

ⅲ 入口は段差をなくすよう計画し、エアーカーテンを設置すること。 

ⅳ 庫内に非常用電源は設置しない。 

 

② Ｂ棟 

ア 地下実験室 

ａ ドラフトチャンバーの設置は想定しない。 

ｂ 外気は廊下等を経由せず、実験室内に直接取り込むこと。 

ｃ その他事項については、（５）設備仕様の各設備項目及び【別表】に準ずること。 

 

イ トランクルーム 

ａ 粉塵、滞留空気を適切に換気できるよう機器を設置すること。 

ｂ 部屋の間仕切り変更にも対応出来る様、換気、照明等の配置を計画すること。 

 

ウ 設備予備室 

ａ ドラフトチャンバーの設置は想定しない。 

ｂ 外気は廊下等を経由せず、実験室内に直接取り込むこと。 

ｃ その他事項については、（５）設備仕様の各設備項目及び【別表】に準ずること。 
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７ 各業務の要求事項 
(１) 共通 

１) 業務の詳細及び当該工事の範囲について、本施設担当者及び入居者と連絡をとり、かつ十分

に打合せをして業務の目的を達成する。 

 

２) 本事業担当者の指示に従い業務に必要な調査を行い、関係法令に基づいて、業務を遂行する。 

 

(２) 本施設の施設整備に係る事前調査業務（地質調査、埋蔵文化財調査を含む）及びその関連業務 

１) 地質調査 

本施設の整備業務に必要と判断した場合は、事業者が地盤調査を行う。 

 

２) 埋蔵文化財調査 

本事業において実施する。調査の内容、調査のボリューム等についての大学での試算は下記の

通りである。 

① Ａ棟Ⅰ期（臨床講堂棟敷地） 

表土、盛土（近世）、地中障害物などによる発生土及び地中障害物：約［ ］ｍ3 

ア 表土掘削 

ａ １次掘削：［ ］か月（表土掘削、地中障害物撤去期間） 

ｂ 遺構確認人工数：  人工／日（職長［ ］名含む）×［ ］日×［ ］か月＝［ ］

人工 

イ 埋蔵文化財調査 

ａ 発掘調査期間：［ ］か月（表土掘削、地中障害物撤去期間などを除く純粋人力調査

期間） 

ｂ 調査人工数：［ ］人工／日（職長［ ］名、ＣＡＤ技師［ ］名含む）×［ ］日

×［ ］か月＝［ ］人工 

ｃ 推定遺構数：約［ ］基 

ｄ 機材等 

ⅰ トータルステーション［ ］か月 

ⅱ 電子平板（ＣＡＤ）［ ］か月 

ⅲ ベルトコンベアー（［ ］ｍ×［ ］台、［ ］ｍ×［ ］台）×［ ］日 

ⅳ ローリングタワー（［ ］段×［ ］基）×［ ］日 

ⅴ その他調査に必要な資材等一式 

 

② Ａ棟Ⅰ期（臨床講堂棟敷地） 

表土、盛土（近世）、地中障害物などによる発生土及び地中障害物：約［ ］ｍ3 

ア 表土掘削 

ａ １次掘削：［ ］か月（表土掘削、地中障害物撤去期間） 

ｂ 遺構確認人工数：［ ］人工／日（職長［ ］名含む）×［ ］日×［ ］か月＝［ ］
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人工 

イ 埋蔵文化財調査 

ａ 発掘調査期間：［ ］か月（表土掘削、地中障害物撤去期間などを除く純粋人力調査

期間） 

ｂ 調査人工数：［ ］人工／日（職長［ ］名、ＣＡＤ技師［ ］名含む）×［ ］日

×［ ］か月＝［ ］人工 

ｃ 推定遺構数：約［ ］基 

ｄ 機材等 

ⅰ トータルステーション［ ］か月 

ⅱ 電子平板（ＣＡＤ）［ ］か月 

ⅲ ベルトコンベアー（［ ］ｍ×［ ］台、［ ］ｍ×［ ］台）×［ ］日 

ⅳ ローリングタワー（［ ］段×［ ］基）×［ ］日 

ⅴ その他調査に必要な資材等一式 

 

③ Ａ棟Ⅰ期（臨床講堂棟敷地） 

表土、盛土（近世）、地中障害物などによる発生土及び地中障害物：約［ ］ｍ3 

ア 表土掘削 

ａ １次掘削：［ ］か月（表土掘削、地中障害物撤去期間） 

ｂ 遺構確認人工数：［ ］人工／日（職長［ ］名含む）×［ ］日×［ ］か月＝［ ］

人工 

イ 埋蔵文化財調査 

ａ 発掘調査期間：［ ］か月（表土掘削、地中障害物撤去期間などを除く純粋人力調査

期間） 

ｂ 調査人工数：［ ］人工／日（職長［ ］名、ＣＡＤ技師［ ］名含む）×［ ］日

×［ ］か月＝［ ］人工 

ｃ 推定遺構数：約［ ］基 

ｄ 機材等 

ⅰ トータルステーション［ ］か月 

ⅱ 電子平板（ＣＡＤ）［ ］か月 

ⅲ ベルトコンベアー（［ ］ｍ×［ ］台、［ ］ｍ×［ ］台）×［ ］日 

ⅳ ローリングタワー（［ ］段×［ ］基）×［ ］日 

ⅴ その他調査に必要な資材等一式 

 

(３) 本施設の施設整備に係る設計業務及びその関連業務 

１) 業務の進め方 

① 基本設計及び実施設計を行うにあたっては、特にキャンパス計画に係る事項において積極

的な提案を行い、大学との前向きな協議を行うこと。 
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② 業務の進捗状況に応じて、業務の区分ごとに本事業担当者及び入居者に什器図面、総合図、

什器配置図面、実験室ＣＧパース、設計図書等を提出するなどの中間報告をし、十分な打合せ

を行い基本設計完了前までには、入居者の理解を得る。 

 

③ 各室（エリア）の設計に当たっては、建築、電気設備、機械設備、什器類、大学調達物品、

既存物品を含めた総合的な図面を作成し、十分な打合せを行い入居者の理解を得る。 

 

④ 仕上げ材の選定にあたっては、複数案、パネル等に添付し、大学の確認を受ける。特に、タ

イルについては、３案以上の試し焼きを行い、１．８ｍ×０．９ｍ以上のモックアップを製作

するものとする。 

 

⑤ 要求水準、事業者提案、基本設計、詳細設計、完成の各段階に要求水準と比較した設計条件

整理表（変更項目がある場合は変更理由、議事録、総合図（プロット図）、変更前後の変更箇

所を明記した図面等を添付）を作成し提出する。 

 

⑥ 機器型番などの各項目は、維持管理業務、施設管理台帳、長期修繕計画に必要な項目を保全

履歴データにて作成し提出する。 

 

⑦ 設計図書等の表記方法については、本事業担当者と協議する。 

 

２) 提出物 

① 基本設計及び実施設計完了時には設計図書を本事業担当者に提出し、確認を得る。提出す

る設計図書は、工事施工及び工事費積算に支障のないものとし、詳細については事業契約書

（案）によるとともに本事業担当者と協議する。 

 

② 提出する設計図書は下記による。 

ア 基本設計図書(基本設計説明書) 

イ 基本設計図面、詳細設計図面 

ウ 避難安全検証 

エ 構造計算書 

オ 機械設備計算書 

カ 電気設備計算書 

キ 各種省エネルギー計算書 

ク 什器類仕様書 

ケ 什器類図面 

コ サイン・色彩計画書 

サ 打合せ議事録 

シ 工事費内訳明細書 
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ス 完成予想透視図（Ａ３版以上、外観２カット、内観 1カット以上、フレームつき。ＣＧ

の場合はデータも提出） 

セ 模型（全体及び重要な部分の検討用模型、全体の展示用模型。展示用模型は着色された

１／２００のスケールとする。） 

ソ 実験室ＣＧパース（什器類配置、２カット以上、フレームつき。ＣＧデータも提出） 

タ 設計条件整理表等 

 

(４) 本施設の施設整備に係る建設工事（既存建物の解体撤去を含む）及びその関連業務 

１) 総則 

① 住民対応 

ア 建設工事に先立ち、周辺住民に対し工事の説明を行う。 

イ 工事中は周辺その他からの苦情が発生しないよう注意するとともに、万一発生した苦情

その他については、事業者を窓口として、工程に支障をきたさないように処理をする。 

 

② 安全対策 

ア 工事現場内の事故等災害の発生に十分留意するとともに、周辺地域へ災害が及ばないよ

う、万全の対策を行う。 

イ 工事車両の通行については、あらかじめ周辺道路の状況を把握し、事前に道路管理者等

と打合せを行い、運行速度や誘導員の配置、案内看板の設置や道路の清掃等、十分な配慮

を行う。 

 

③ 環境対策 

ア 騒音・振動や悪臭・粉塵及び地盤沈下・水害等、周辺環境に及ぼす影響について、十分

な対策を行う。 

イ 周辺地域に万一上記悪影響を与えた場合は、苦情処理等事業者の責任において処理する。 

ウ 近接する建物での業務や研究、及び附属病院の患者の治療、療養等、大学や附属病院の

運営に支障を与えないよう配慮すること。 

 

④ 既存環境の保護 

ア 隣接する物件や、道路、公共施設等に損傷を与えないよう留意し、工事中に汚損、破損

をした場合の補修及び補償は、事業者の負担において行う。 

イ 工事により周辺地域に水枯れ等の被害が発生しないよう留意するとともに、万一発生し

た場合には、事業者の責任において対応を行う。 

 

⑤ 施工管理 

ア 各種関係法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び施工計画に従っ

て工事を実施する。 

イ 本事業担当者による工事現場の確認に対応することとし、施工状況について説明を求め
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られたときには速やかに回答する。 

ウ 本事業担当者に対し、定期的に工事施工管理状況の報告を文書にて行う。 

エ 工事完成時には、施工記録を整備し本事業担当者に提出する。 

オ 本施設が別途発注する施工上密接に関連する工事や機器・備品等の業務がある場合は、

工程等の調整を十分に行い、本工事及び本事業全体について円滑な施工に努める。 

 

⑥ 廃棄物の処理 

ア 工事から発生した廃棄物等については、法令等に定められた方法により適切に処理、処

分する。 

イ 工事により発生する廃材等について、その再生可能なものについては、積極的に再利用

を図る。 

 

⑦ 化学物質の濃度測定 

ア 居室の室内環境について、ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、

スチレン等の揮発性有機化合物の室内濃度を「学校環境衛生の基準」値以下であることを

確認し、大学に報告する。 

 

⑧ その他 

ア 工程については、無理のない堅実な工事計画とし、要求される性能が確実に実施される

よう管理する。 

イ 事業者は、各種設備・備品等の点検・試運転を行い、本施設の使用開始に支障のないこ

とを確認すること。 

ウ 東京大学本郷地区においては、「本郷地区キャンパスにおける交通改善の基本方針」に

基づき、平成２０年４月より自動車利用（自動車入構）が有料化され、工事用車両等につ

いても対象となることに留意する。詳細については、東京大学のホームページ

（http://www.u-tokyo.ac.jp/fac04/map01_02_01_j.html）を参照。 

 

２) 既存施設の解体撤去 

① 解体に関する調査 

ア 土壌汚染等調査 

解体にともなう土壌汚染等調査を行う。なお、土壌汚染等調査の結果、土壌改良等が必

要と認められた場合には、選定事業者が当該土壌改良等を行うこととするが、その場合の

当該土壌改良等に係る費用は大学の負担とする。 

イ 既存建物等調査 

解体に先立って、既存建物の低層部の外観デザインの継承・歴史的デザインの記録を目

的とし、その目的にあった外観実測調査を実施し、カラー写真の撮影や、一般図、矩計図、

部分詳細図を作成し、調査結果を整理・製本することにより、記録に留める。 

ウ その他、解体にともなって必要となる調査等 
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② 解体に関する設計及び監理 

上記①の調査に基づいて、既存建物の解体工事の設計図を作成し、監理業務を行う。 

 

③ 解体に関する工事 

ア 解体工事の範囲 

解体工事の対象について、Ａ棟エリアは臨床講堂、内科研究棟及び第一研究棟・東研究

棟の屋外階段等とする。また、Ｂ棟エリアは南研究棟、医学部４号館、及び給水設備棟（屋

外給水タンク共）とする。解体工事の範囲は、クリニカルリサーチセンターの整備に必要

な範囲とする。（資料２２参照） 

イ アスベスト等の有害物質の撤去、処理 

選定事業者は、【資料１６】に示す範囲のアスベストの撤去、処理を行うこと。また、【資

料１６】に示す範囲外でアスベストやその他有害物質が発見された場合についても、選定

事業者が当該有害物質を撤去、処理することとするが、その場合の当該有害物質の撤去、

処理に係る費用は大学が負担する。 

ウ 解体に関連する移設工事等 

解体工事にともなって必要となってくる「車用ゲートの移設再利用工事」、「屋外排水幹

線の切り回し工事」、「Ｂ棟低層棟２建設地のガス配管切回し工事」、「Ｂ棟建設地の蒸気配

管撤去」も、本事業の選定事業者の業務範囲となるので注意すること。 

 

④ 解体に関する各種申請等 

ア 解体工事に伴って必要となる一切の許認可及び届出は、選定事業者が自己の責任及び費

用において実施する。 

イ 大学は、選定事業者の要請がある場合は、選定事業者による許認可の取得、届出等に必

要な資料の提出等について協力する。 

ウ 大学が実施する許認可及び届出の申請について、選定事業者は技術的協力及び書類作成

業務を行う。 

 

⑤ 発生材の処理 

ア 外部へ売却し、その金額相当を建設費と相殺することを原則とするもの 

ａ 品名（鉄材、鋼製・アルミニウム製建具、蛍光管、金属製機器及び金属製配管類等解

体時採取可能なもの） 

イ 再生資源化を図るもの 

ａ 品名（コンクリート塊） 

ｂ 受入場所（再生資源化施設） 

ｃ 搬出に先立ち搬出計画書を作成し、本事業担当者に提出する。 

ｄ 日々の搬出量等をとりまとめた土砂等搬出調書を作成し本事業担当者に提出する。 

ｅ 工事発注後に明らかになった事情により、上記の指定によりがたい場合は、本事業担
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当者と協議する。 

ウ 関係法令に従い適切に処分するもの 

ａ 品名（すべての現場発生材） 

ｂ 受入場所（関係法令に従い適切に処分） 

ｃ 搬出に先立ち搬出計画書を作成し、本事業担当者に提出する。 

ｄ 日々の搬出量等をとりまとめた土砂等搬出調書を作成し本事業担当者に提出する。 

ｅ 工事発注後に明らかになった事情により、上記の指定によりがたい場合は、本事業担

当者と協議する。 

 

３) 本施設の建設 

①  各棟に整備する研究室及び実験室は、施設引渡後に利用者が任意に間取りを変更して使用す

ることを想定しているため、設備や間仕切りの改修に配慮して整備すること。 

 

(４) 本施設の施設整備に係る備品調達・設置業務 

以下に示す備品を調達し、設置すること。 

 

Ｎｏ 棟 室（エリア） 備品名 仕様等 数量等 

１ Ａ棟 

疾患モデルセンター

のⅠ期整備分のＰ１

Ａ 

動物用気流ラッ

ク 

前後２列にケージを配

列できる奥行き（９０

ｃｍ程度）のタイプ 

２２ 

２ Ａ棟 

疾患モデルセンター

のⅡ期整備分のＰ１

Ａ、Ｐ２Ａ 

動物用気流ラッ

ク 

前後２列にケージを配

列できる奥行き（９０

ｃｍ程度）のタイプ 

１６２ 

３ Ａ棟 

疾患モデルセンター

のⅠ期整備分のＰ１

Ａ 

マウス用ケージ 
マウス用、５～７匹飼

用 
１，１１０ 

４ Ａ棟 

疾患モデルセンター

のⅡ期整備分のＰ１

Ａ、Ｐ２Ａ 

マウス用ケージ 
マウス用、５～７匹飼

用 
８，１７０ 

５ Ａ棟 各階ラウンジ 家具 

ラウンジ毎に１０名程

度の者が談話できる椅

子、ソファ、テーブル

等 

適宜 

６ Ａ棟 メディカルラウンジ 
家具 

掲示パネル 

各ラウンジを合わせ

て、５０名程度の者が

談話できる椅子、ソフ

ァ、テーブル等 

適宜 

７ 
Ｂ棟 

本棟 
各階ラウンジ 家具 

ラウンジ毎に１０名程

度の者が談話できる椅

子、ソファ、テーブル

等 

適宜 
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８ 
Ｂ棟 

本棟 
学生スペース 

家具 

掲示パネル 

５０名程度の者が談話

できる椅子、ソファ、

テーブル等 

適宜 

９ 
Ｂ棟 

本棟 
多目的スペース 

家具 

掲示パネル 

５０名程度の者が談話

できる椅子、ソファ、

テーブル等 

適宜 

１０ 

Ｂ棟 

低層棟

１ 

ラウンジ 家具 

１０名程度の者が談話

できる椅子、ソファ、

テーブル等 

適宜 

１１ 

Ｂ棟 

低層棟

２ 

ラウンジ 家具 

１０名程度の者が談話

できる椅子、ソファ、

テーブル等 

適宜 

１２ 
Ｂ棟本

棟 
ＰＢＬ 

学習用の机と椅

子 

ＰＢＬ毎に６名程度の

者が学習できる机と椅

子 

適宜 

１３ 

Ｂ棟 

低層棟

２ 

大学関係者用宿泊施

設の宿泊室 
家具 

利用者に必要となる椅

子、テーブル、ベッド

等 

適宜 

１４ 

Ｂ棟 

低層棟

２ 

大学関係者用宿泊施

設の宿泊室 
電化製品 

利用者に必要となるテ

レビ、冷蔵庫、湯沸器

等 

適宜 

１５ 各棟 
中庭、外構等外部スペ

ース 
家具 屋外用家具類 適宜 

 

(６) 本施設の施設整備に係る工事監理業務 

１) 基本的考え方 

工事が実施設計図書及び工事工程に基づき適切に実施されるよう監督し、また、実施されてい

ることを確認することや、特に、既存施設を運営しながらの工事となるため、工事施工者に対す

る工事現場の安全管理について適切な助言、指導を行うことにより、工事の円滑、適切な進行を

図ること。 

 

２) 業務範囲 

① 工事監理業務 

② 工事監理業務の実施に伴う大学及び附属病院との調整業務 

③ その他工事監理業務を行う上で必要となる業務 

 

３) 要求水準 

① 実施設計図書に基づき、所定の性能及び品質が確保されているかを入念に監理すること。

特に見え隠れになる部分については、後日、品質の確認が可能となる監理を行うこと。 

② 施行方法や施行時期等、工事監理を行う上で、大学と協議が必要となる場合は、速やかに
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協議を行うこと。 

③ 工事施工者に対して工事現場の安全衛生管理について助言を行い、また、その確認を行う

こと。 

④ 本業務は「四会連合協定・建築監理業務委託契約約款」によることとし、その業務内容は

「四会連合協定・建築監理業務委託書」に示された業務を基本とする。 

⑤ 建築基準法及び建築士法に規定される工事監理者で、業務に必要な能力、資質、資格を有

する人員を適切に配置すること。 

⑥ 定期的に大学に対して工事及び工事監理の状況を報告すること。 

⑦ 選定事業者は大学が要請した場合には工事及び工事監理の事前説明及び事後報告を行うと

ともに、工事現場での工事及び監理状況の説明を書面等により行うこと。 

⑧ 近隣対応や官公庁との協議等に関し、必要に応じて大学や工事施工者に協力すること。ま

た、大学から協力、助言を求められた場合は、速やかに対応すること。 

 

(７) 本施設の施設整備に係る周辺家屋影響調査業務及びその対策業務 

１) 基本的考え方 

大学及び附属病院利用者や近隣住民の安全や財産に対する工事上の影響を防止し、本事業の円

滑な遂行を図ること。 

本業務の実施にあたっては、以下に示す内容の他、事業者の責任において、対策範囲、対策方法

を選定し、適切に対応すること。なお、大学の建物は当該業務の範囲外とする。 

 

２) 業務範囲 

① 周辺影響調査及び対策業務 

② 周辺影響調査、対策の実施に伴う大学との調整業務 

③ その他周辺影響調査、対策業務を行う上で必要なる業務 

 

３) 要求水準 

① 以下の内容を含む必要な調査を適切な方法により実施し、必要かつ適切な対策を講じるこ

と。 

ア 騒音、振動 

イ 臭気 

ウ ほこり 

エ 渇水 

オ 風 

カ 車両通行 

キ 歩行者交通 

ク 上記アからキの他、各工事に関連して必要と判断される調査等 

② 大学が主催する説明会等に際して、その補助を行うこと 

ア 説明会資料の作成及び説明会への出席 
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イ その他必要な補助 

 

(８) 本施設の施設整備に係る電波障害調査業務及びその対策業務 

事業者の責任において、対策範囲、対策すべき電波、対策方法を選定し、適切に対応すること。

なお、大学の建物は当該業務の範囲外とする。 

 

(９) 本施設の施設整備に係る各種申請等の業務 

１) 建築基準法並びに関連法規、条例など、工事開始まで必要な各種申請業務を行う。 

２) 官庁協議及び消防協議の結果は、必ず書面にて報告する。 

 

(１０) 移転に係る支援業務 

１) 移転に係るスケジュールの提案、物品数量の調査、及び移転に係る見積の作成を行う。 
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第３章 維持管理に関する要求水準 
１ 目的 

東京大学（本郷）クリニカルリサーチセンター施設として性能基準で示された機能及び教育研究等

に支障がない環境を保つよう、建物及び建築設備等の機能及び状態を常時適切に維持管理する。 

 

２ 一般事項 
(１) 事業者の業務範囲 

維持管理業務の範囲以下の通りとする。 

１) 本施設の建物保守管理業務（点検・保守・修繕・更新・その他の一切の保守管理業務を含む） 

２) 本施設の建築設備保守管理業務（設備運転・監視・点検・保守・修繕・更新その他の一切の

保守管理業務を含む） 

３) 本施設の外構施設保守管理業務（点検・保守・修繕・更新その他一切の保守管理業務を含む） 

 

(２) 事業者の実施期間 

１) Ａ棟Ⅰ期の維持管理：Ａ棟Ⅰ期の供用開始から事業契約の完了まで 

２) Ａ棟Ⅱ期の維持管理：Ａ棟Ⅱ期の供用開始から事業契約の完了まで 

３) Ｂ棟の維持管理：Ｂ棟の供用開始から事業契約の完了まで 

 

(３) 業務実施の考え方 

業務の実施に当たっては、前項で定める業務について、事業期間を通じて以下の事項に従い、定

められた業務水準を維持する。 

１) 維持管理は、建物の部位及び設備等については予防保全を基本とし、劣化等による危険・障

害の未然防止に努める。 

２) 施設環境を良好に保ち、利用者の健康被害を防止する。 

３) 建築物（付帯設備を含む）が有する性能を保つ。 

４) 省資源、省エネルギーに努めること、また、環境汚染等の発生防止に努めることによって、

総合的に環境負荷の低減を図る。 

５) ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の削減に努める。 

６) 建築等の財産価値の確保を図る。 

７) 故障等によるサービスの中断に係る対応を定め、回復に努める。 

８) 省エネルギー法で作成すべき管理標準と齟齬がないようにする。 

９) 本施設の利用者が快適に施設を利用できるよう配慮すること。 

１０) １)～９)の項目について、事業期間中の工程を研究教育に支障にならないように定め、大

学の施設管理担当者に確認のうえ実施する。 

 

(４) 作業従事者の要件等 

１) 業務実施に当たり、法令等により資格を必要とする場合には、有資格者を選任し行う。 

２) 従事者は、各業務水準の要求を満足するように業務を行うものとする。なお、業務水準で示
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した内容を満足しない状況が発見された場合は、別に定める方法により、大学担当者に連絡する

とともに、必要な措置を講ずる。 

３) 従事者は、各事業種別にふさわしい服装及び装備をし、運転・監視を行うものとする。 

 

(５) 非常時・緊急時の対応 

非常時、緊急時の対応はあらかじめ大学と協議し、業務水準を踏まえた計画書を作成する。事故

等が発生した場合は、計画書に基づき直ちに必要な措置を講ずるとともに、関係機関及び大学に報

告する。 

 

(６) 法令等の遵守 

維持管理等の実施に当たっては、以下の基準類に準拠するとともに、その他関係法令等を遵守す

る。 

１) 建築保全業務共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

２) 文教施設保全業務標準仕様書 

３) 製造メーカ及び施工業者による保全仕様書 

 

(７) 業務計画書の作成 

１) 上記関係法令等を充足し、かつ業務実施の考え方を踏まえた維持管理業務計画書（以下「業

務計画書」という。）を作成し、大学の承認を得た後、その業務計画に基づき業務を実施する。 

２) 各種管理記録等を整備・保管し、大学の要請に応じて提示する。 

３) 業務計画書には、年間スケジュール及び業務体制について大学の施設管理担当者に確認し、

整理・調整する。 

４) 毎事業年度の開始前に、業務年間計画書を作成して、大学の承認を得る。 

５) 業務計画書及び業務年間計画書は、ビル管法を満たす内容とする。 

 

(８) 施設管理台帳の作成 

施設管理台帳を整備・保管し、大学の要請に応じて提示する。管理台帳を提示する際には、管理

標準との整合を図り、基準値や設定値及び判定値を明示する。 

 

(９) 点検及び故障等への対応 

１) 点検及び故障等への対応は、業務計画書に従って速やかに実施する（法令点検を含む）。 

２) 施設の修繕記録、設備の運転・点検記録を取る。 

３) 事業者は故障を発見したら、速やかに大学の施設管理担当者に報告する。なお、軽微なもの

については、後日、運転・点検記録の提出をもって報告に代えることができる。 

４) 事業者は大学の施設管理担当者に報告するとともに、直ちに適切な処理を行う。 

５) 運転時間の調整が必要な設備に関しては、大学の施設管理担当者と協議して運転期間・時間

等を決定する。 

６) 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合は、適切な方法により対応す
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る。 

７) 修繕等により引渡し後建物に改良を加える場合は、大学と協議し、設計図書に変更が生じた

場合は、変更箇所を反映させる。 

 

(１０) 費用の負担 

業務に要する費用（業務にともなう消耗品を含む）は、事業者の負担とする。ただし、管球並び

にトイレットペーパー及び水石鹸等の衛生消耗品は、大学より支給する。 

なお、大学が事業者に支払うサービス購入費のうち、維持管理費相当（ただし、その他の費用を

含まない）に対応する年間の費用は、［ ］百万円（消費税等を含まない）以内とする。その他の

費用の定義は、入札説明書を参照のこと。 

 

(１１) 用語の定義 

１) 運転・監視：設備機器等を稼働させ、その状況を監視すること及び制御を行う。 

２) 点検：施設の機能及び劣化の状態を一つ一つ調べることをいい、機能に異常又は劣化がある

場合、必要に応じた応急措置を行うことを含む。 

３) 保守管理：建築物等の点検を行い、点検等により発見された建築物等の不良箇所の修繕や部

品交換等により建築物等の性能を常時適切な状態に保つ。 

４) 保守：施設の必要とする性能又は機能を維持する目的で行う消耗部品又は材料の取り換え、

注油、汚れ等の除去、部品の調整等の軽微な作業をいう。 

５) 補修・修繕：施設の劣化した部分もしくは部材又は低下した性能もしくは機能を原状まで回

復させることをいう。 

６) 更新：機能が劣化した設備や機器等（備品を含む）を新たに設備・調達する保全業務をいう。 

７) 清掃：汚れを除去し、又は汚れを予防することにより仕上材を保護し、快適な環境を保つた

めの作業をいう。 

８) 大規模修繕：建築物の躯体については建物の一側面、連続する一面全体、又は全面に対して

行う修繕を、設備機器については機器系統の更新を示す。 

 

(１２) 施設管理担当者 

大学が定めた施設管理担当者を置く。 

 

３ 業務毎の要求水準 
(１)  本施設の建物保守管理業務 

１) 建物保守管理業務及び外構保守管理業務の対象 

本事業で整備したＡ棟とＢ棟の建物部分を対象とする。ただし、本事業で整備した外構施設

を含む。 

 

２) 業務の実施 

① 一般事項で定めた業務計画書に加え、毎事業年度の開始前に、建物保守管理業務年間計画
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書を作成し、大学の承認を得た後、当該計画書に基づき実施する。 

② 修繕等が必要と思われる場合は、迅速に調査・診断を行い事業者の責任範囲であれば至急

修繕を実施する。また、責任範囲が明確でない場合は、大学とその責任と負担を協議のうえ、

修繕等を実施する。 

③ 実施業務の結果を記録する。 

 

３) 要求水準 

事業契約書及び実施設計図書に定められた所要の性能及び機能を保つこと。 

項  目 内    容 

① 内壁、外壁 

ア 仕上材や塗料の浮き・剥落・ひび割れ・破損・変形・さび付・腐食・

（柱を含む）チョーキング・エフロレッセンスの流出等がない状態を

維持する。 

イ 漏水・カビ等が発生しない状態を維持する。 

② 床 

ア 仕上材の浮き・はがれ・ひび割れ・腐食・磨耗等がない状態を維持す

る。 

イ その他、各スペースの特性に応じた利用に支障のないよう維持する。 

ウ 防水性を要する部屋において、漏水がないこと。 

③ 屋根 

ア 漏水がないこと。 

イ ルーフドレン、樋等が詰まっていないこと。 

ウ 金属部分がさび、腐食していないこと。 

エ 仕上材の割れ、浮きがないこと。 

④ 天井・内装 

ア 仕上材や塗料の浮き・剥落・ひび割れ・破損・変形・さび付・腐食・

チョーキング・エフロレッセンスの流出等がない状態を維持する。 

イ ボード類のたわみ、割れ、外れがないこと。 

ウ 気密性を要する部屋において、性能が保たれていること。 

エ 漏水、カビの発生がないこと。 

⑤ 建具（扉・窓・

窓枠・シャッタ

ー・可動間仕切り

等） 

ア がたつき・緩み等がなく、可動部がスムーズに動くようにする。 

イ 所定の水密性・気密性・遮断性が保たれるようにする。 

ウ 各部にひび割れ・破損・変形・仕上の変退色・劣化・さび付・腐食・

結露やカビの発生・部品の脱落等がない状態を維持する。 

エ 自動扉及び電動シャッターが正常に作動すること。 

オ 開閉・施錠装置が正常に作動するようにする。 

カ ガラスが破損、ひび割れしていないこと。 

⑥ 階段、スロープ 
ア 通行に支障・危険を及ぼすことのないよう対応する。 

イ 仕上材・手すり等に破損・変形・緩み等がない状態を維持する。 

⑦ 手すり ア ぐらつき等機能に問題がないこと。 

⑧ 塗装及び仕上 

ア 塗料・仕上材の浮き・剥落・変退色・劣化等がない状態を維持する。 

イ 塗料が風化して粉状になったときや、鏑が浮いたとき、変色がはなは

だしいとき、剥れる傾向のあるとき等は、補修する。 
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⑨ 外構施設 
ア 外構の舗装、建具、階段、スロープ、手すり、塗装及び仕上などを、

上記①から⑧に準じた状態に保つこと。 

 

(２)  本施設の建築設備保守管理業務 
１) 設備保守管理業務の対象 

本事業で整備したＡ棟とＢ棟の全設備を対象とする。ただし、本事業で整備した外構施設並

びに本事業で調達・設置した備品のうち、Ａ棟の疾患モデルセンターの動物用気流ラックとＢ

棟低層棟２の大学関係者用宿泊施設の宿泊室の電化製品を含む。 

 

２) 業務の実施 

① 一般事項で定めた業務計画書に加え、毎事業年度の開始前に、次の項目を含む設備保守管

理業務年間計画書を作成し、大学の承認を得て実施する。 

ア 運転監視業務 

イ 日常巡視点検業務 

ウ 定期点検・測定 

 

② 修繕等が必要と思われる場合は、迅速に調査・診断を行い、事業者の責任範囲であれば至

急修繕を実施する。また、責任範囲が明確でない場合は、大学とその責任と負担を協議のう

え、修繕等を実施する。 

 

③ 要求水準 

事業契約書及び実施設計図書に定められた所要の性能及び機能を保つこと。なお、「文教施

設保全業務標準仕様書」に該当する業務は、保全業務標準仕様書に基づき保守・点検を行うこ

と。また、建築基準法第１２条に該当する業務を行うこと。 

項目 内容 

ア 照明 
ａ すべての照明、コンセント等が常に正常に作動するよう維持する。 
ｂ 損傷、腐食、その他の欠陥がないよう維持し、必要に応じて取り換

える。 

イ 動力設備、受変
電設備、自家発電
設備 

ａ 大学の電気主任技術者の指示に従い、点検・検査を行うこと。 
ｂ すべての設備が正常な状態にあリ、損傷、腐食、油の漏れ・その他

の欠陥がなく正しく作動するよう維持する。 
ｃ 識別が必要な機器については、常に識別可能な状態を維持する。 

ウ 通信（電話、情
報配管、テレビ共
同受信） 

ａ すべての設備が正常な状態におり、損傷、腐食、その他の欠陥がな
く正しく作動するよう維持する。 

ｂ バックアップが必要なものは、適切な処置がなされているようにす
る。 

エ 飲料水の供給 
ａ すべての配管、タンク、バルブ、蛇口等が確実に取り付けられ、清潔

な貯蔵・排水であり、蓋が用意されている。 
ｂ すべての設備が正しく機能し、漏水がない状態に維持する。 
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オ 排水 

ａ すべての溝、排水パイプ、汚水管、排気管、下水溝、ドラムトラップ
等は、漏れがなく、腐食していない状態を維持する。 

ｂ すべての排水が障害物に邪魔されずスムーズに流れ、ドラムトラップ
に悪臭がないように維持する。 

カ 都市ガス 
ａ 都市ガスの本管がしっかり固定され、完全に漏れがない状態を維持す

る。 

ｂ すべての安全装置と警報装置が正しく機能するようにする。 

キ 水処理装置 
ａ 正しく機能し、漏れが一切ないような状態を維持する。 
ｂ システムに適した処理剤を使う。 

ク 給湯 

ａ すべての配管、温水器、貯蔵タンク、ヒーター、ポンプ、バルブ、蛇
口、その他の機器がしっかりと固定され、空気、水、煙の漏れが一切
ない状態を維持する。 

ｂ すべての制御装置が機能し、効率を最大にしながら正しく調整され
ているようにする。 

ケ 空調、換気、排
煙 

ａ すべてのバルブ、排気管、その他の類似機器が完全に作動しエネル
ギー使用量を最小限に抑えながら、温度等が正しく調整されているよ
うにする。 

ｂ すべての制御装置が機能し、正しく調整されているようにする。 

コ エレベーター
設備 

ａ すべて必要時に適切に作動するようにする。 
ｂ 監視装置は常時、正常に作動するようにする。 

サ 外構設備 
ａ 外構の照明、電気、給水、排水などを、上記アからコに準じた状態に

保つこと。 

シ 液体窒素タン
ク 

ａ すべての配管、貯蔵タンク、ポンプ、バルブ、その他の機器がしっか
り固定され、液体窒素の漏れが一切ない状態を維持する。 

ｂ すべての設備が正しく機能している状態を維持する。 

 

④ 設備管理記録の作成及び保管 

設備の運転・点検整備等の記録として、運転日誌、点検記録及び整備・事故記録等を作成す

る。運転日誌及び点検記録は、３年以上、整備・事故記録等は、事業期間中保管する。 

ア 運転日誌 

ａ 電力供給日誌 

ｂ 熱源機器運転日誌 

ｃ 空調設備運転日誌 

ｄ 温湿度記録日誌 

ｅ 毎月・毎年光熱水使用量（電力、ガス、水道） 

イ 点検記録 

ａ 電気設備点検表（通信設備を含む） 

ｂ 空調設備点検表 

ｃ 給排水衛生設備点検表 

ｄ 残留塩素測定記録 

ｅ 貯水槽点検記録 
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ｆ 飲料水水質検査記録 

ｇ 空気環境測定記録 

ｈ 実験排水桝ｐｈ測定記録 

ｉ 防災設備点検記録（消防法による法定検査を含む） 

ｊ 各種水槽清掃実施記録 

ｋ その他提案により設置される各種設備の点検・測定記録 

ウ 補修・事故記録 

ａ 定期点検整備記録 

ｂ 補修記録 

ｃ 事故・故障記録 

 

⑤ 設備運転監視 

ア 設備運転の監視は、機械監視によることができるものとする。 

イ 計量データを基にしたエネルギー管理を行うこと。 

 

⑥ 異常時の報告 

運転監視及び定期点検等により、異常が発見された場合には、速やかに施設管理担当者に報

告する。 

 

(３)  外構・植栽施設の保守管理業務 
１) 外構施設の保守管理業務 

① 外構施設の保守管理業務の対象 

ア 施設（ゴミ置き場、門扉、囲障、擁壁等コンクリート構造物、案内板、外灯等） 

イ 敷地地盤（構内道路等の舗装面） 

ウ 地中設備（埋設配管、暗渠及び排水桝等。ただし、既存の埋設配管等は含まない。） 

② 業務の実施 

ア 一般事項で定めた業務計画書に加え、毎事業年度の開始前に、外構維持管理業務年間計

画書を作成し、大学の承認を得た後に、当該計画書に基づき実施する。 

イ 修繕等が必要と思われる場合は、迅速に調査・診断を行い、選定事業者の責任範囲であ

れば至急修繕を実施する。また、責任範囲が明確でない場合は、大学とその責任と負担を

協議の上、修繕等を実施する。 

ウ 実施業務の結果を記録する。 

③ 要求水準 

ア 各施設、設備とも本来の機能を発揮できる状態に保つこと。 

 

２) 植栽の保守管理業務 

① 植栽維持管理業務の対象 

事業計画地内の植栽全般（既存の樹木を含む） 
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② 業務の実施 

ア 一般事項で定めた業務計画書に加え、毎事業年度の開始前に、植栽維持管理業務年間計

画書を作成し、大学の承認を得た後、当該計画書に基づき実施する。 

イ 修繕等が必要と思われる場合は、迅速に調査・診断を行い、選定事業者の責任範囲であ

れば至急修繕を実施する。また、責任範囲が明確でない場合は、大学とその責任と負担を

協議の上、修繕等を実施する。 

ウ 実施業務の結果を記録する。 

エ 別途大学にて実施する植栽維持管理業務と連携を図り、適切な時機を逸しないよう調整

に努めること。 

③ 要求水準 

ア 緑樹を保護・育成・処理して豊かで美しい自然環境を維持する。 

イ 状況と植物の種類に応じて適切な方法により施肥、潅水及び病害虫の防除等を行い、植

栽を良好な状態に保つ。 

ウ 繁茂しすぎないように適宜、刈り込みを行う。 

エ 高木や長い枝等が強風で折れて人的・物的な被害を与えることがないよう、定期及び臨

時（台風の直前など）に調査して、必要があれば枯枝払い・補強するなど管理を行うとと

もに、万一枝等が散乱した場合の適切な処理を行う。 

オ その他の場合でも、施設の美観を維持し、植栽が見苦しくならないよう、適切な除草状

態に保つ。 

カ 樹木の種類に応じて冬の寒さから適切な方法で樹木を保護する等の処置を行う。 

キ 道路標識、窓、ドア、通路、その他に障害が生じないよう保守を行う。 

ク 枯れ死した植物（事業者が整備した植栽に限る。）は、大学が合意したプランにしたが

って取り替える。 

④ 薬剤散布、施肥の際の協議 

薬剤散布又は化学肥料の使用に当たっては、あらかじめ、大学の施設管理担当者と協議する

こと。 

 

４ その他 
(１) 本施設の使用開始から２年目までは、通常の建物保守管理業務、設備保守管理業務以外に、Ｌ

ＣＣを低減するための施設運用方法などについて、専門的な立場から各種の支援を行う。 

(２) 本施設の使用開始から５年・１０年の節目には、ＬＣＣを低減するための施設運用方法などに

ついて、専門的な立場から調査・検討を行い報告書としてまとめ提言を行う。 
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第４章 運営に関する要求水準 
１ 目的 

東京大学（本郷）クリニカルリサーチセンター施設の管理運営を行い、クリニカルリサーチセンタ

ーの効率的かつ効果的な運営を支援する。 

 

２ 一般事項 
(１) 事業者の業務範囲 

運営業務の範囲以下の通りとする。 

１) 統括マネジメント業務 

２) 本施設の管理支援業務 

３) 研究環境の整備支援業務 

４) レンタルラボ部分の運営関連業務 

５) 宿泊施設部分の運営関連業務 

６) トランクルームの管理業務 

７) 山上会館（本館、龍岡門別館）の宿泊室等の管理業務 

 

(２) 作業従事者の要件等 

１) 業務実施に当たり、法令等により資格を必要とする場合には、有資格者を選任し行う。 

２) 従事者は、各業務水準の要求を満足するように業務を行うものとする。なお、業務水準で示

した内容を満足しない状況が発見された場合は、別に定める方法により、大学担当者に連絡する

とともに、必要な措置を講ずる。 

３) 従事者は、各事業種別にふさわしい服装及び装備し、業務を行うものとする。 

 

(３) 非常時・緊急時の対応 

非常時、緊急時の対応はあらかじめ大学と協議し、業務水準を踏まえた計画書を作成する。事故

等が発生した場合は、計画書に基づき直ちに必要な措置を講ずるとともに、関係機関及び大学に報

告する。 

 

(４) 法令等の遵守 

維持管理等の実施に当たっては、関連する法令等を遵守する。 

 

(５) 業務計画書の作成 

１) 上記関係法令等を充足し、かつ業務実施の考え方を踏まえた運営業務計画書（以下「業務計

画書」という。）を作成し、その業務計画に基づき業務を実施する。 

２) 各種管理記録等を整備・保管し、大学の要請に応じて提示する。 

３) 業務計画書には、年間スケジュール及び業務体制について大学の施設管理担当者に確認し、

整理・調整する。 

４) 必要に応じて毎事業年度の開始前に、業務年間計画書を作成する。 
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 (６) 費用の負担 

業務に要する費用（業務にともなう消耗品を含む）は、事業者の負担とする。 

なお、大学が事業者に支払うサービス購入費のうち、運営費相当（ただし、その他の費用を含ま

ない）に対応する年間の費用は、［ ］百万円（消費税等を含まない）以内とする。その他の費用

の定義は、入札説明書を参照のこと。 

 

 

３ 業務毎の要求水準 
(１) 統括マネジメント業務 

１) 本業務の対象エリア 

Ａ棟Ⅰ期、Ⅱ期、及びＢ棟 

２) 業務範囲 

① 事業者の統括 

② セルフモニタリング 

３) 業務の実施期間 

Ａ棟Ⅰ期の大学への引き渡し後から事業契約の終了まで 

４) 要求水準 

① 事業者の統括 

選定事業者が実施する全ての業務（維持管理業務、運営業務、附帯事業に係る全ての業務）

を統括し、大学が選定事業者に要求する水準を確保すること。業務の統括にあたっては、単

に構成企業の契約を事務的に統括するだけでなく、業務プロセスの再編・再構築や各業務に

従事する職員の教育研修等を行い、業務の効率化、及びサービスの質の向上を図ること。 

② セルフモニタリング 

ア セルフモニタリング計画書の作成 

選定事業者が達成しなければならない要求水準を確保するための管理方法（入札説明書

等で定められた規定や水準等及び事業者提案の内容を満たしているかを自ら検証する方

法、検証結果を大学へ報告する方法や報告時期等）を「セルフモニタリング計画書」とし

て整理し、大学の承認を得ること。 

イ セルフモニタリングの実施 

「セルフモニタリング計画書」に基づき、各業務が提供するサービスの水準を監視し、

必要に応じて是正措置を講じること等により、業務の効率化、及びサービスの質の向上を

図ること。次の内容は必ず実施すること。 

ａ サービス提供現場の監視を現場職員に任せるのではなく、統括管理者が施設内を巡回

し、サービス提供状況を監視すること。 

ｂ 施設利用者からの苦情・意見等の受付窓口を一元化する２４時間対応のヘルプデスク

を設置し、施設利用者の苦情、意見等を集約、分析し、大学と協議のうえ、対応策を講

じること。 
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ウ セルフモニタリング結果の提出 

選定事業者が実施した各業務が入札説明書等を満足しているかについて、自己評価、評

価の理由、評価の根拠等を大学が容易に判断できるよう整理して、大学に提出すること。 

セルフモニタリングの結果について大学と協議を行い、必要に応じて、業務の是正措置

を講じること。 

  

(２) 本施設の管理支援業務 

１) 施設の警備業務 

① 本業務の対象エリア 

Ａ棟Ⅰ期、Ⅱ期、及びＢ棟 

② 業務範囲 

本施設の財産の保全及び侵入者の監視等 

③ 業務の実施期間 

ア Ａ棟Ⅰ期：Ａ棟Ⅰ期の供用開始後、事業契約の終了まで 

イ Ａ棟Ⅱ期：Ａ棟Ⅱ期の供用開始後、事業契約の終了まで 

ウ Ｂ棟：Ｂ棟の供用開始後、事業契約の終了まで 

④ 要求水準 

ア 異常信号を受信したときには、直ちに異常の内容を把握し、関連機関への通報、本学防

災センターへの通報を行う。 

イ 地震や風水害等による災害が発生したとき、又は発生する恐れがあるときには、本学防

災センターの指示を仰ぎ、適切な措置を行う。 

ウ 実施業務の結果を記録する。 

エ ２４時間、３６５日機械警備を行う。 

オ 常駐の必要はないが、通報後は直ちに本学防災センターの指示を仰ぎ、適切な措置を行

う。 

 

２) 入退室管理業務 

① 本業務の対象エリア 

Ａ棟Ⅰ期、Ⅱ期、及びＢ棟 

② 業務範囲 

ア 本施設入退室管理 

イ 入退室カードの発行 

ウ 災害時における安否確認と事前連絡先への連絡 

③ 業務の実施期間 

ア Ａ棟Ⅰ期：Ａ棟Ⅰ期の供用開始後、事業契約の終了まで 

イ Ａ棟Ⅱ期：Ａ棟Ⅱ期の供用開始後、事業契約の終了まで 

ウ Ｂ棟：Ｂ棟の供用開始後、事業契約の終了まで 

④ 要求水準 
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ア 各館の入退館者のデータ管理を行い、事前に登録した者以外を入館させないこと。 

イ 大学の求めに応じ、大学の教職員のエリアや諸室等への入退出制限の情報を入退室管理

システムへ速やかに記録、消去すること。なお、教職員用ＩＣカードの発行は大学が行う。 

ウ カードの紛失、盗難等が発生した場合、大学の求めに応じ、速やかに当該カードを無効

化できるようにすること。 

エ Ｂ棟の外来者用に臨時の入退館用ＩＣカード（仕様は民間事業者の提案による。）を発

行すること。臨時の入退館用ＩＣカードに係る諸室等へ入退出制限の情報の記録、消去や、

当該外来者へ発行した入退館用ＩＣカードの管理、回収も行うこと。 

オ 大学の求めに応じて、入退室の履歴データを大学へ提出すること。 

 

３) 共同利用施設・会議室等の予約業務 

① 本業務の対象エリア 

Ａ棟Ⅰ期、Ⅱ期、及びＢ棟に係る共同利用施設・会議室等 

② 業務範囲 

共同利用施設・会議室等の予約受付、予約の管理 

③ 業務の実施期間 

Ａ棟Ⅰ期の大学への引き渡し後から事業契約の終了まで 

④ 要求水準 

ア 共同利用施設・会議室等の予約の受付と管理を行うこと。 

イ 附属病院の教職員は、既存のシステム（マリンズ）を介して、予約と予約の確認を行え

るようにすること。 

 

４) バイオリソースセンターの管理業務 

① 本業務の対象エリア 

Ａ棟Ⅱ期に設置されるバイオリソースセンター 

② 業務範囲 

ア 屋外に設置した液化窒素タンクの液体窒素量の管理 

イ 屋外に設置した液化窒素タンクの供給装置、監視装置の維持管理 

ウ 液化窒素使用量の計測と計測結果の管理 

エ バイオリソースセンターの入退室者の管理 

オ 生物試料保存用大型液体窒素容器に保存する検体の管理（保存受け付け、容器への収納、

管理、取り出し、サンプルのデータベースの作成等） 

カ 研究室が冷凍保存室に設置した冷凍庫の霜取り 

キ 停電や非常時の対応 

③ 業務の実施期間 

Ａ棟Ⅱ期の供用開始後、事業契約の完了まで 

④ 要求水準 

ア 適切な温度、及び液体窒素量を常に維持すること。 
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イ 入退室者の管理を行い、事前に登録した研究者以外の入室をさせないこと。 

ウ 停電や非常時には、大学関係者に至急連絡し、生物試料保存用大型液体窒素容器内にド

ライアイスを投入するなど、大学関係者と予め定めた対策を講じること。 

エ 大学の指示に基づき、大学が指定したバイオリソース（血清等）の情報を大学が指示す

る方法により学内外に公開すること。また、大学の指示に基づき、バイオリソース（血清

等）の第三者への発送等に係る事務手続きを行うこと。 

オ 土、日及び祝日と年末年始を除く８時から２１時のあいだに、施設利用者の求めに応じ、

次の対応を行うこと。 

ａ 屋外に設置した液化窒素タンクから、利用者が液体窒素を取り出した量や日時等を記

録し、大学の求めに応じて提出すること。 

ｂ 利用者から利用の申込みがあった場合、サンプルを生物試料保存用大型液体窒素容器

内に保管、管理すること。なお、サンプルはデータベース化し、大学の求めに応じて、

保管しているサンプルの概要を適宜確認できるようにすること。 

ｃ 利用者から申込みがあった場合、生物試料保存用大型液体窒素容器からサンプルを取

り出し、当該利用者に渡すこと。 

 

５) 清掃業務 

① 本業務の対象エリア 

ア Ａ棟とＢ棟本棟の研究室、実験室、レンタルラボ（Ａ～Ｃ）を除く共用部、共同利用施

設及び外構 

イ Ｂ棟低層棟１と低層棟２の宿泊室を除く共用部と外構（Ｂ棟低層棟１と低層棟２の利用

者用の駐輪場、ゴミ置き場等も含む。） 

ウ 山上会館龍岡門別館の宿泊室を除く共用部と外構 

※ いずれも、電気が通電され、又は運転中の機器が近くにある等、清掃に危険がともなう

部分については施設管理担当者と協議する。 

② 業務範囲 

ア 日常清掃業務 

イ 定期清掃業務 

ウ 外構清掃業務 

③ 業務の実施期間 

ア Ａ棟Ⅰ期：Ａ棟Ⅰ期の供用開始後、事業契約の終了まで 

イ Ａ棟Ⅱ期：Ａ棟Ⅱ期の供用開始後、事業契約の終了まで 

ウ Ｂ棟  ：Ｂ棟の供用開始後、事業契約の終了まで 

④ 要求水準 

次に示す日常清掃、定期清掃及び外構清掃の項目において指定された内容とする。 

①の対象エリアは、目に見える埃、シミ、汚れがない状態を維持し、見た目に心地良く、

衛生的でなければならない。清掃は、できる限り入居者の妨げにならないように実施する。

個別箇所ごとに日常清掃及び定期清掃を組み合わせ、業務を実施する。 
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ア 日常清掃 

ａ 床 

ⅰ 床仕上に応じた適切な方法により挨、ゴミのないようにする。 

ｂ ゴミ箱、汚物容器、厨茶入れ等 

ⅰ 午前９時及び必要に応じて適宜、内容物がすべて空の状態になっており、汚れが付

着していない状態にする。 

ｃ 便所、更衣室、シャワー室（洗面台、鏡、衛生陶器を含む） 

ⅰ 衛生陶器類は適切な方法により見た目に清潔な状況に保つ。また、臭いが滞留しな

いよう配慮する。 

ⅱ トイレットペーパー、消耗用品等は常に補充されている状態にする。 

ⅲ 間仕切りは落書き、破損がない状態に保つ。 

ⅳ 洗面台は水垢の付着や汚れがない状態に保つ。 

ⅴ 鏡はシミ、汚れが付いていない状態に保つ。 

ｄ その他の内部附帯施設（給湯室、製氷・洗濯室、コピー室、休憩室、流し台等） 

ⅰ 清潔な状態に保つ。 

 

イ 定期清掃 

ａ 床 

ⅰ 埃、シミ、汚れがない状態に保つ（繊維床を除く）。 

ⅱ 繊維床の場合は、挨、汚れがない状態に保つ。 

ｂ 壁・天井 

ⅰ 表面全体を埃、シミ、汚れのない状態に保つ。 

ｃ テラス、庇 

ⅰ 土等汚れがない状態に保つ。 

ｄ 照明器具、時計 

ⅰ 埃、汚れを落とし、適正に機能する状態に保つ。 

ｅ 窓枠、窓ガラス、網戸 

ⅰ 汚れがない状態に保つ（内外とも）。 

ｆ 吸排気口のフィルター、フード 

ⅰ 埃、汚れを落とし、適正に機能する状態に保つ。 

ⅱ 目づまり等による能力や低下風量不足がない状態に保つ。 

ｇ 金属部分、手すり、扉、扉溝、スイッチ類 

ⅰ 埃、汚れがない状態に保つ。 

ｈ ネズミ・害虫駆除 

ⅰ ネズミ・害虫等を駆除する。殺鼠剤等の使用に当たっては、あらかじめ施設管理担

当者と協議する。 

 

ウ 外構清掃（本事業で管理する範囲内） 
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ａ 外構清掃の対象 

ⅰ 建物周囲（玄関周り、犬走り等） 

ⅱ 舗装面 

ⅲ 側溝、排水管、汚水管、雨水桝、水路 

ⅳ 案内板等 

ⅴ ゴミ置場 

ｂ 外構清掃の内容 

ⅰ ゴミ等が近隣に飛散して迷惑を及ぼすことを防止する。 

ⅱ 屋外排水設備（側溝、排水桝等）の水流をゴミ、落ち葉等で阻害しない。 

ⅲ ゴミ置場、玄関周りについて行う（水洗い、除塵等）。 

ⅳ 案内板等は、汚れが見苦しくなく、表示が見やすい状態に保つ。 

 

⑤ その他 

ア 清掃用具・資機材等の負担 

清掃用器具、洗剤などの資機材は、すべて事業者の負担とする。 

イ 資機材等の保管 

資機材及び衛生消耗品は、業務計画書に示された場所に整理し、保管する。 

ウ 廃棄物の回収、集積 

ａ 各階に設置された各階ゴミ集積スペースが常に清潔に保たれるよう管理すること。一

般廃棄物と感染症廃棄物に区分して管理すること。 

ｂ 共同利用施設と共用スペースに設置したゴミ箱内のゴミを各階ゴミ集積スペースへ

回収、集積すること。なお、研究室、実験室内のゴミの各階ゴミ集積スペースへの回収、

集積は、施設利用者が自ら実施するため対象外とする。 

ｃ 各階に設置されたゴミ集積スペースに集積したゴミを各棟に設置した各棟ゴミ集積

場へ適宜回収し、集積すること。 

ｄ 各棟ゴミ集積場が常に清潔に保たれるよう管理すること。一般廃棄物と感染症廃棄物

に区分して管理すること。 

ｅ 各棟のゴミ集積場に集積されたゴミを、大学の指定の場所まで回収、集積すること。

その後のゴミの処理は大学にて行う。 

f ゴミの集積、回収、分別方法等の詳細は、施設管理担当者と協議のうえ決定する。 

 

⑥ 用語の定義 

ア 清掃 

汚れを除去すること、汚れを予防することにより仕上材を保護し、快適な環境を保つた

めの作業をいう。 

イ 日常清掃 

日単位等の短い周期で行う清掃業務をいう。 

ウ 定期清掃 
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週単位、月単位及び年単位の長い周期で行う清掃業務をいう。 

エ 資機材 

資機材とは、次のような資材及び機材をいう。 

ａ 資材：洗浄用洗剤、樹脂床維持剤、パッド、タオル等 

ｂ 機材：掃除機、フロアダスタ、真空掃除機、床磨機等 

オ 衛生消耗品 

トイレットペーパー、水石鹸等をいう。 

 

６) 郵便物等の集配業務 

① 本業務の対象エリア 

附属病院施設エリア全域 

② 業務範囲 

ア 郵便物等の受付業務 

イ 一般郵便物、メール便、学内便等の仕分け及び配布、転送作業（入院棟各階への郵便物

の仕分けを含む） 

ウ 特殊郵便物（書留、小包等）の受け渡し作業 

エ 郵便物の発送作業（郵便料金計器による計量及び郵券の貼り付け等） 

オ 宛先人不明郵便物の調査 

カ 発送した郵便物の発送票の集計 

③ 業務実施期間 

Ａ棟Ⅰ期の供用開始後、事業契約の終了まで 

④ 要求水準 

ア 受け取った郵便物は、附属病院の旧中央棟１階の文書センター及び大学が別途指示した

諸室まで集配すること。 

イ 郵便物の集配は、９時から１７時の午前と午後の間に最低２回は行うこと。 

ウ 郵便物の受け渡し方法は、提案に委ねる。 

 

７) エネルギーマネジメント業務 

① 本業務の対象エリア 

Ａ棟Ⅰ期、Ⅱ期、及びＢ棟 

② 業務範囲 

ア エネルギー使用量の管理 

イ 省エネルギー計画の作成、提案 

③ 業務実施期間 

Ａ棟Ⅰ期の供用開始から事業契約の終了まで 

④ 要求水準 

ア Ａ棟とＢ棟で利用するエネルギーの計測を行い、大学へ適宜報告する。計測の区分は、

Ａ棟とＢ棟の特徴を考慮し、棟、階、エリア毎など複数の区分に基づき実施する。 
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イ エネルギーの計測結果に基づき、エネルギー使用量の削減に資する提案を大学に対して

行う。提案は毎年度実施する。 

ウ 上記の提案について、大学と選定事業者が協議を行い、大学が承認した内容を大学と協

働して実施する。実施にあたっては、省エネルギーの目標値を設定する。 

エ 毎年度の省エネルギーの結果を検証し、次年度の提案に反映する。 

⑤ その他 

選定事業者の提案に基づき、大学のエネルギー使用量の削減が認められた場合、大学の光

熱水費の削減額を大学と選定事業者で折半することを想定している。 

詳細は、大学と選定事業者が協議のうえ、決定する。 

 

(３) 研究環境の整備支援業務 

１) 疾患モデルセンターの管理業務 

① 本業務の対象エリア 

Ａ棟の地下１階と１階に設置する疾患モデルセンター 

② 業務範囲 

ア マウスの飼育管理 

イ 洗浄滅菌 

ウ 清掃、廃棄物の管理 

③ 業務実施期間 

Ａ棟Ⅰ期の供用開始から事業契約の終了まで 

④ 要求水準 

ア マウスの飼育管理 

ａ 講座別の収容状況を週 1回調査すること。 

ｂ マウスが入荷された際、ケージのセッティング（床敷充填等）をすること。床敷は加

熱滅菌（オートクレーブを使用）したものを使用すること。 

ｃ ケージの床敷を週１回ないし２回交換すること。複数のケージを一度に交換すること

となるがネームカードの取り違いなどを起こさないように注意を払うこと。 

ｄ 動物業者から納品されたマウスを所定の場所に受け入れ、大学から指定されたケージ

に収納すること。また、収容した際には事前に作成しておいたネームカードを各ケージ

に間違いの無いようセットすること。 

ｅ 動物飼育室での給餌（規格飼料の運搬を含む。）を行うこと。飼料は放射線照射滅菌

した固形飼料を使用し給餌する。給餌量に関しては１日１匹１ペレットを目安にし、系

統や週令等の条件によっても多少量が異なるので飼料切れの無いように給餌を行うこ

と。なお、飼料や給餌量について、大学から別途の指示があった場合は当該指示に従う

こと。 

f 動物飼育室での給水（給水装置の管理等を含む。）をすること。水切れの無いように行

い、給水瓶を使用する場合は、交換を週１回ないし２回行うものとする。 

ｇ ケージ交換は週１回とし、ケージの交換の際、もしくは、給水瓶を使用する場合、給
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水瓶残水量が不足時に給水ビンを新しいものと差し替える。このとき、栓の締りを確認

することと、先栓から水が適切に出るかどうかを確認しケージの蓋にある所定の部分に

給水ビンを差すこと。 

ｈ 実験中の動物の死亡を発見した場合には、所定の処置伝票に作業担当者が記入して各

講座の業務担当者に連絡して対応方法を確認すること。基本的には動物の死体について

は、実験者が処理するので作業担当者が処分する必要はないが状況に応じて対応するこ

と。 

i 各作業員は確認も含め、各自作業日誌を付け日々の状況について後日にも確認できる

ようにしておくこと。 

ｊ 動物の餌・水等の摂取状況を観察し、異常を発見した場合には直ちに報告すること。 

ｋ 動物の異常を発見した場合には直ちに報告すること。 

ｌ 飼育記録データ（死亡数、分娩数等）および業務日誌の作成および整理を行うこと。 

ｍ 飼育室の温・湿度モニタリングをすること。 

ｎ 動物感染症等発生時の緊急対応をすること。 

ｏ 定期的な微生物モニタリング検査（１回/３ヶ月）の実施作業の補助（検査用ケージ

の運搬等）をすること。 

ｐ マウスの飼育状況をラック単位でデータベース化し、大学の求めに応じて、ラック毎

の利用状況を適宜確認できるようにすること。 

ｑ 大学の指示に基づき、大学が指定したマウスの情報を大学が指示する方法により学内

外に公開すること。また、大学の指示に基づき、マウスの第三者への発送等に係る事務

手続きを行うこと。 

ｒ その他上記に附随する業務補助をすること。 

 

イ 洗浄滅菌 

ａ 使用した飼育ケージ、ケージ蓋、餌入れ、給水ビンを洗浄室のオートクレーブ及びケ

ージウォッシャーで滅菌・洗浄する。ケージの蓋は、２週間に１回の交換で十分である

が、汚れ等顕著になったものは速やかに交換すること。 

ｂ 飼育装置、オートクレーブ、ケージウォッシャーの操作及び点検をすること。 

ｃ 各飼育室のクリーンラックのプレフィルターは週１回ないし２回交換すること。 

ｄ 各飼育室の長靴の交換は月１回とし、必ず消毒を実施すること。 

ｅ 更衣室にて使用済みのツナギは所定の容器に入れ指定の場所に持っていくこと。 

ｆ 作業員は業務上全ての飼育室に立ち入る必要があるが、作業着については動線上分け

られた飼育室に入室時、またはケージ交換作業後、別飼育室入室時に新たな作業着を着

用し作業を行うこと。 

ｇ その他上記に附随する業務補助をすること。 

 

ウ 清掃、廃棄物の管理 

ａ 各飼育室及び前室等の清掃（床のモップかけ、消毒等）を適切に行い、マウスの飼育
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管理に影響がない状態を保つこと。 

ｂ 動物の糞、床敷き等の汚物を回収して、所定の集積場所へ運ぶこと。また、ケージ内

及び飼育ラック・棚の糞尿による汚染がひどい箇所については速やかに処置を行うもの

とする。また、飼育動物の様子及び状態に異変を感じた場合は速やかに業務責任者へ報

告し、対応方法について指示を受け対応すること。 

ｃ 前室に設置している医療用廃棄物入れは適宜、洗浄室へ搬出し洗浄室内にて廃棄床敷

を詰め、所定の集積場所へ運ぶ。一般廃棄物の分別回収及び廃棄については使用量に応

じて週１回ないし２回程度所定の集積場所へ運ぶこと。 

ｄ 廊下に設置された消毒マットの洗浄、薬液補充を適宜行うこと。 

ｅ その他上記に附随する業務補助をすること。 

 

⑤ その他 

ア 業務従事者の要件 

業務の実施者として、下記の条件を満たす者を配置すること。 

ａ 社団法人日本実験動物協会 実験動物二級技術者相当の認定を受けた者。 

ｂ 普通第一種圧力容器取扱作業主任者の資格を有する者。 

 

イ 予定飼育マウス数 

ａ Ａ棟Ⅰ期の供用開始後Ａ棟Ⅱ期の供用開始まで 

ラック数：２２ラック 

最大ケージ数：１，１１０ケージ（２２ラック×７２ケージ×０．７（稼働率）） 

最大収容マウス数（ケージ数×約５匹）：約５，６００匹 

ｂ Ａ棟Ⅱ期の供用開始後： 

ラック数：１６２ラック 

最大ケージ数：８，１７０ケージ（１６２ラック×７２ケージ×０．７（稼働率）） 

最大収容マウス数（ケージ数×約５匹）：約４０，９００匹 

※ 最大ケージ数と最大収容マウス数は、本業務の期間中に想定される最大値であ

り、Ａ棟Ⅱ期の供用開始時に想定される値では必ずしもない。 

 

ウ 費用負担 

業務に要する飼料並びに消耗資材、光熱水料は大学の負担とする。 

 

２) ＲＩ実験室の管理業務 

① 本業務の対象エリア 

Ａ棟の地下に設置されるＲＩ実験室 

 

② 業務範囲 

ア 放射線従事者の管理 
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イ ＲＩ施設の管理 

ウ 「放射線障害防止法」に基づく測定業務 

エ 「作業環境測定法」に基づく測定業務 

オ 放射線測定機器及び環境測定設備の点検業務 

カ 排水設備保守点検業務（毎月１回） 

キ 排気設備保守点検業務（毎月１回） 

ク 廃棄物、廃水の管理 

ケ ＲＩ廃棄物の滅菌処理業務 

コ その他業務 

 

③ 業務実施期間 

Ａ棟Ⅰ期の供用開始から事業契約の終了まで 

 

④ 要求水準 

ア 放射線従事者の管理 

ａ ＲＩ研究室の放射線従事者（以下「放射線従事者」という。）のグループ別情報（代

表者、連絡先等）を整理し、管理する。 

ｂ 放射線従事者に対して、当該施設の使用に関するガイダンス、教育訓練、測定器機等

の使用方法の説明を行う。 

ｃ 放射線従事者の健康診断結果の管理を行う。 

ｄ ＲＩ持ち出しの有無について確認を行う。 

ｅ 放射線管理システム（個人情報・グループ情報を含む）の保守及び点検を行う。 

ｆ 放射線従事者からの測定機器等のトラブルに対応する。 

ｇ ＲＩ施設管理区域への入域者の確認を行う。 

ｈ ＲＩ取扱者の確認を行う。 

 

イ ＲＩ施設の管理 

ａ ＲＩ研究室内外を巡回し、壁面、床面、窓、機器、電気、漏水、音等に異常がないこ

との確認を行う。 

ｂ ＲＩの購入に係るデータを登録する業務を行う。 

ｃ ＲＩを入庫する作業を行う。 

ｄ 大学が年２回実施しているＲＩの在庫整理を行う。 

 

ウ 「放射線障害防止法」に基づく測定業務 

ａ 排水中放射性物質濃度測定（排水時毎回実施）を行う。 

ｂ 表面汚染濃度測定（毎月１回実施）を行う。 

ｃ 空間線量測定（毎月１回実施）を行う。 

ｄ 廃棄中放射性物質濃度測定（毎月１回実施）を行う。 
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エ 「作業環境測定法」に基づく測定業務 

ａ 空気中放射性物質濃度測定（毎月１回）を行う。 

ｂ 第一種作業環境測定士（放射線物質）となる資格を有する者、またはこれと同等の資

格を有する者が測定業務の報告書の作成をする。 

 

オ 放射線測定機器及び環境測定設備の点検業務 

ａ 研究室内の日常的な放射線管理状況を正確に把握し、利用者の安全を確保するために、

放射線測定器機等の点検をし、その結果を月ごとに記録・報告を行う。 

 

カ 排水設備保守点検業務（毎月１回） 

ａ 研究室における排水設備の正常な作動を常時確保するために、毎月１回、排水設備の

保守点検を実施し、その結果を月毎に記録・報告を行う。 

 

キ 排気設備保守点検業務（毎月１回） 

ａ 研究室の放射性物質による環境汚染状況を正確に計測し、安全管理を行う。 

ｂ 排気設備が正常に作動し、常に適切な風量が送られるよう、毎月１回、排気設備の保

守点検を実施し、その結果を月毎に記録・報告を行う。 

 

ク 廃棄物、廃水の管理 

ａ 汚染検査を実施し、汚染がないことが確認されたものを一般廃棄物として本院指定場

所に搬出する。なお、汚染されているものは、ＲＩ汚染廃棄物として分類する。 

ｂ ＲＩ汚染廃棄物を可燃物、難燃物、不燃物、非圧縮性不燃物、動物、無機液体、償却

型フィルター、及び通常型チャコールフィルター等に分類し、それぞれ社団法人日本ア

イソトープ協会が定めた分類に従った方法により処理等を行い、決められた容器に確実

に封入し、本指定場所に保管する。 

ｃ ＲＩ廃棄物（放射性有機廃液を含む）を本院指定機関に引き渡す際は、廃棄物容器の

表面汚染密度の測定を行い、異常のないことを確認すると共に、廃棄物帳票を作成する。

また、集荷作業の準備及び立ち会い、搬出作業を行う 

 

ケ ＲＩ廃棄物の滅菌処理業務 

ａ 放射性かつ感染性廃棄物の滅菌処理を施し、滅菌器の除染を行う。 

ｂ 感染性放射性廃棄物を滅菌パックに詰める。 

ｃ 滅菌器を清掃し点検を行う。 

ｄ 前回放射性廃棄物を滅菌した場合、滅菌廃液を放射性廃液として排気し、滅菌器内側

の除染を行う。 

ｅ 滅菌パックに詰めた感染性放射性廃棄物を、滅菌器により滅菌処理を行う。 

ｆ 滅菌処理終了後、放射性廃棄物として本院指定の廃棄保管庫に保管廃棄する。 
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ｇ 感染性放射性廃棄物がない場合は、動物飼育で使用した床敷の滅菌・廃棄処理を行う。 

ｈ 滅菌器の電源を落とす等、業務の確認を行う。 

 

コ その他業務 

ａ ＲＩ研究室内の備品等の整理整頓、及び清掃を行う。 

ｂ 実験衣の洗濯を行う。 

ｃ 共同利用の消耗品等の整理及び在庫状況の確認を行う。 

ｄ ＲＩ研究室に関する電話の取り次ぎ及びその対応を行う。 

ｅ ＲＩの納品立ち会い及びＲＩ入荷登録を実施する。 

ｆ ＲＩ施設管理区域外の一般廃棄物を、大学が指定する場所まで搬出する。 

ｇ ＲＩ動物実験後の使用機器及び器具等の除染・洗浄を行う。 

ｈ ＲＩ保管、使用、及び廃棄に係る事項を本院指定の帳簿に記入する。 

ｉ 研究室利用者等の立ち入り記録及び内部被爆記録の整理を行う。 

ｊ 定期検査、施設検査、立ち入り検査等には、ＲＩ施設の現場管理者としての対応を行

う。 

ｋ ８時から２１時まで施設利用者が立ち入るため、電話連絡、利用者等からの問い合わ

せに対応すること。 

ｌ 異常事態発生時等には、一般条理に基づき誠意を持って適切に対応する。 

ｍ 点検・確認等で異常のあった場合には、迅速に調査し、現状把握及び応急処置を施し、

本院放射線安全管理室長が指示しやすいところまでの対応を行う。その後、直ちにその

結果を本院放射線安全管理室長に報告し、指示があった場合には、その指示に沿った対

応を行う。 

 

⑤ 業務従事者の要件 

事業者は、本業務を実施するための資格を有する者、及びそれと同等以上の技能・経験を

有する業務従事者を適切に配置するものとする。なお、本業務を実施するために必要な資格、

経験等は、以下の通りである。 

ア 上記「② 本業務の項目」に掲げる業務のうち、ア、イ、及びウに従事する者は、放射

線取扱主任者１種の資格を有すること。 

イ 上記「② 本業務の項目」に掲げる業務のうち、エに従事する者は、第１種作業環境測

定士（放射性物質）の資格を有すること。 

ウ 上記「② 本業務の項目」に掲げる業務のうち、オ、カ、キ、ク、ケ、及びコに従事す

る者は、５年以上の管理実務経験を有すること。 

 

(４) レンタルラボ部分の運営関連業務 

１) レンタルラボの概要 

① 設置の目的 

大学においては、国からの科学研究費補助金や民間からの資金提供による外部研究資金が増
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加傾向にある一方、これら外部研究資金を利用する実験・研究室が慢性的に不足する状況にあ

る。このため、大学は、外部研究資金の有効かつ効率的な活用の場として、レンタルラボを設

置するところである。 

レンタルラボ部分については、民間事業者の経営能力及び技術的能力の活用を図るため、選

定事業者が、当該部分の維持管理業務とともに、学内の研究者又は学外の研究者等に研究・実

験スペースを提供する運営業務を実施することを想定している。 

このことにより、限られた期間内で多様な研究プロジェクトを集中的に行える環境を提供し、

学術研究の推進及び活性化に貢献することを期待する。 

 

② レンタルラボ部分の概要 

ア レンタルラボＡ 

ａ 設置場所 Ｂ棟本棟の３～５階の一部 

ｂ 対象面積 約６，０００㎡（ただし共用部分を含む） 

 

イ レンタルラボＢ 

ａ 設置場所 Ｂ棟本棟の５階の一部と６階以上、及び地下１階の一部 

ｂ 対象面積 約１５，５００㎡（ただし共用部分を含む） 

 

ウ レンタルラボＣ 

ａ 設置場所 Ｂ棟本棟の５階以上（詳細は事業者の提案による） 

ｂ 対象面積 約２，０００㎡（ただし共用部分を含む） 

※レンタルラボＢとレンタルラボＣの面積配分は、事業開始後、大学と選定事業者の双方

が合意した場合は、変更することができるものとする。 

 

③ 入居者の募集方法 

ア 入居資格 

ａ レンタルラボＡ 

ⅰ 医学系研究科の研究者 

ⅱ 医学系研究科の研究資源・人的資源の活用を目的とした医学系研究科との研究プロ

ジェクトないし医学系研究科との研究プロジェクトの立ち上げを計画する学外の

研究者等 

※詳細は供用開始までに大学が定める。 

 

ｂ  レンタルラボＢ 

ⅰ 大学の研究者 

ⅱ メディカルタウン構想と関連のある研究プロジェクトないし大学との研究プロジ

ェクトの立ち上げを計画する学外の研究者等 

※詳細は供用開始までに大学が定める。 
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ｃ  レンタルラボＣ 

ⅰ 大学の研究資源・人的資源やメディカルタウン構想との関連性が認められる自主研

究を行う研究者、民間企業等 

ⅱ 大学の研究資源・人的資源の活用を目的とした大学との研究プロジェクトないし大

学との研究プロジェクトの立ち上げを計画する学外の研究者等 

ⅲ 大学の研究者 

 

ｄ 共通 

次のいずれにも該当しないこと。なお。入居後に該当することが明らかになった場合

は、大学は入居者に対し、退去を命ずることができる。 

ⅰ 国立大学法人法第２２条第１項各号に該当する業務規定の範囲内のものでない場

合 

ⅱ 騒音、振動、塵埃、視覚的不快感、悪臭、電磁波又は危険物等を発生又は使用する

等周囲に迷惑を及ぼす場合 

ⅲ 公序良俗に反する用途その他大学の品位を損なうような用途に使用する場合 

ⅳ 大学の静かな環境の下での教育研究活動の実施に支障が生じるような用途に使用

する場合 

ⅴ 上記のほか、その用途により公共性、公益性を損なうおそれがある用途に使用する

場合 

 

イ 入居期間 

ａ レンタルラボＡ、レンタルラボＢ 

供用開始までに大学が定める。 

ｂ レンタルラボＣ 

上記③アｃの入居資格を満たす範囲において、研究の内容に応じて選定事業者が定め

る。ただし、連続して入居できる期間は最長で５年程度とするが、大学の承諾を得れば

延長も可能とする。 

 

ウ 利用料 

ａ レンタルラボＡ、レンタルラボＢ 

供用開始までに大学が定める。 

ｂ レンタルラボＣ 

選定事業者が定める。ただし、６０，０００円／年・㎡（税込み、共用部分を含まな

い）以上とする。 

 

エ その他の経費 

光熱水費、電話代、通信費についてはレンタルラボの入居者が実費を負担する。また、
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入居者は共益費（共用部分の清掃費、修繕費）、及び退去の際に発生する居室の原状回

復費用を負担する。 

 

オ レンタルラボＣの利用可能面積の制限 

レンタルラボＣの一の入居者が占有する面積は、７０㎡以上（共用部分を含まない）

とする。 

 

④ 入居者募集手続 

ア 入居者の募集 

ａ レンタルラボＡ、レンタルラボＢ 

大学が実施する。 

ｂ レンタルラボＣ 

選定事業者が実施する。 

 

イ 入居者の審査 

ａ レンタルラボＡ、レンタルラボＢ 

大学が実施する。 

ｂ レンタルラボＣ 

選定事業者が実施し、大学が承諾する。なお、大学は、かかる承諾について、選定事

業者が入居させようとする者が、上記③アｃとｄに示す要件を満たさないと判断できる

場合以外は、かかる承諾を拒まないこととする。 

 

ウ 募集時期 

ａ レンタルラボＡ、レンタルラボＢ 

入居状況に応じて随時募集することを想定しているが、詳細は供用開始までに大学が

決定する。 

ｂ レンタルラボＣ 

選定事業者が決定する。 

 

⑤ レンタルラボ部分の需要変動リスクの分担 

ア レンタルラボＡ及びレンタルラボＢ 

大学が負担する。 

なお、レンタルラボＡ、レンタルラボＢの施設整備、維持管理及び管理業務に係る対価

は、大学が選定事業者に対し、事業契約に定める額をＢ棟の供用開始から事業が終了する

まで支払う。支払額は、レンタルラボＡ、レンタルラボＢの稼働率に係わらず、原則とし

て毎年度一定とする。（一時金を支払う場合は、当該一時金を除いた額を毎年度一定して

支払う。） 
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イ レンタルラボＣ 

レンタルラボＣについては、選定事業者は大学に対し、６０，０００円／年・㎡（税込

み、共用部分を含まない）の賃料を支払い、レンタルラボＣの入居者から徴収する賃料を

原資として運営することとする。 

なお、レンタルラボＣの整備と維持管理に係る対価については、大学が選定事業者に対

し、事業契約に定める額をＢ棟の供用開始から事業が終了するまで支払う。支払額は、レ

ンタルラボＣの稼働率に係わらず、原則として毎年度一定とする。（一時金を支払う場合

は、当該一時金を除いた額を毎年度一定して支払う。） 

 

２)  レンタルラボの運営関連業務の内容 

① レンタルラボＡ及びレンタルラボＢの管理業務 

ア 入居者への利用方法の説明、利用者からの苦情の受付・相談・トラブル対応、契約違反

者の大学への通告等の契約管理 

イ 利用者退去時の原状回復の確認 

ウ 光熱水の使用量のデータ管理 

 

② レンタルラボＣの運営業務 

ア 利用者の募集及び審査 

イ 利用者との賃貸借契約の締結、入居者への利用方法の説明、契約条件の変更、契約更新

及び契約解除、利用者からの苦情の受付・相談・トラブル対応、契約違反者の大学への通

告等の契約管理 

ウ 賃料、共益費の計算徴収 

エ 敷金、保証金、及び預り金の計算徴収 

オ 光熱水費の計算徴収 

カ 本物件に拘わる必要経費の支払い収支管理 

キ 賃貸借人退去時の原状回復の確認 

 

３) レンタルラボの運営関連業務の要求水準 

① レンタルラボの入居者が快適に研究できるよう各業務を適切に行うこと。 

② レンタルラボの入居率向上に資するよう、各業務を適切に行うとともに、適宜、大学と協

働すること。 

 

(５) 宿泊施設部分の運営関連業務 

1) 宿泊施設の概要 

① 設置の目的 

研修医等用のレジデント形式の宿泊施設、及び大学を訪問する研究者、学内行事参加者、

留学生に加え、研修医、スタッフの宿舎、患者家族等の短期間利用を想定した宿泊施設を整

備する。 
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なお、設置する施設は、上記の大学関係者を対象とした宿泊施設として整備する。 

 

② 宿泊施設事業部分の概要 

ア 設置場所 

ａ 研修医等用宿泊施設 

Ｂ棟低層棟１ 

ｂ 大学関係者用宿泊施設設 

Ｂ棟低層棟２ 

 

イ 施設規模 

ａ 研修医等用宿泊施設 

２，６００㎡程度（収容人数７５人程度） 

ｂ 大学関係者用宿泊施設 

 １，８００㎡程度（収容人数５５人程度） 

 

③ 宿泊施設の利用形態 

ア 研修医等用宿泊施設 

ａ 利用資格 

附属病院の研修医等 

ｂ 利用期間 

１年程度を想定しているが、詳細は供用開始までに大学が定める。 

ｃ 利用者の決定方法 

大学が実施する。 

ｄ 利用料 

供用開始までに大学が定める。 

ｅ その他 

光熱水費、電話代、通信費については研修医等用宿泊施設入居者が実費を負担する。

また、入居者は退去の際に発生する居室の原状回復費用を負担する。 

 

イ 大学関係者用宿泊施設 

ａ 利用資格 

大学を訪問する研究者、学内行事参加者、長期滞在する海外等の研究者、留学生、附

属病院の研修医、大学の教職員、附属病院の患者とその家族等とする。 

※詳細は供用開始までに大学が定める。 

ｂ 利用期間 

上記ａの利用資格を満たす期間内とし、原則として１泊とするが、大学が認めた範囲

において、長期の利用も可能とする。 

ｃ 利用者の決定方法 
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選定事業者が募集、決定する。 

大学関係者用宿泊施設の利用希望者が上記ａの要件の充足有無を確認する方法は、選

定事業者の提案に基づき、大学と選定事業者が協議して定める。 

なお、当該２週間営業日前までは、全室数の５０％を上限として、大学が優先的に予

約できることとする。 

ｄ 利用料 

選定事業者が定める。 

ｅ その他 

ⅰ 光熱水費については、大学が負担する。電話代、通信費については大学関係者用宿

泊施設の入居者が実費を負担する。また、入居者は退去の際に発生する居室の原状

回復費用を負担する。 

ⅱ 附属病院の患者の家族など当日深夜の利用受付などにも柔軟に対応し、空室がある

場合は安価な料金で提供すること。 

ⅲ 大学が長期間の利用のために一定数の宿泊室を借り上げる形態にも対応すること。

その際、通常の利用と比較して安価となる長期利用の利用料金を別途設定すること。 

ⅳ 大学は、選定事業者の求めに応じ、大学関係者への大学関係者用宿泊施設の周知等

について、最大限支援する。 

 

④ 宿泊施設部分の需要変動リスクの分担 

ア 研修医等用宿泊施設 

大学が負担する。 

なお、研修医等用宿泊施設の整備と維持管理に係る対価は、大学が選定事業者に対し、

事業契約に定める額をＢ棟の供用開始から事業が終了するまで支払う。支払額は、研修医

等用宿泊施設の稼働率に係わらず、原則として毎年度一定とする。（一時金を支払う場合

は、当該一時金を除いた額を毎年度一定して支払う。） 

 

イ 大学関係者用宿泊施設 

選定事業者が負担する。 

大学関係者用については、選定事業者は大学に対し、６０，０００円／年・㎡（税込み、

共用部分を含まない）の賃料を支払い、宿泊施設の利用者から徴収する利用料を原資とし

て運営することとする。 

なお、大学関係者用宿泊施設の整備と維持管理に係る対価は、大学が選定事業者に対し、

事業契約に定める額をＢ棟の供用開始から事業が終了するまで支払う。支払額は、大学関

係者用宿泊施設の稼働率に係わらず、原則として毎年度一定とする。（一時金を支払う場

合は、当該一時金を除いた額を毎年度一定して支払う。） 

 

２) 研修医等用宿泊施設の管理業務 

① 本業務の対象エリア 
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Ｂ棟低層棟１ 

 

② 業務範囲 

ア 入居届等の入居関連書類のとりまとめ 

イ 新入居者の受入準備 

ウ 退去者の手続き 

エ 退去部屋の原状回復手続き 

オ 鍵の管理 

カ 施設の監視と非常時の通報 

キ その他 

※研修医等用宿泊施設への入居者の決定と入居者の部屋割りは大学が実施する。 

 

③ 業務実施期間 

Ｂ棟の供用開始から事業契約の終了まで 

 

④ 要求水準 

ア 入居届等の入居関連書類のとりまとめ 

大学の指示に従い、新入居者の入居に必要な入居届け等の書類を新入居者から受領し、

必要事項の記載等を確認のうえ、総合研修医センターに提出する。 

なお、入居届け等の書類は大学が作成する。 

 

イ 新入居者の受入準備 

ａ ポストに入居者の名前を表示する。 

ｂ 新入居者に対し、ゴミの出し方の注意や鍵を紛失した場合等の手続きを説明する。 

ｃ 新入居者から引越日の連絡を受け付け、引っ越しが可能となるようスケジュールの調

整を行う。 

 

ウ 退去者の手続き 

ａ 入居期限満了の居住者に対し、期限通知文書等の書類を配布する。書類は大学が準備

する。 

ｂ 原状回復費（清掃クリーニング代、鍵交換代）の振込み明細書、退去届を退去者から

受け取り、大学に提出する。 

 

エ 退去部屋の原状回復手続き 

ａ 大学と連携し、退去者の退去日を確認しながら新入居者の入居日を設定し、清掃、鍵

交換、補修、壁張替え等を大学が指定する企業に依頼する。 

ｂ 原状回復完了後、清掃業者と室内を確認する。 
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オ 鍵の管理 

各個室の鍵の管理規則を次の事項に基づき定めて管理する。 

ａ 入居時に鍵を渡し、退去時に回収すること。 

ｂ 入居者が鍵を紛失した場合には、事業者が一時的に代わりの鍵を貸与する等の措置を

行うこと。 

ｃ 入居者が鍵を紛失した場合には、入居者の実費負担により鍵を交換する旨を含めて記

載すること。（対応時間：７時から２１時まで、緊急対応は２４時間とする。） 

ｄ 鍵交換等を行い、退去者の鍵は使えないよう措置すること。 

 

カ 施設の監視と非常時の通報 

ａ  不審者の有無、非常口閉錠の確認、共用部私物放置等を確認する。 

ｂ  非常時には大学の関係機関と防災センターに連絡し、防災センターの指示に従い対応

する。 

ｃ  地震火災の発生時には、火災受信機を確認のうえ、低層棟１の入居者に対する一斉放

送やエレベーター電話の受信発信等を行い、入居者の円滑な避難を支援する。 

   

キ 日常管理業務 

土日祭日を除き、８時から２１時まで次の対応を行う。 

ａ 窓口対応 

来訪者への対応、宅配ボックスの管理、外部からの問い合わせなど、低層棟１の管理

に必要な窓口業務を行う。 

ｂ 居住者同士のトラブル仲介 

事業者が本施設に関する業務を実施するのに関連し、入居者や大学からのクレーム受

付の窓口としての業務を行う。 

ｃ 傷病人への対応 

入居者の急病や施設内でのケガが発生した場合、症状の悪化を防ぎ、快方に向かうよ

う、医療行為を伴わない範囲で症状に応じた処置をする。 

ｄ 入居者に対する改善勧告 

管理規定に従わない者、若しくは、他の入居者に対して迷惑行為を行う者に対して、

改善勧告を行う。改善勧告に従わない者、若しくは著しい迷惑行為を行う者については、

大学に通知する。また、違法行為を発見した場合等については、大学に通報すること。 

ｅ その他 

大学の指示に従い、低層棟１の入居者の管理に必要となるその他業務を行うこと。 

 

３）大学関係者用宿泊施設の運営業務 

① 本業務の対象エリア 

Ｂ棟低層棟２ 
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② 業務範囲 

ア 宿泊予約の受付、管理、利用料金の収受 

イ 利用者からの問い合わせへの対応 

ウ 宿泊室の鍵の管理 

エ 客室清掃 

オ 客室のリネン物の管理（シーツ、毛布、枕カバー等の調達、洗濯、整理整頓） 

カ アメニティの管理（歯ブラシ、石鹸、シャンプー等の調達、整理整頓） 

 

③ 業務実施期間 

Ｂ棟の供用開始から事業期間終了まで 

 

④ 要求水準 

ア 施設利用者が快適に過ごせるよう運営すること。 

イ 労務管理等 

ａ 業務従事者の労務管理、労務災害等の全てについて責任を負うこと。 

ｂ 業務従事者に対する教育、研修を行い、服装、勤務態度、風紀衛生等の服務管理を行

うこと 

ｃ 業務従事者に年１回以上健康診断を受診させること。 

ｄ 随時業務従事者の教育訓練を実施し、業務の能率、質的向上を図ること。 

ウ 守秘義務 

ａ 業務の実施にあたり知り得た秘密（個人情報を含む）を漏洩してはならない。 

ｂ 前項の守秘義務を業務従事者に遵守させるものとする。 

エ 規律の維持等 

業務従事者は、担当業務及び本施設の目的等を十分に理解し、常に規律を守り、品位を

保ち、施設利用者に対し明朗に接しなければならない。 

オ 名札の着用 

業務従事者は、業務時間中は身分、氏名を日本語及びローマ字で明記した名札を胸に付

けるものとする。 

カ 鍵の取り扱い 

鍵類については慎重に取り扱い、紛失等の事故が発生しないよう十分配慮すること。 

キ 事故発生時等の報告 

事故等（保安上の事故の他、宿泊者、施設利用者等とのトラブルを含む）発生時は遅滞

なく本部総務課に連絡するものとし、事故が重大である場合は、対応の指示を受けるもの

とする。（事故発生が夜間等である場合は、緊急連絡網に指定する大学職員に連絡する。

警察、消防署等への連絡が必要な場合には、大学の指示を受けることなく連絡を行い、大

学に遅滞なく連絡すること。） 
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⑤ 従業員の資格等 

英検２級程度の語学力、もしくは英語圏での生活経験を有し、外国人との日常生活上支障

のない程度の英会話が可能な者が常に対応できるようにすること。 

 

(６) 山上会館（本館と龍岡門別館）の宿泊室等の運営業務 

１) 宿泊施設の概要 

① 運営の目的 

研修医等用のレジデント形式の宿泊施設、及び大学を訪問する研究者、学内行事参加者、留

学生に加え、研修医、スタッフの宿舎、患者家族等の短期間利用を想定した宿泊施設として管

理する。 

なお、施設は、上記の大学関係者を対象とした宿泊施設として運営する。 

 

② 施設概要 

ア 山上会館本館（東京都文京区本郷７－３－１） 

イ 山上会館龍岡門別館（東京都文京区本郷７－３－１） 

 

③ 宿泊施設の利用形態 

ア 利用資格 

大学を訪問する研究者、学内行事参加者、長期滞在する海外等の研究者、留学生、附

属病院の研修医、大学の教職員、附属病院の患者とその家族等とする。 

※詳細は供用開始までに大学が定める。 

イ 利用期間 

上記アの利用資格を満たす期間内とし、原則として１泊とするが、大学が認めた範囲

において、長期の利用も可能とする。 

ウ 利用者の決定方法 

選定事業者が募集、決定するが、営業日の２週間前までは全室数の５０％を上限とし

て、大学が優先して予約できるものとする。 

なお、大学関係者用宿泊施設の利用希望者が上記アの要件の充足の有無を確認する方

法は、事業者の提案による。 

エ 利用料 

選定事業者が定める。 

オ その他 

ａ 光熱水費については、大学が負担する。電話代、通信費については宿泊者が実費を負

担する。 

ｂ 附属病院の患者の家族など当日深夜の利用受付などにも柔軟に対応し、空室がある場

合は安価な料金で利用することが可能となる運営形態を希望する。 

ｃ 大学が長期間の利用のために一定室を借り上げる形態にも対応する。その際、通常の

利用と比較して安価となる長期利用の利用料金を別途設定すること。 
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ｄ 大学は、選定事業者の求めに応じ、大学関係者への大学関係者用宿泊施設の周知等に

ついて、最大限支援する。 

ｅ 本館については、必ずしも常駐で人員を配置する必要はない。 

 

④ 需要変動リスクの分担 

選定事業者が負担する。 

大学は選定事業者に対し、無償にて施設の利用を認め、選定事業者は利用者から徴収する

利用料を原資として運営することとする。 

なお、施設の保守管理に係る対価は、大学が選定事業者に対し、事業契約に定める額をＢ

棟の供用開始から事業が終了するまで支払う。支払額は、大学関係者用宿泊施設の稼働率に

係わらず、原則として毎年度一定とする。 

 

２）要求水準等 

① 業務の対象エリア 

ア 山上会館本館 

宿泊室７室（ツイン１室、シングル６室） 

イ 山上会館龍岡門別館 

ａ 宿泊室１８室（ツインルーム４室、シングルルーム１４室） 

ｂ 宿泊者用キッチン、ランドリー、トランクルーム、ラウンジ他 

 

② 業務範囲 

ア 宿泊予約の受付、管理、利用料金の収受、利用者からの問い合わせへの対応 

イ 宿泊カードキーの作成（入力を含む）、ロックリンクの操作、その他のカードキーに関

すること 

ウ 宿泊者の生活、利用方法等に関する助言 

エ 宿泊室使用者への貸出物品の対応 

オ 清掃（客室を含む施設内全体、外構、前面道路等の施設周辺） 

カ 客室のリネン物の管理（シーツ、毛布、枕カバー等の調達、洗濯、整理整頓） 

キ アメニティの管理（歯ブラシ、石鹸、シャンプー等の調達、整理整頓） 

 

③ 業務実施期間 

Ｂ棟の供用開始から事業期間終了まで 

 

④ 要求水準 

ア 施設利用者が快適に過ごせるよう運営すること。 

イ 労務管理等 

ａ 業務従事者の労務管理、労務災害等の全てについて責任を負うこと。 

ｂ 業務従事者に対する教育、研修を行い、服装、勤務態度、風紀衛生等の服務管理を行
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うこと 

ｃ 業務従事者に年１回以上健康診断を受診させること。 

ｄ 随時業務従事者の教育訓練を実施し、業務の能率、質的向上を図ること。 

ウ 守秘義務 

ａ 業務の実施にあたり知り得た秘密（個人情報を含む）を漏洩してはならない。 

ｂ 前項の守秘義務を業務従事者に遵守させるものとする。 

ｃ 本項に定める守秘義務は、契約期間満了後或いは契約解除後においても同様とする。 

エ 規律の維持等 

業務従事者は、担当業務及び本施設の目的等を十分に理解し、常に規律を守り、品位を

保ち、施設利用者に対し明朗に接しなければならない。 

オ 名札の着用 

業務従事者は、業務時間中は身分、氏名を日本語及びローマ字で明記した名札を胸に付

けるものとする。 

カ 鍵の取り扱い 

鍵類については慎重に取り扱い、紛失等の事故が発生しないよう十分配慮すること。 

キ 事故発生時等の報告 

事故等（保安上の事故の他、宿泊者、施設利用者等とのトラブルを含む）発生時は遅滞

なく本部総務課に連絡するものとし、事故が重大である場合は、対応の指示を受けるもの

とする。（事故発生が夜間等である場合は、緊急連絡網に指定する大学職員に連絡する。

警察、消防署等への連絡が必要な場合には、大学の指示を受けることなく連絡を行い、大

学に遅滞なく連絡すること。） 

 

⑤ 従業員の資格等 

英検２級程度の語学力、もしくは英語圏での生活経験を有し、外国人との日常生活上支障

のない程度の英会話が可能な者が常に対応できるようにすること。 

 

(７) トランクルームの管理業務 

１) 本業務の対象エリア 

Ｂ棟本棟の地下に設置されるトランクルーム 

 

２) 業務範囲 

① 鍵の収受 

② 利用説明書の作成 

③ 本施設の利用方法の説明等 

④ 利用者に対する改善勧告 

⑤ 清掃業務 

⑥ その他業務 

 



９６ 

 

３) 業務実施期間 

Ｂ棟の供用開始から事業期間終了まで 

 

 

４) 要求水準 

① 鍵の収受 

各室の鍵の管理規則を定め管理を行う。 

② 利用説明書の作成 

トランクルームの利用に関する説明書を作成する。 

③ 利用方法の説明等 

トランクルームの利用者に対して利用説明書を説明し、また、実際に施設を案内して施設

の利用方法を説明する。 

④ 利用者に対する改善勧告 

利用規定に従わない者、若しくは、他の利用者に対して迷惑行為を行う者に対して、改善

勧告を行う。改善勧告に従わない者、若しくは著しい迷惑行為を行う者については、大学に

通知する。また、違法行為を発見した場合等については、警察・大学に通報すること。 

⑤ 清掃業務 

トランクルーム内を常に清潔に保つこと。 

⑥ その他業務 

その他、来館者への対応、宅配の収受、外部からの問い合わせに対する対応など、施設を

管理する上で必要な事項について適切に対応すること。 

 

５) 需要変動リスクの分担 

大学が負担する。利用料金の設定や利用者からの利用料金の徴収も大学が実施する。 
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第５章 附帯事業に関する要求水準 

１ 福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設部分の運営業務 
（１） 設置の目的 

福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設部分については、選定事業者が、当該

部分の維持管理業務を行うとともに、医学部・附属病院の学生及び教職員のみならず、本郷キャン

パスにおける学生及び教職員の日々の生活支援の一環として、選定事業者の経営能力及び技術的能

力を活用して運営業務を行う。 

このことにより、学生及び教職員の利便性を向上させることはもとより、様々な分野の人々が集

うこととなり、学内外のコミュニケーションの活性化を期待するものである。 

 

（２） 福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設部分の概要 

① 設置場所：クリニカルリサーチセンターＢ棟の一部 

 

② 対象面積 

ア 物販系・軽食系・飲食系部分 

選定事業者の提案による。 

イ サービス施設部分 

選定事業者の提案による。 

 

③ 事業期間等 

事業期間は、原則として、事業契約の完了時までとし、その間、事業内容は変更できない

ものとするが、本施設の供用開始後３年を超えた場合には、大学との協議及び大学の承諾を

条件に、事業内容を変更することができるものとする。ただし、その場合であっても、下記

（４）の条件を満たしている必要がある。 

 

④ 運用方式等 

ア 物販系・軽食系・飲食系部分 

選定事業者が大学に対して施設利用料として６０，０００円／㎡・年を支払い、選定

事業者の自らの費用負担と責任により、物販系・軽食系・飲食系部分の運営を行う。運

営に係るすべての費用（支出）並びに利用者から受け取る料金等（収入）は、選定事業

者の単独の支出・収入区分とする。 

※ すべての費用には、光熱水費、電話代、通信費等も含まれる。 

イ サービス施設部分 

選定事業者が大学に対して施設利用料を支払うことなく、サービス施設部分の施設を

利用することができるが、選定事業者の自らの費用負担と責任により、サービス施設部

分の運営を行う。運営に係るすべての費用（支出）並びに利用者から受け取る料金等（収

入）は、選定事業者の単独の支出・収入区分とする。 

※ すべての費用には、電話代、通信費等も含まれる。（光熱水費は含まない。） 
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⑤ 事業内容等 

事業内容は、福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設のサービス提供で

あること、「国立大学法人法」（平成１５年７月１６日法律第１１２号）の目的に合致する

こと及び大学の同意を得ることを条件とするほか、必要な行政手続は選定事業者自らが行う

こととする。 

 

（３） 業務実施期間 

Ｂ棟の供用開始から事業契約の終了まで 

 

（４） 要求水準 

① 物販系・軽食系・飲食系部分 

ア 飲食系 

海外からの賓客、学会・研究集会後のレセプション利用も可能となるような飲食系福利厚

生施設を運営すること。 

運営日時は、年末年始と土曜日、日祭日を除く平日の１１：００～１４：００、及び１７：

００～２１：００を必須とし、これ以外は選定事業者の提案による。ただし、予約がある場

合は、必須以外の日時も運営すること 

イ 軽食系 

学内の若手研究者・留学生・研究補助スタッフにも配慮し、テイクアウトにも対応できる

軽食系福利厚生施設を運営すること。 

運営日時は、年末年始と土曜日、日祭日を除く平日の７：００～２２：００を必須とし、

これ以外は選定事業者の提案による。 

ウ 物販系 

コンビニエンスストアを想定するが、内容や運営時間は選定事業者の提案とする。 

 

② サービス施設部分 

東京大学メディカルタウン構想に該当するすべての研究科・学部の研究が円滑に行われる

ためのサービスを提供すること。 

 

ア 必須のサービス 

次のサービスの提供は必須とする。 

なお、サービス施設部分へのこれらの提供拠点の整備の有無は民間事業者の提案とす

る。提供拠点は設置せず、選定事業者が確保したサービスの提供企業が提供するサービ

スの利用受付をサービス施設部分で一元化して実施する形態でも可能とする。 

ⅰ 汎用シークエンサーを用いたＤＮＡ配列解析 

ⅱ オリゴ合成（ＰＣＲ ｐｒｉｍｅｒ作成等） 
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イ 提案を期待するサービス（【参考資料】を参照すること。） 

上記ア以外は、選定事業者の提案による。 

上記アと同様、サービス施設部分へのこれらの提供拠点の整備有無は民間事業者の提

案とする。提供拠点は設置せず、選定事業者が確保したサービスの提供企業が提供する

サービスの利用受付をサービス施設部分で一元化して実施する形態でも可能とする。 

なお、事業開始後において、大学から新たなサービスの提供の要望を受けた場合、選

定事業者は当該サービスの提供者の紹介、斡旋等を行い、大学が承諾した場合は、当該

サービスの利用受付をサービス施設部分で一元化して実施する。また、大学が選定事業

者の紹介、斡旋等を受けず、新たなサービス提供者を自ら確保した場合、大学の求めに

応じて、当該サービスの利用受付についても、サービス施設部分で一元化して実施する

こと。 

 

（５） 福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設の需要変動のリスクの分担 

福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設部分の需要変動に伴うリスクは、選定

事業者が負担する。  

なお、福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設部分のうち、躯体・外装（サッ

シ、ドア等は除く）とインフラの一次供給（電気工事は一次盤まで）に係る整備と維持管理に係

る費用は、大学が選定事業者に対し、事業契約に定める額をＢ棟の供用開始から事業が終了する

まで支払う。支払額は、福利厚生（物販系・軽食系・飲食系）、及びサービス施設部分の稼働率に

係わらず、原則として毎年度一定とする。（一時金を支払う場合は、当該一時金を除いた額を毎年

度一定して支払う。） 

その他の内装、設備、サイン等の整備と維持管理に係る費用は、選定事業者の負担とする。 


